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1-1 研究の背景 

 

 平成 17 年 8 月，経済産業省資源エネルギー庁は，地層処分基盤研究調整会議を招集し

た。核燃料サイクル開発機構（現，日本原子力研究開発機構)，原子力環境整備促進・資金

管理センター，電力中央研究所，産業創造研究所，放射線医学総合研究所に加えて産業技

術総合研究所が構成機関として名を連ね，第 2 次取りまとめ（「わが国における高レベル

放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性」）以降の処分研究の進捗状況について情報交換等を

おこない，基盤研究開発の計画的かつ効率的な推進を目指した。傘下に組織された地質環

境ワーキングでは，わが国特有の地質環境に関する議論が行われ，堆積岩地域と結晶質岩

地域の基礎研究に関しては精力的な研究開発が実施されているものの，沿岸域というカテ

ゴリーに関しては充分な知見が集積されていないという結論に達した。沿岸域の地質環境

については，内陸地域に比べて調査の実績が少なく，海水の影響や塩淡境界の分布を考慮

する必要があるため，研究開発の余地が大きいと考えられることが理由の一つである。地

下水流動に限れば，内陸域と同様の水理地質構造（断層などの不連続構造，低透水性構造）

や動水勾配などに加えて，塩淡境界や海底湧水を把握するための調査技術の整備，海水と

淡水との密度勾配による流動や移流場から拡散場への移行，海水準変動の影響などに着目

した解析技術の開発等が重要とされており，物理探査についても，作業効率や解析技術な

どの改良・高度化が図られるべきとされている。これを受け，資源エネルギー庁は平成 18

年 3 月の地層処分基盤研究開発報告会において，沿岸域に関する調査技術高度化の必要性

を強調している。 

しかし，沿岸域（とくに浅海域）では，これまでは物理探査などの調査が困難であるこ

とから断層等の地質構造調査が十分になされてこなかった。沿岸域に潜在する断層は，地

質学的な安定性を欠くばかりでなく，深層地下水の流路として核種の選択的な移行経路に

なる可能性がある。沿岸域が処分場の候補地となる可能性がある以上，沿岸域に係る調査

法や既存データの再解析法の適用性や信頼性を向上させる必要があると考えた。そのよう

な背景の中，本委託事業「海域地質環境調査確証技術開発」は，原子力発電環境整備機構

（NUMO）の強い要請を受け，平成 19 年度より開始している「沿岸域塩淡境界・断層評

価技術高度化開発」の発展的な研究課題として，「地質環境特性調査評価技術」における要

素技術の一つとして位置付けられた。現在のわが国においては，処分すべき廃棄体が増え

続けるなか，処分事業が，文献調査→概要調査→精密調査という流れに則って行われるこ

とを考えると早急に候補地を探し，なおかつ確実な調査を速やかに実施する必要がある。

そのため，深部地下水の安定的な環境を評価する手法を確実に構築し，海陸いずれの地域

においても活用できる体制を築いておかなくてはならない。 

さらに，福島第一原子力発電所の事故を受け，国民の原子力発電事業やその廃棄物等に

対する関心が高まっている。また，わが国は世界有数の火山＆地震大国であり，防災に対

する国民の意識も高く，安全性を担保しなくては事業が成り立たない。しかし，沿岸域（と
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くに浅海域）では調査の困難さから断層等の地下水流動を左右する地質構造調査が十分に

なされてこなかった。調査法や既存データの再解析法を確立し，この問題を早急に解決し

なければならない。安全な事業の成立性を監視する国民の目も厳しくなり，長期的な展望

を視野に入れた確実な処分方法が求められている。地層処分が最も有力な処分方法である

なか，安定した地下水の不動領域を見出す技術を成立させる必要がある。 

 

1-2 研究の目的 

 

我が国において，これまでの原子力発電の利用に伴って既に放射性廃棄物が発生してお

り，その処理処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物の地層処分に係

る研究開発について，国，研究開発機関等が，それぞれの役割分担を踏まえつつ，密接な

連携の下で，基盤研究開発を着実に進めていくことが重要である。高レベル放射性廃棄物

等の地層処分においては，天然の岩盤（天然バリア）と人工的なバリア（人工バリア）か

ら構築される多重バリアシステムによって長期的な安全確保がなされる。この処分システ

ムの成立性や安全性に係る信頼性を一層高めていくためには，天然バリアである深部地質

環境の状況把握と将来変化に係る調査評価技術の信頼性向上が重要である。 

本委託事業ではこれらに加え，福島第一原子力発電所の事故を踏まえ，特に沿岸域におけ

る地質環境調査の評価技術に着目して，国民が納得できるような海底下の特徴的な地質・

地下水環境の調査・評価手法の確証を行うことを目的とする。 

 

1-3 研究の全体計画 

 

高レベル放射性廃棄物等の地層処分において，処分システムの成立性や安全性を評価す

るうえで，海底下深部の地質構造や地下水等の状況を，ボーリング調査によって把握する

とともに，その長期的な変遷を評価する必要があることも考えられる。本委託事業では，

特にボーリング調査を用いた評価技術を対象として，地下水の長期的な流動解析を含めた

要素技術の確証技術開発を行い，沿岸域海底下の地質環境の総合評価手法を構築する。 

具体的には，平成２３年度から実施されている「海域地質環境調査技術高度化開発」事

業を継続しつつ，平成２５年度から３年の期間において，これまでの国内外における関連

研究開発の成果，また，資源エネルギー庁の関連委託事業で開発してきた手法や要素技術

を活用し， 

（１）沿岸域地質構造評価技術の開発 

（２）海上掘削調査技術の開発 

のそれぞれについて，既往の知見等に基づく課題整理と計画策定を踏まえ，以下に示す

ような年次展開で要素技術の開発・改良，実際の沿岸域フィールドにおける体系的な適用
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試験と総合評価を実施し，沿岸域での一連の地上からの調査技術と解析評価手法として体

系化を図る。さらに，将来的に処分事業を開始した場合に地下水が移動する範囲等を的確

に評価し，将来的な安全研究にも資する。 

 

表 1-1 研究の全体計画 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

沿岸域地質構造評

価技術の開発 

・弾性波地震探査（地

質構造のモデル化の

ための調査） 

・弾性波探査シミュ

レーション 

・３次元弾性波探査

実験（海底下水理地

質モデルの構築） 

・断層探査 

・海域地質構造評価

手法（３次元物理探

査）の体系化 

海上掘削調査技術

の開発 

・海底湧出地下水調

査 

・海底下水理地質構

造モデリングを含む

広域・長期地下水流

動解析 

・海域掘削調査準備 

・海底下地下水賦存

調査・解析 

・海域掘削調査 

・海底下地下水賦存

調査・解析 

・海域掘削調査 

・海域水理地質構造

評価の体系化 

 

1-4 本年度の研究内容 

 

（１）沿岸域地質構造評価技術の開発  

 沿岸域地質構造評価技術の開発においては，弾性波地震探査等の物理探査手法を用いて

沿岸浅海域における海底水理地質モデルを構築する。本年度は，対象海域の断層地形や底

質の調査に加えて３次元弾性波探査シミュレーションおよび既存調査結果より，概念地質

モデルを作成した。加えて，平成２４年度まで実施していた「沿岸域塩淡境界・断層評価

技術高度化開発」の研究成果である浅海域海底電磁探査法の適用をさらに容易にするため，

複雑な沿岸域の地下比抵抗モデルの作成を支援する環境を整備した。それにより浅海域海

底電磁探査法の利用をさらに普及拡大させ，沿岸域の地下水環境把握手法として確立をし

た。 

（２）海上掘削調査技術の開発  

 海上掘削調査技術の開発では，他の沿岸域研究課題による成果も活用し，既往の研究成

果や情報をふまえた上で，海上ボーリング調査対象となる沿岸域の海底湧出地下水調査，

海底下地下水流動解析を実施する。海底湧出地下水調査においては，対象海域の水質調査，

ラドン調査，サイドスキャンソナー調査を面的に実施し，採取した地下水・海水の安定同

位体測定や放射性同位体測定，ならびに溶存成分の測定を実施した（酸素・水素の環境同



7 

 

位体ならびに溶存成分については数量が多いので自前分析とし，炭素や塩素などの同位体

分析は外部に発注）。地下水流動解析においては，広域かつ長期的な解析を実施し，海底下

に存在する淡水地下水の評価を行った。これらの結果と事前に収集した地質情報とから，

海底下水理地質モデルを構築した。また水文調査により掘削地周辺の地下水環境の推定や

掘削適地の評価を行いつつ，海上掘削のためのプラットフォーム（台座）の準備をするな

ど可能な限り海上掘削にも取りかかった。 

 

1-5 産業技術総合研究所が駿河湾で海上掘削調査を実施する事由 

 

 地層処分研究が開始され，幌延と瑞浪において地質の違いに着目した研究が行われてき

た。平成１７年に国は基盤研究評価を行い，沿岸域という地域の特殊性に着目することを

決定した。これを受けて，平成１９年度から幌延町において，「沿岸域塩淡境界・断層評価

技術高度化開発」が開始された。その結果，産業技術総合研究所は世界で始めて沿岸海底

下に淡水地下水領域があることを発見し，これが氷期の地下水流動によって形成されたこ

とを解析的に示した。また，この現象は日本列島の各地において，堆積平野の沿岸域で共

通して見られる事象であることも推定された。しかし，幌延地域では調査ができる季節が

制限されており，国の処分事業を妨げない時間で成果を出すために通年研究ができる調査

地を探す必要があった。さらに，東日本大震災を受けて国民の目は地震や断層活動を注視

するようになり，断層がある地域において，地質構造を絡めた研究を行う必要が高まった。

駿河湾地域は既存の研究によって，断層の存在がはっきりしていること，また，一年を通

して調査が可能な温暖な地域であること，さらには新富士堆積層と古富士堆積層の地質的

なコントラストがはっきりしているために地下水流動にも大きなメリハリがあることなど

から，駿河湾地域を研究地として選定した。 

 一般的に海上掘削調査が必要な事業としては，石油掘削や CCS 地中貯留などがあげら

れる。これらのための調査には通常 2000m～3000m 以上の掘削が実施されているが，超

深部においては地下水が着色された“かん水”などであることが多く，海水よりも比重が

大きいため，海水の混入を考慮しなくともサンプリングが可能になる。しかし，当該事業

においては，処分地のジャストポイントにおいて（数百ｍ～1000m 程度の深度で）高品質

なサンプルを得る必要があるため，海水の浸入を防がなければならない，また地層処分事

業に必要な考慮事項として，掘削に伴う地質・地下水試料の採取方法，掘削中の Cl, D, SO4

のモニタリング，海水侵入の制御，波浪対策，泥水等の管理などが挙げられる。そのため，

概要調査が開始される前までにはこれらの要素技術を確立しておく必要がある。 

 産業技術総合研究所はこれまでに，「海域地質環境調査技術高度化開発：平成 23-24 年

度」，「沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発：平成 19，21-24 年度」，「塩淡境界面形

状把握調査：平成 14-18 年度」，「沿岸域断層評価手法の開発に関する研究調査：平成 15-17

年度」を実施してきており，沿岸地域の研究に関する実績がある。さらに，地質や地下水
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に関する全国版のデータベースを有しており，研究成果を適用できる範囲や応用方法など

を的確に示すことができる。物理探査研究と地下水研究において，基礎的かつ最先端研究

の実績もあり，当該研究には最も適しているといえる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 研究の位置づけと研究地域の概要 
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2-1 地層処分研究における沿岸域研究の重要性 

 

米国ヤカマウンテンの処分場建設に対するネバダ州政府の評価においても，全米から鉄

道ないし車両による廃棄体輸送中の安全確保が技術上大きな課題とされたように，処分場

のサイト選定を考える上で，サイトの地質環境とともに，輸送時の安全性確保が大きな検

討課題となる。わが国では，発電所，再処理施設など原子力関連施設が海岸部に建設され

ており，地層処分場は，地質環境の隔離性能が満たされるならば，廃棄体の輸送の安全性

確保などに有利な沿岸部に立地される可能性は十分に考えられる。 

1997 年，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会は，地層処分研究開発に対し，

実測データなどに基づいて信頼性の高い情報を充実させ，我が国における地層処分の技術

的信頼性を示すことを求めた（「高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発等の今後の進

め方について」）。これを受けて，1999 年 地層処分研究開発の中核となっていた核燃料サ

イクル機構は，これまでの研究成果をまとめ，「わが国における高レベル放射性廃棄物地層

処分の技術的信頼性」（以下，「第二次取りまとめ」という）を公開した。この中で，地下

水流動特性については，東濃地域の調査事例をもとに，内陸部の地下水特性は詳しく検討

されたが，塩水地下水と淡水地下水が接する沿岸部については，地質調査所が千葉県蓮沼

で実施していた，未固結な地層中での塩水地下水と淡水地下水の境界面を，ボーリングと

物理探査によって明らかにする技術開発の研究など，限られた事例しかなく，十分な検討

はされなかった。 

産業技術研究所は，塩淡境界面の形状を三次元的に把握するための技術開発を目的とし

て，2003 年から茨城県東海村を主な調査地として，海岸部でのボーリング孔による検層・

地下水の採水，観測井による水位，水温，電気伝導度の連続観測及び電磁気探査を実施し

た。この調査では，ガイベン・ヘルツベルグの法則で代表される，圧力バランスで形成さ

れる浅い塩淡境界面と，より深くに存在する，古い淡水地下水と塩水地下水との間に作ら

れる二種類の塩淡境界面を対象とした。物理探査技術開発としては，広域・深部の塩分濃

度分布を明らかにすることを目的とした，MT（Magnetotellurics）・AMT（Audio-frequency 

MT）法を，より浅部の探査を目的とした，TEM（Time-domain electromagnetic）法を用

い，探査スケールの異なる手法を組み合わせることによって，さまざまな空間スケールの

塩分濃度の高い領域の分布を把握することが可能であることを実証した。また， 特に，浅

部については，連続観測により,大強度陽子加速器（J-PARC）建設に伴った大量の地下水

くみ上げによる塩淡境界面の内陸部への移動を観測し，塩淡境界面を形成する力学的な機

構を明らかにすることができた。 

沿岸部の地下水を把握する技術をより高度化させることにより，海上から内陸までの沿

岸部地下水の挙動をあきらかにするため，2007 年より産業技術研究所は，北海道幌延町の

沿岸域で調査研究を実施した。広域物理探査から，深部に化石海水の存在することや反射

境界と比抵抗境界が一致しない場所が存在することが明らかとなった。海岸線から約
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300m の浜里小学校跡地に掘られた 1200ｍのボーリング孔を中心に，ボーリングコア・地

下水試料の採取・分析，各種物理検層を適応して詳細な水理地質構造を明らかにした。ま

た，沿岸部での地下水の塩分濃度分布を推定するため，浅い海底でも適応可能な電磁気探

査技術の開発と，陸域と海底電磁探査データを合わせた解析手法の開発を行い，沿岸部内

陸側から海側にむけて淡水地下水域が存在することなど，海・陸を統合した三次元的な水

理理地質構造を明らかにすることができた。特に，地下水の年代測定の結果から，海上に

延びる深部の淡水域は氷期に発達したものが保存されたものであり，その下に存在する塩

水地下水は，長期にわたって地下水の運動がない不動領域であることが明らかになった。

沿岸部の既存地下水井戸データの見直しから，このような内陸部から海に向けた深部地下

水の構造と長期に安定な塩水地下水領域の存在が，広く日本沿岸に存在することが予想さ

れた。 

第 2 次とりまとめにおいて，地下水の長期的な安定性に影響を与える要因として , 塩淡

境界，断層，泥火山，異常高圧間隙水が挙げられている。このうち塩淡境界と断層は，本

邦の地質環境を考えると沿岸部に存在する可能性が高く ,地質環境を考える上で避けて通

ることのできない要素である。これらに関する知識や調査技術，そこで起こりうる地下水

流動などを把握する必要があることは言うまでもない。そこで，これまでに開発され，実

証されてきた技術をもとに，沿岸域に関するノウハウのとりまとめを実施する必要が生じ

た。本年度からは，海底下の地下水の水文学的な調査を行うことを前提として，海水の混

入によっても水質分析結果などが乱されない地下水の採水法・分析技術などの確証試験を

静岡県富士川河口で開始することとした。この地は富士山の火山堆積物によって構成され

た地質で覆われており，地下水流動が活発であることが知られている。地下水流動のコン

トラストが大きな場，すなわち地下水流動現象をとらえやすい場において技術を検証する

ことの意義は大きいと考えた。 
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2-2 沿岸域研究のすすめ方 

 

2-2-1 緒 言 

 

 文献調査の段階を想定し,沿岸域に伏在する断層と大規模破砕帯の分布と性状を，隣接

する複数の陸域と海域の活断層調査文献から推定し評価する手法を確立することを目的と

して，産総研は，平成 15-17 年度に資源エネルギー庁委託事業で「沿岸域断層評価手法の

開発に関する研究調査」を実施している。沿岸域浅海部は，特に陸域断層調査と海域断層

調査の空白域となることから,範囲・深度・手法・精度等の異なる陸域断層調査文献と海域

断層調査文献を，それぞれの調査特性を考慮して総合的に検討・解析して，沿岸域の断層・

大規模破砕帯調査に有効な基盤整備手法を明らかにするシステム展開を実施しているので，

これをとりまとめた。下図は，沿岸域伏在断層の調査の基本概念である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2-2-1 沿岸域伏在断層調査の基本概念（平成 15 年度報告書より） 

陸域・海域中間の断裂系・断層（活断層のみでない）調査は，陸側，海側いずれからも困難があ

る。陸と海の断層をつなぐ例は少ない(地質調査所,1987；同,1990 等)。 

 

経済産業省・国土交通省・文部科学省関係の沿岸調査各機関が行なった沿岸域調査の文

沿岸域の課題：漁業権，生活圏に近い，地震探査の発振，調査技術，解析・・・ 

陸域断層図 

海域断層図 

断層 

断層 

断層 

断層 

伏在断層?  

断層 

? 

海岸線 沿岸 

? 

? 

沿岸域 

（例）陸域では歩き

回れるが，海岸から

先は船が必要・・・ 

（例）海域調査船は

浅い沿岸域には入

りにくい・・・ 

金華山沖海底地質図(1990)の一部 

放射性廃棄物地層処分， 

地球温暖化CO2地中隔離， 

都市近郊環境保全， 

防災対策，セキュリティ， 

・・・ 



 

13 

 

献の収集を行い,陸域断層データと海域断層データの統合を試み,統合の際の問題点を明ら

かにして,統合手法の最適化について調査した。その後，諸機関が保有するメタデータ・ク

リアリングハウスの試作を実施し,深度・手法・精度等の異なる陸域断層調査文献と海域断

層調査の結果を統合する手法についても調査し，技術的な問題点を明らかにした。産業技

術総合研究所では，独自に全国的な沿岸域研究が展開されることになり，活断層と地質分

布を中心に陸域と海域をつなぐ沿岸域地質の解明が進んでいる。 

 

2-2-2 文献調査 

 

放射性廃棄物地層処分という地中隔離のために必要な地下構造を解明することは，処分

場の選定や，工事のための設計・安全確保だけでなく，閉鎖後のモニタリングを実施する

上でも重要であるが，これに必要な情報基盤は全国的に安定して得られているわけではな

い。とりわけ，沿岸域には調査上の問題がある。陸側で可能な調査は海岸で行き当たり，

逆に海洋調査船は浅海域で座礁してしまう。沿岸域の地下地質データ集約は最も遅れてい

るところである。それでも，既存データを集約・統合して，現在知りうる最も確度の高い

情報基盤構築へのアプローチなどがいくつか試みられている（阿部，2002；など）。このよ

うな試みは，時間と資金が必要であり，又，著作権法などの制度的制約もあって，重複し

た作業はコスト的にも避けたいところであろう。一方，既存資料はそれぞれの調査目的が

あって取得されているため，均質なデータから構成されるとは限らない。統一基準をどこ

におくか，これらの課題の解決のため，各機関による沿岸域地下構造の共通情報基盤構築

を検討することは急務である。 

地層処分や地中貯留事業では，海岸や港湾に近い，あるいは，発電所や工場地帯に近い等

の理由で，沿岸域の断層と断裂系の伏在分布の評価が極めて重要である。地震に関係する

活断層情報は従来から活発に調査研究され，関係機関の間での統合化が進んでいる。海洋

活断層についても進んでいる。しかし，活動したことが明らかな断層群と異なり，地上に

兆候がうすい未知の伏在断層の推定などは，今後の地中隔離技術の死命を制するとさえ考

えられている。沿岸域の地下構造・断層（活断層のみではない）・破砕帯の調査を実施する

背景にはこれらの社会的なニーズがある。 

一方，沿岸と地下構造は直接的な結びつきが考え難いこともある。資源探査などでは，

深部の物理探査を行い地下数 km にボーリングを掘るが，相対的には水にぬれているか否

か程度の差しか見えにくい沿岸域環境は，これまで重視されてこなかった傾向がある。海

岸付近に至ると調査が停止し，沿岸近傍を省いた地図が出版されることが多い。また，海

洋の地質情報は陸域より詳細に明らかにすることが難しいため，精度の高い陸の地下デー

タを参照することは自然な流れであり，海と陸の双方の地下構造を示した地質図も散見さ

れる（図 2-2-2，2-2-3）。 

これらの地下構造図の中には，沿岸付近の比較的詳しい地質分布と重要な地震断層，断
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裂系，及び，陸域への延長構造などが書き込まれており，その地下構造のモデルの元とな

った反射法地震探査データや陸と海の双方に穿たれたボーリング情報を十分活用している

と推定される。しかし，元となるデータが全て保存されていて，かつ，公開可能であると

は限らず，その詳細を遡るには課題が残っている。そこで，各機関は独自の保有データを

調査し，国際標準に準拠したメタデータの形式で統合した。メタデータとは，データの存

在する場所や，データについての概要，関連情報を一括した索引データである。メタデー

タが整備されることで，本格的なトレーサビリティを確保できるデータベースを構築する

ことができる。 

 

 

図 2-2-2 西津軽海盆海底地質図(1987)より，深浦付近 
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    図 2-2-3 金華山沖海底地質図(1990)より，松島湾付近 

 

 

 ISO19115 に準拠したメタデータによる情報統合化は，現在，海洋開発基本法と海洋開発

基本計画においても主流となり，活用性の高いデータベースへの取り組みが国レベルで進

められている。各機関は，沿岸域に関係して，概ね次のデータを調査・解析して公刊して

おり，公開入手可能な出版物のメタデータは，国の地理情報システムクリアリングハウス

で閲覧可能になった。 

●国土交通省 海上保安庁，国土地理院 

― 主として陸と海底の詳細で全国規模の地形データを測量して公刊，国土の保全と開発

に必要な地図や航海の安全のための海図等にして公開， 

― 遠洋から，内海や湾内などの反射法探査等に基づいた海底構造と地質分布などを解明

して公刊，内海などのデータは海底砂利採取等に用いられた， 

― その他の，道路地図や海図等を公刊。 

― 国土交通省には，他に，港湾のデータを整理している機関等もあり，国土と領海の基

本地図情報整備に責任を持っていることが特徴。 
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図 2-2-4 沿岸の海の基本図刊行図位置例（海上保安庁） 

 

●文部科学省 海洋研究開発機構 

― 文部科学省には大学や研究機関が多く，各種の研究報告・論文を主とした情報公開を

行っており，科学的な解明を主目的としていることが多い， 

― 海洋研究開発機構は地球全体を視野に，大洋の海底地形地質構造や海洋ボーリングな

どのデータを公開している。 
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図 2-2-5 海洋研究開発機構のピストンコアリング・サイト例 

 

●経済産業省 産業技術総合研究所，石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

― 産業立国に尽くすことを目的に，主として陸と海の資源探査のための地下構造データ

やボーリングデータを整備してきた， 

― 産業技術総合研究所は，陸の地質図と海の海洋地質図に分けて公刊，近年は国際標準
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や日本工業標準に基づく統一凡例を基準にしたシームレス地質図の公刊を重ねるようにな

り，沿岸域についても陸と海を接合を標準化することができるようになった。 

― 石油天然ガス・金属鉱物資源機構では各種報告書等にまとめられたデータを公開して

いるが，資源ユーザーの他には，必ずしも一般に入手し易い公刊物ではない。 

 

図 2-2-6 産業技術総合研究所の海域地質図刊行例 

 

 以上は，主に沿岸域の断層・断裂系推定を行うための基礎データを入手する観点でまと

めた概略的傾向である。各機関の調査目的は，公共事業に使われるためや，自然の科学的

解明のため，資源開発のため，などである。異なる目的でデータを観測取得し，各々の目

的に沿った研究と解明を行って，目的に適合した公刊の仕方を採用している。 



 

19 

 

 上記各機関の公刊データを統合すると，ほぼ全国をカバーするようになっており，空白

地域があるものの，重複する領域はほとんど無い（図２－２－７）。事業実施にあたり，目

的別に調整されたものと思われる。しかし，データ取得目的が各々異なるため，そのまま

更に異なる地層処分事業などの目的に使うには無理がある。解析され，モデル化された報

告は，予め設定された特定目的を実現するため，抽象化なり省略されることも当然ある。

たとえ同じ要素を結果的に示していても，元データは異なるかもしれないし，異なる表現

であっても相似する元データから来たものかもしれない。目的実現には重要性が乏しい場

合は，簡略な解析になることがある。活断層調査なら素通りしてよいことでも，地中処分

という目的で考えると重視すべきでデータの詳細さが必要，というケースも考えられる。

幸い，今回対象とした各公的機関は，それぞれ元データのアーカイブを保存しており，今

後トレーサビリティの確証が必要となったり，事業見積上必要なデータアクセスが不可能

とはいえない状況である。しかし，これまでこのようなニーズは限定的で，同じ専門家の

間でしか発生しないことが多かったため，アーカイブの維持コストは低い。たとえアーカ

イブがあったとしても，ハード的・ソフト的な環境が十分であることはまれであり，多数

が同時アクセスしようとしたりすると，かなり困難な状況も予想できる。古いデータは電

子ファイル化も行われていないので劣化し，部分的な喪失も考えられる。 

 特に，データを国際標準に基づいて構築することは重要であり，標準化することで，陸

と海の接合がスムーズに，かつ，統一基準で行われるようになったことは，最近の著しい

進歩である。また，沿岸域の海域調査に主な手法を下表のように整理して，各々の概要等

をまとめた。 
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表 2-2-1 汀線～水深２０ｍ程度の極浅海部の海上調査技術一覧 

 

 沿岸域における地質調査法としては既存の遠洋の海域や陸域の調査手法が使い難いこと

から， 

１） 地形学的な手法・現地地質調査等による面的な分布把握の手法が困難， 

２） 沿岸域における深部構造を把握するための有効な探査手法が，陸域，海域に比較して

限られる， 

３） 結晶質岩に対する有効な物理探査手法が少ない， 

４） 離散点としてのボーリングデータと離散的な物理探査情報による地質構造把握手段

が確立されていない， 

などの課題があり，今日でも必ずしも解決済みとは言い難いが，本事業を始めた 10 年前に

比較すれば，海底電気探査手法などの長足の進歩や沿岸地下水データベースの充実などが

あり，伏在断層解明についても調査の進展に期待できるようになっている。 



 

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-7 沿岸域主要機関の公表済データの範囲例（東北・北陸地域） 

 

2-2-3 沿岸域データの統合解析 

 

 陸域の地形地質調査に基く断層調査は，かつては起伏による判断が可能な山地を主

体として行われてきたが，近年はトレンチなどで直接観察することが多くなり，平野

部の調査が多い。しかし，一般断層については，地形解析が主流である。その方法とし

て，①リモートセンシングと数値標高データに基づくリニアメントの 3 次元的自動抽

出と統計解析，②断層と関係するリニアメントの抽出，及び，③地表調査による検証

と再解析が行われている。これに，④掘削やトレンチ調査を行い，潜在するものを含

めた断層の存在が明らかにされてきた。 

 湖底や浅海底では，考古学的遺跡の発掘と共通した手法，即ち，排水して地表の調

査と同じ手法でなされたり，物理探査による地下構造調査が行われている。一般に，

湖底や海底では物理探査が主体としてなされている。陸上と海底をつなぐ沿岸域の探

査例は少ない。しかし，全体として沿岸地域の探査の必要性は増大しており，そのた

めの事業が継続している。 

 実際に調査事業に予算規模の制約があったため，主に文献からデータを抽出して，

陸と海を接合する技術を検討した。対象地域としては，日本の沿岸域（房総半島鴨川

沿岸域，東京湾，若狭湾，釧路炭田，琵琶湖沿岸，熊本平野，大阪湾）及び，日本の地
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の実例を元に，文献調査データから沿岸域断層調査手法の統合化・三次元化を重点に

まとめた。探査手法と解析フローをまとめると以下のようである。 

 

表 2-2-2 従来例による沿岸域の探査法 

 

 

図 2-2-8 沿岸域断層の一般的調査フロー 

 

 ただし，熊本平野と沿岸については，MT 法による深部破砕構造解析を行い，陸域と海域
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を接合した断面図を得ている。即ち，九州中部において B 級の活断層として認められてい

る日奈久断層の深部破砕構造を，MT 法による 2 本の測線より推定した。 

 日奈久断層は陸域から沿岸域に伸展する沿岸域断層である。日奈久断層は，益城町

小池から八代市日奈久付近を通過し，田浦港沖合の白神岩付近まで断続的に続いてい

る。その走向は北東-南西であり，総延長は約 60 km である。日奈久断層に対する測線

位置図を図２－２－９に示す。この 2 測線 hng-1，hng-2 における比抵抗構造から，断

層の破砕構造を推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-9 測定対象地域と測線位置図 

 

２測線における比抵抗垂直断面図を図 2-2-10 に示す。hng-1 のリニアメント付近に，約

10(1。0) Ω·m の極めて低い比抵抗部を中心として，50(1。7) Ω·m 以下の低比抵抗帯が水平

方向に分布している。この原因として，2000 年 6 月 8 日の M4。8 の地震により生じた亀裂

部に，地表水が浸入した影響が考えられる。また，この位置の標高-2000 m 以深に分布し，

鉛直方向に伸長する比抵抗境界は，日奈久断層の破砕部と推定できる。  

hng-2 のリニアメントの下部に，明瞭な鉛直方向の比抵抗境界が現れている。これは，

断層破砕帯と推定できる。表層部の北西側に分布する 630(2。8) Ω·m 以上の高比抵抗帯は，

花崗岩類の貫入と，それにより生成したホルンフェルスに対応すると推定できる。また，

これらは北西側の標高-4000 m 以深から貫入していると考えられる。地質分布を考慮する

10 km

N

Kumamoto city

Futagawa fault

hng-1

hng-2Yatsushiro city

Ariake sea Akai pyroclastic hill

13040’E

3235’N

Takatsuka

Ryuhouzan fault

Ikenohara fault

Hinagu fault

10 km10 km

NN

Kumamoto city

Futagawa fault

hng-1

hng-2Yatsushiro city

Ariake sea Akai pyroclastic hill

13040’E

3235’N

Takatsuka

Ryuhouzan fault

Ikenohara fault

Hinagu fault



 

24 

 

と，hng-2 の北西深部にある高比抵抗帯と，hng-1 のリニアメント北西深部にある高比抵抗

帯は連続しており，花崗岩類の広域的な分布を現していると推定できる。  

日奈久断層は，その北部に存在する布田川断層と連続性があると言われているが，MT 法

による深部比抵抗構造の結果では，布田川断層の MT 法結果(図２－２－１１，麻植ら

(2004))と異なり破砕帯が現れていない。これより，両断層の形成時期や破砕メカニズムは

異なるものであると考えられる。このことを鑑みると，日奈久断層の海域部も異なる形状

を示す可能性がある。現在，海域での MT 法調査は困難であるので，MT 法による深部探査

結果と他手法による浅部探査結果を統合し，沿岸域断層の連続性から断層の海域部地下構

造の推定を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-10 hng-1 と hng-2 における比抵抗垂直断面図 
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図 2-2-11 布田川断層における測線位置と比抵抗垂直断面図 
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2-2-4 結 言 

 

 本研究では，陸域・海域の地質・地形を調査している諸機関の断層・破砕帯関連データ

とその調査特性の代表的なものを洗い出して分類・整理し，各機関の調査データのメタデ

ータを構築完了してシステム化した。又，深度・手法・精度等の異なる陸域断層調査文献

と海域断層調査の結果を統合する手法についても調査し，内陸沿岸域も含めた技術的な問

題点を明らかにした。 
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2-3 海陸接合物理探査研究 
 

2-3-1 反射法弾性波探査 

 

2-3-1-1 陸域および海域での反射法弾性波探査の発展 

陸域においては，1920 年代より反射法弾性波探査が実施されるようになり，1930 年代

は石油探査の主流となっていった（Allen, 1980; Sheriff and Geldart, 1982）。その際には

電磁式ジオフォンと真空管式アンプを用いて弾性波の波動を検知し，検流計オシログラフ

により多チャンネルを同時記録するというアナログ機器による探査法が用いられた。1950

年代には現在でも反射法データ処理の根幹を成す CDP 重合法の特許が発表された。1960

年代に入るとデジタル探鉱機が導入されるとともにアンプが IFP(Instantaneous Floating 

Point)方式の高精度なものとなったため，データ取得チャンネル数が急激に増した。その

チャンネル数は 1970 年代では 100 チャンネル程度であったが，1990 年代に入るとデジタ

ルテレメトリー方式が開発され，1000 チャンネル以上の多チャンネルデータが取得され

るようになった。 

一方，海域において反射法弾性波探査が実施されるようになるのは終戦後であり，その

主たる対象は油田の探査であった（Sheriff and Geldart, 1982；奥田，1993）。その当時は

ダイナマイトを震源としており，震源の制御に問題があった。その後，1950 年代から 1960

年代初頭までは比較的取り扱いが容易なスパーカーが多く使用されてきたが，発生させ得

るエネルギーが限定的であったため，1970 年代に入り圧縮空気を海中に放出するエアガ

ンが導入されると，エアガンを用いた海域での反射法弾性波探査が世界的に急激に広がる

こととなった。受振器はハイドロフォンと呼ばれる感圧式の圧電素子が利用されており，

それを塩化ビニルなどのチューブに入れたストリーマーケーブルとして用いられるのが一

般的であった。1960 年代から 1970 年代までは 48 チャンネル程度での記録をとられるこ

とが多かったが，1980 年代には 240 チャンネル程度となった。1990 年代に入るとデジタ

ルテレメトリー方式の探鉱機およびそれに適合するデジタルテレメトリー方式の海域用受

信器が開発され数千チャンネル以上のデータが取られるようになった。また，この開発に

より，複数のストリーマーケーブルを曳航する探査船が開発されるようになり，海域にお

いてはエアガン発震―複数のストリーマーケーブル受振という方式で，効率的に三次元探

査を行うことが可能となった。 

そのようにして，陸・海域それぞれで反射法弾性波探査技術は発展していき，それぞれに

高品質のデータを取得することは可能となった。しかしながら，沿岸域においてはそれぞ

れの技術ではデータ取得が困難であり，多くの領域で沿岸域の特に浅海部において反射法

物理探査のデータ空白領域ができることとなった。 

 

2-3-1-2 沿岸域における反射法物理探査の困難さおよびその克服 
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沿岸域では陸・海域での反射法地震探査技術をそのまま使用することはできない。震源

を考えると，陸域の震源であるバイブロサイス車は大型トラックであるため，沿岸域に乗

り入れるわけには行かないし，海域の震源である大型のエアガンをオペレーションするた

めには数百トンクラスの調査船が必要となり，こちらも沿岸域に乗り入れることはできな

い。受振器の方では，陸域で通常使用されるスパイク付きの地震計を海底に設置するのは

現実的ではないし，海域で通常使用されるストリーマーケーブルを沿岸域で曳航するのは

困難である。データ処理・解析は陸・海域で大きな差は無いが，沿岸の特に浅海域では，

海底と海面の間を往復する多重反射という波が観測されることが多いため，多重反射を抑

制する処理が必要となる。 

そのような困難さを克服するために，様々な工夫がなされてきた。震源に関しては，浅海

域に浅い穴を掘り，軽量ケーシングを入れた上で爆薬をつめ，それを爆発させて震源とす

る方法がしばしば行われる。また，多少水深がある海域では平底のバージ船などを用いて，

小容量のエアガンを用いたデータ取得法も良く行われる。受振の方では，当初ハイドロフ

ォンケーブルをそのまま用いることが試みられた。ハイドロフォンは通常中性浮力程度に

なっているため，錘をつけて海底に沈める方法がとられたが，波浪の影響でケーブルが動

きやすいという難点があった。そのため，通常陸上で用いられる地震計にジンバルを取り

付けて防水したケーブルが開発・作成され，使用されるようになった。このケーブルはベ

イケーブルと呼ばれ，陸域調査の延長という位置づけで極浅海域でのデータを取得するの

に用いられた。その後このケーブルは，三成分地震計やハイドロフォンが組み込まれ，耐

圧も向上して水深数百メートルの海底でも用いられるケーブルへと進化して，Ocean 

Bottom Cable（OBC）と呼ばれるようになっている。OBC を利用した海陸接合型反射法

探査の概念図を図 2-3-1 に示す。OBC には三成分地震計が組み込まれているため，反射面

で変換する PS 反射波をそれらで記録することにより，従来測定の困難であった海域での

S 波データの取得が可能となった。また，ハイドロフォンは P 波と S 波の識別や多重反射

除去（Barr and Sanders, 1989）等に用いられる。 

 

2-3-1-3 適用事例 

海外では，主として石油探査のフィールドで 1990 年代初頭あたりから海陸接合型の反

射法探査が行われるようになってきた。この時代には，デジタル探鉱機システムの導入時

期でもあり増加したデータチャンネルを生かした三次元探査が実施されるようになってき

た時期でもある（Vermeer and Beasley, 2002)。比較的浅海域の石油フィールドでは，石

油開発のためのリグなどが多数存在し，長大なストリーマーケーブルを利用した三次元探

査は困難であるため，OBC を用いた浅海用の反射法探査システムが用いられた（Hendrics 

and Plescia, 1991）。また，この後繰り返し三次元探査（通常四次元探査と呼ばれる）が実

施されるようになると，OBC を海底に設置したままにして置くことより受振器位置を高

精度に保つことができるため（Beasley et al。, 1997），この探査システムは使用される頻
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度が増してきている。 

我が国では，周辺海域は一般に船の往来が多く，漁業活動も非常に盛んであるために，

浅海域での反射法探査は一般に困難である。そのような状況化ではあるが，石油公団（現

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構）を中心に浅海域でのデータ取得の研究が

実施されてきた（石油公団石油開発技術センター，1996；山根ほか，2000）。 

石油業界では，OBC を用いた浅海システムを用いて沿岸域での適用実験も複数実施さ

れているが，民間会社の鉱区の問題もあり簡単にアクセスできるデータはあまり多くはな

い。電力業界では沿岸域に建設される原子力発電所の立地調査として，いくつかの調査が

実施されている（中部電力，2009）。独立行政法人防災科学技術研究所を中心として実施さ

れているひずみ集中帯の重点的調査観測・研究（ひずみ集中帯プロジェクト）では，「ひず

み集中帯」と呼ばれる褶曲－断層帯において発生する地震像を明らかにするために様々の

研究を実施している。このプロジェクトの地殻構造調査では，いくつかの測線で海陸接合

型反射法探査が実施されている（佐藤ほか，2010；佐藤ほか，2011）。反射法探査結果に

基づき地下深部までの断層が解釈されている（図 2-3-2～図 2-3-5）。しかしながら，この

プロジェクトでは，地下 10 数 km～数十 km の地震発生域を主たる対象としているため，

当該プロジェクトとは探査ターゲットのスケールが大きく異なる。二酸化炭素地中貯留の

プロジェクトでは，北海道苫小牧の比較的浅海域において OBC を用いた三次元調査が実

施されている（経済産業省，2013）。この例は，調査領域の最も近い場所でも沿岸より数百

m 離れており，海陸接合型の調査ではないが，浅海域での反射法探査という意味では海陸

接合物理探査と類似の技術が用いられているということができる。 
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2-3-2 電気・電磁探査法 

 

ここでは，これまでに沿岸域において実施された電気・電磁探査法の研究・適用につ

いてまとめる。海陸接合を目的とした電気・電磁探査例は極めて少ないため，本節では，

沿岸域における海陸接合電気・電磁探査の事例に加えて，沿岸域陸域，そして海域全般に

ついても言及する。  

 上述のように陸海域を同時に探査・解析対象とする沿岸域電気・電磁探査法の例は極め

て少ないが，電気探査法については国内ではTaniguchi et al。 (2002)や上原ほか(2007)

による海岸陸域から浅海底での連続的な海陸接合探査の事例がある。Taniguchi et al。

(2006)では熊本県八代海の海岸において，電極10mのケーブル270m(28電極)を陸側

120m，海側に150m展開しウェンナー法にて測定をおこない2次元解析を実施している。

この場合探査深度は約50mと報告されている。上原ほか(2007)による沿岸域の海陸接合電

気探査では水深40m未満の海域および連続する沿岸陸域に，海底側520m，陸域側360m

の測線長で水平方向20mの電極間隔にて比抵抗トモグラフィ用の電極ケーブルを展開し，

電気探査法を実施している(図3-2-2-1)。陸上に比べて測定される電位の大きさは1%程度

であったが，海陸合わせての解析が可能であったと報告されている。解析は通常の陸上用

電気探査法と同様に2次元解析を実施し，地下の比抵抗断面図を陸域から海域からまで連

続的に作成している。探査深度については約40mであり，分解能を上げるためには電極間

隔を小さくすることが必要だとしている。 

一方，電磁探査については産総研が2007年度から実施してきた海陸接合MT法探査(Ueda 

et al。, 2014)のように海底に電磁場受信器を設置して測定を行う手法の研究事例があ

る。具体的には陸域・深海域で利用されているMT法を浅海にも適用し，陸域から海域ま

でのデータを同時に解析することで沿岸海陸域の連続的な地下比抵抗構造を推定するもの

である。浅海では主に水深が浅いことによる揺動ノイズが問題であり，これに対応するた

めに自己浮上用のガラス球を用いずアンカーとケーブル・ブイを利用した投入・回収方式

を採用することで装置の底床化を実現し(図3-2-2-2)，揺動ノイズを低減させた。この新型

浅海用MT法装置を用いて，水深10mから60m程度の北海道幌延沿岸域における海陸接合

MT法探査と，陸域から海域に連続する2次元解析が実施された(図3-2-2-3)。また，Ito et 

al。 (2010) やAllah et al。 (2013)は上原ほか(2007)の調査地域に近い九十九里浜におい

て，陸上の接地電流電源ソースから送信した電磁場による地下の応答をヘリコプターに搭

載した受信器を用いて時間領域で測定する陸上送信型空中過渡応答電磁探査法

(GRAYTEM: Grounded Electrical-Source Airborne Transient Electromagnetic)探査(図

3-2-2-4)を実施している。ヘリコプターを海岸線に直交する測線で飛行させ，連続的に海

陸両域のデータ取得を行って，1次元及び3次元解析による海陸接合の比抵抗構造を推定

している(図3-2-2-5)。 
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次に，陸域および海域における数多くの各種電気・電磁探査の適用例から，まず沿岸陸域

での探査について国内の塩淡境界把握に係る調査を中心に述べる。沿岸陸域に分布する砂

質層における探査として，前田・山田(1999)による宮城県南部での一次元電気探査，佐藤

ほか(2000)の新潟市沿岸陸域での連続一次元電気探査，あるいは大年ほか(2006)による高

知県沿岸陸域での電気探査がある。また堆積層や堆積軟岩を対象にした探査では，丸井ほ

か(2001)や高橋ほか(2001)が千葉県蓮沼地域で孔井間比抵抗トモグラフィを実施してい

る。同じ地域では Mitsuhata et al。 (2006)がループループ法，TEM 法，AMT 法を実

施している。AMT 法で広域かつ深部までの比抵抗構造を把握し，TEM 法により塩淡境

界に関係する領域でより詳細かつ浅部の調査を実施し，さらに浅部は測定効率に優れたル

ープループ法で極浅部の地下比抵抗 構造を推定している。これらの手法の探査領域，深

度が重なる部分で，それぞれの結果を比較した結果，良好な一致を示すことが明らかにさ

れた。火山性堆積物や泥岩を対象にした陸域調査事例では地表孔井間比抵抗トモグラフィ

が丸井ほか(2001)によって北海道利尻島で実施されている。 

次に，海域(特に浅海域)における電気・電磁探査法の研究・調査事例を挙げる。まず，沿

岸浅海域での電気探査では，例えば井上ほか(2003，2005)の富山県黒部川沖における曳

航型電気探査による探査(図3-2-2-6)がある。具体的には，開発された装置の仕様，解析の

方法，適用例として海底湧水探査，堤防基礎調査，海底遮水層の探査が報告されている。

開発された海底電気探査は，浅海部での探査が可能なことに加え，音波を散乱するような

海底地質でも深部まで探査が可能であるといった利点を持っているとされている。また，

熊本県八代海では，前述のTaniguchi et al。 (2002)による海陸接合電気探査以外にも御

園生ほか(2012)が曳航型電気探査，西来路・徳永(2004)が熱赤外線画像による調査事例を

紹介している。そのほか，海底，特に浅海域での MT 法受信装置に関して，吉村ほか

(2004，2006)の開発事例があり，浅海で使用可能な海底 MT 法電磁探査装置の開発が報

告されている。ここで，浅海域では波浪の影響がノイズとなるが，0。1Hz を中心とする

狭帯域に影響が現れることを明らかにした。そこで，MT 法測定装置を低床化し，波浪

ノイズの低減を図っている。また，海岸線近傍では，さらに波浪の 影響が大きくなるた

め，電極アレイをケーブルに装着する方式が採用されている。吉村ほか(2006)では，この

浅海用 MT 法受信装置を地層処分候補地の評価を念頭にカリフォルニア州モンテレー湾

にて実施テストを行っている。テストの結果，過去の調査では推定に 留まっていた断層

の性状を把握することができたとしている。 

 一方，深海域における電磁探査の研究・適用事例としては，例えば地球物理学的調査で

は，80 年以上前にイングランドの Cornish 沿岸での直流電気探査法が研究されたが，

海洋電磁探査の発展は1970 年代より国内外で主に地殻構造の調査によるものが大きい。

例えば，Sinha et al。(1990)やChave et al。(1991)による海底下構造の調査，そして海

洋リソスフェアや中央海嶺の拡大活動に関する研究(Young and Cox (1981); Evans et 

al。 (1994); Constable and Cox (1996); MacGregor et al。 (1998, 2001); Kaya et al。 
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(2013); Key (2011); Key et al。 (2013)) が代表例である。次の進展は1990年代後半から

2000年代前半の海底石油ガス探鉱への適用が重要である。主に深海(一般的には水深

300m以深)において人工信号源を用いる海底電磁探査法として， Constable and Srnka 

(2007); Constable et al。 (1998); Hoversten et al。 (1998), MacGregor et al。 (2000); 

Eidesmo et al。 (2002); Ellingsrud et al。 (2002)など精力的な研究と商用利用への普及

が進んだ。深海に比べ，300m以浅の一般的に浅海と呼ばれる領域については発表された

研究は少なく，例えば Andréis and MacGregor (2008); Hoversten et al。 (2000); 

Mittet and Morten (2013); Weiss (2007)などがある。海域における電気電磁探査法全般

についてはConstable (1990)，笠谷他 (2006)や後藤他(2009)に詳しいレビューが，また

2000年代の石油探鉱における海底人工信号源電磁探査についてはConstable (2010)に詳

しくまとめられているので参照されたい。 

 

 

図3-2-2-1 九十九里浜沿岸域で実施された多芯ケーブル敷設式陸上－海底電気探査法測定

の (上)測定概念図と(下)取得データから推定された地下比抵抗断面図（上原ほか,2007よ

り）。 
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図3-2-2-2 浅海域用海底電磁探査法装置 (Ueda et al。(2014)より) 

 

図3-2-2-3 海陸接合電磁探査による幌延沿岸域の2次元比抵抗解析結果(Ueda et 

al.(2014)より) 
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図3-2-2-4 陸上送信，空中(ヘリコプター)受信による電磁探査法(GRAYTEM)の概略 (Allah 

et al.(2013)より) 
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図3-2-2-5 GRAYTEMによる千葉県九十九里浜における海陸接合電磁探査法の(A)1次元およ

び(B)3次元解析結果 (Allah et al.(2013)より) 
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図3-2-2-6 ケーブル曳航式電気探査法の(上)測定システム断面図と(下)熊本県日奈久断層

延長部沖合での調査で得られた比抵抗断面図（井上, 2005より）。日奈久断層に沿って山

地から淡水が供給され，陥没地形を成す海底面から淡水が湧出している可能性を示唆して

いる。 
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2-4 富士山・駿河湾地域の地形地質 
 

2-4-1 富士山・駿河湾地域の地形概要 

 

本研究対象地域である富士山麓－駿河湾地域は，本州弧の中央部に位置し，北北東－南

南西～南北にのびる東北日本弧と，東北東－西南西～東西にのびる西南日本弧の接合部に

あたる。当該地域の地形は，山頂標高 3,776m を有する世界有数の大型成層火山である富

士山と全般的に水深が深く湾奥部の水深が-800m前後に達する駿河湾に特徴づけられる地

形勾配が非常に大きい地域である。以下に，研究対象地周辺の地形概要を記載する。 

 

図 2-4-1 研究対象地位置図及び研究対象地周辺の地形概念図（土，2001） 

 

 

（1）富士火山 

富士火山は，静岡県と山梨県にまたがる日本の陸上で最大の玄武岩質成層火山である。

山体はほぼ円錐形を呈するが，全体としては山頂を中心とした北北西～南南東方向に長軸

をもった楕円錐である。山頂標高は 3,776m，底面の直径は約 35～45km，底面積は 873km2，

体積は 1,500km2と推定される。溶岩やスコリアを主体とする山麓斜面は，浸食が進み多数

の谷筋が形成され，浸食作用が進んでいる（日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 

 

研究対象地 
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（2）火山麓扇状地 

富士火山の山体には浸食作用により多くの谷が発達し，その下流には谷筋に沿って流下

した土砂（土石流）が形成した扇状地が広く分布する。西麓部の上井出扇状地，大沢扇状

地，南西麓部の富士宮扇状地，大淵扇状地，北東麓部の梨ガ原扇状地，吉田扇状地は代表

的な火山麓扇状地に区分される（国土地理院，2003）。 

 

図 2-4-2 富士山麓周辺の地形区分図（国土地理院，2003） 

 

 

（3）御坂山地 

御坂山地は，富士裾野北側に位置する東西に長い山地であり，新第三紀中期中新世以降

に隆起して形成された褶曲山地である。御坂山地南麓には，堰き止め湖である河口湖，西

湖，精進湖，本栖湖があり，北麓は甲府盆地に下る。山地の東部には三ツ峠山があり，そ

の西に御坂山，節刀ヶ岳，三方山などの標高 1,200～1,700m 級の峰や尾根が本栖湖付近ま

で続く。以西で富士川に向かって低くなるが，本栖湖の南西方では高度を増して南北方向

の天守山地に連なる（松田，2011）。 

 

（4）天守山地 

天守山地は，富士裾野と富士川谷との間に立つ南北に長い山地である。この山地は北端
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で御坂山地に続くが，本栖湖以南を天守山地とする。山地の北部に最高峰の毛無山（標高

1,945m）があり，それ以南に天子ヶ岳や思親山のある稜線が富士川下流部の芝川付近まで

続く。山地東側の斜面はその下部を富士火山噴出物に埋められているが，山地の西側斜面

は急勾配で富士川へ下る。御坂山地と同様に，新第三紀中期中新世以降に隆起して形成さ

れた褶曲山地である（松田，2011）。 

 

（5）丹沢山地 

丹沢山地は北側を桂川の谷に，南側を酒匂川（鮎沢川）の谷にはさまれた東西にやや長

い山地である。山地の西部は，その山地高度を保ったまま富士火山噴出物に覆われている。

山地には，大洞山（山頂標高 1,383m）や三国山（山頂標高 1,343m）などの 900～1,400m 前

後の稜線が東西方向にのびる（松田，2011）。 

 

（6）愛鷹火山 

愛鷹火山は，富士火山の南南東および箱根火山の西側に接する直径 15km 以上の第四紀

火山である。山頂標高は 1,504m であり，富士火山をひとまわり小型にしたカルデラをもた

ない成層火山である。愛鷹火山には，溶岩ドームや一部の溶岩流に原地形が残っているが，

中腹以上の斜面には全般的に放射谷が刻まれ，富士火山に比して開析作用が進んでいる（東

京大学出版会，2006）。 

 

（7）箱根火山 

箱根火山は，伊豆半島のつけねにあり，カルデラをもった大型の成層火山で，山体の平

面積は約 20×15km2である。最高峰は神山の 1,438m であり，火山体の体積は約 96km3と推

定される。新旧 2 つの外輪山と中央火口群からなる三重式の火山である。古期外輪山は，

標高 900～1,200m の環状の山稜をなし，新期外輪山は古期カルデラの東半分を占め，標高

800～940m の平頂な山体である（日本の地質「関東地方」編集委員会，1986）。 

 

（8）富士五湖 

現在から約 2。0～1。5 万年前の古富士火山の噴火時代に，富士五湖の前身である富士四

湖が形成された。これらは火山性陥没湖であり，この陥没地に水が流れ込み湖となった。

一時的な休止期間を経て，約 5,000 年前頃より新富士火山の噴火活動が開始されると，富

士四湖は溶岩流等を主体とする火山噴出物でせばめられ，現在の富士五湖が形成された（濱

野，1992）。 

 

（9）主要河川 

富士山麓を涵養源とする主な河川として，桂川，酒匂川（鮎沢川），黄瀬川，柿田川，芝

川，潤井川が挙げられる。桂川は北麓を主な涵養源とし北東方向に流下し，酒匂川は東麓
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を涵養源として東方向に流れ，相模湾に注いでいる。黄瀬川は富士南東麓と箱根火山西麓

の裾合谷を南流し狩野川に合流した後，駿河湾に注ぐ。西麓および南西麓を涵養源とする

潤井川は南東方向に流れ駿河湾に流入し，芝川は安居山断層帯の西側をほぼ南流し富士川

に合流した後，駿河湾に注いでいる。これらの他に，箱根火山西麓斜面を涵養源とする大

場川や愛鷹火山を涵養源とし，浮島ヶ原と呼ばれる海岸低地を西方向に流れる沼川がある。 

 

（10）駿河湾 

駿河湾は，富山湾・相模湾ともに，湾奥まで 1,000m を越す水深をもつ構造性の湾といわ

れている。主な海底地形として，大陸棚，急傾斜の大陸斜面，海底谷，石花海堆，石花海

海盆，駿河湾中央水道からなる。 

駿河湾沿岸域の海底地形については，大陸棚は内浦湾をのぞき，富士川河口沖などには

ほとんど分布していない。湾奥部の大陸斜面の勾配は約 150/1,000 で海底谷も多い。駿河

湾中央水道は，駿河湾の中央を南北にはしる溝地形であり，湾奥部の水深は 1,300m，湾口

部では 2,500m に達する。この水道は，湾口部以南で方向を南西方向にかえ，西南日本海溝

につながる（日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 

 

2-4-2 地質概要 

 

（1） 地質層序 

富士山麓－駿河湾沿岸地域の基盤地質は，富士火山を取り巻く御坂山地，天守山地およ

び丹沢山地の山々を構成する新第三紀中新世－鮮新世に形成された海成堆積岩や海底噴出

の火山岩類ならびにそれらに迸入した石英閃緑岩であり，その上位に第四紀更新世から活

動を開始した箱根火山，愛鷹火山および富士火山の火山地質が分布していると考えられて

いる（松田，2011）。一部の山麓表層部には，火山噴出物が二次堆積した泥流・火山泥流堆

積物が分布し火山麓扇状地を形成する（国土地理院，2003）。また，駿河湾沿岸域の海岸低

地ならびに富士川や狩野川沿いには谷埋め堆積物である沖積層が厚く分布し，海岸低地な

らびに扇状地を形成している。研究対象地域の地質層序を表 2-4-1 に示す。地質層序表に

おける地層名は，既往地質資料（例えば，津屋，1940；松田，2011）に準拠して記載した。 
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表 2-4-1 富士山麓－駿河湾沿岸地域の地質層序表 

 

 

（2）地質構造および地質形成年代 

富士火山は，南部フォッサマグナ地域に活動した第四紀火山であり，新第三紀中新世～

鮮新世に形成された火成岩および堆積岩を基盤地質とする。富士火山の地質構造は階層構

造をなしており，下位より順に小御岳火山，古富士火山，新富士火山の順に分布すると考

えられている（例えば，津屋，1971；日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988；土，

2001）。富士山麓－駿河湾沿岸地域の地質構造概念図を図 2-4-3，地質層序ならびに地質形

成年代を表 2-4-2 に整理した。地質形成年代については既往地質資料（例えば，日本の地

質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988；国土地理院，2003；松田，2011）より引用した。 

 

 

 

 

主　　な　　岩　　層

 泥　　質 泥・砂・礫

 礫質堆積物 礫・砂

 砂質堆積物 砂

砂礫

火山砂礫・砂

礫・砂

 新　　期 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア

 中　　期 スコリア・火山灰・玄武溶岩

 旧　　期 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア

 泥流堆積物 火山砂礫・スコリア・火山灰

 溶　岩　類 玄武岩溶岩・スコリア・火山灰

礫・砂・粘土

安山岩溶岩・火砕岩

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩・礫・砂

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

礫岩・砂岩

礫岩

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

礫岩・砂岩泥岩互層

礫岩

凝灰岩・凝灰質砂岩

砂岩泥岩互層・礫岩

石英閃緑岩・玄武岩～安山岩溶岩、火砕岩

玄武岩～安山岩火山岩類YUG

IWAV

FuKG

HAG

SHIG

NYG

TAG

新
 

第
 

三
 

紀

鮮
新
世
・
中
新
世

 富士川層群

 西桂層群

 白浜層群

 西八代層群

 丹沢層群

 湯ヶ島層群

 箱根火山噴出物 HAK

 多賀・達磨火山噴出物

 足柄層群

 蒲原礫岩

 岩淵火山岩類

Tg ・ Da

ASG

Kg

更
　
　
新
　
　
世

 古富士火山噴出物

OLFm

OLF

 湯船層 Yu

 小御岳火山噴出物 KOM

 愛鷹火山噴出物 ASH

mf

 火山泥流堆積物 vmf

 段丘堆積物 d

 新富士火山噴出物

YV

MV

OV

地 質 時 代 地　　　　　層　　　　　名 地 質 記 号

第
 
　
四
 
　
紀

完
　
　
新
　
　
世

 沖積層

a

ag

as

 泥流堆積物
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表 2-4-2 富士山麓－駿河湾沿岸地域の地質層序および地質形成年代対比表 

 

 

 

図 2-4-3 富士火山の地質構造概念図（津屋(1940)を一部加筆修正） 

C 富士山頂，H1 新富士火山噴出物， H2 古富士火山噴出物，k 小御岳山頂，K 小御岳火山， 

A 愛鷹火山，T 新第三紀層，f 富士川，u 潤井川 

 

（3）各地質の特徴 

1）新第三紀中新世中期（西八代時代） 

新第三紀中新世中期（17－11。8Ma）は，西八代層群が堆積した時代である。この時代に，

富士火山の基盤地域を含む南部フォッサマグナ全域は，広く深い外洋性の海域であったと

考えられている（尾田・他，1987）。この時代の堆積物には，サンゴや大型有孔虫を含む浅

海堆積物が稀に含まれるため，火山体の一部は一時海上に現れたことがあったと思われる

が，概して地層は深海の堆積物である。水深は大部分の海域で 2,000m かそれ以上，糸魚川

－静岡構造線に近い西部地域では約 4,000m と推定されている（Akimoto，1991）。本州に由

来する粗粒の砕屑物はこの時代にほとんど含まれていない。この時代の地層の厚さは数千

地質記号 主　　な　　岩　　層 地質形成年代

 泥　　質 a 泥・砂・礫 ---

 礫質堆積物 ag 礫・砂 ---

 砂質堆積物 as 砂 ---

mf 砂礫 ---

vmf 火山砂礫・砂 ---

d 礫・砂 ---

 新　　期 YV 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア 1,600年前以降

 中　　期 MV スコリア・火山灰・玄武溶岩 約4,000～1,600年前

 旧　　期 OV 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア 約1.5万年～5,000年前

 泥流堆積物 OLFm 火山砂礫・スコリア・火山灰 約3.0～1.7万年前

 溶　岩　類 OLF 玄武岩溶岩・スコリア・火山灰 約10～3.0万年前

KOM 安山岩溶岩・火砕岩 約70～10万年前

ASH 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩・礫・砂 約40～10万年前

HAK 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩 約40万年～3,000年前

Tg ・ Da 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

ASG 礫岩・砂岩

Kg 礫岩

IWAV 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

FuKG 礫岩・砂岩泥岩互層

HAG 礫岩

SHIG 凝灰岩・凝灰質砂岩

NYG 砂岩泥岩互層・礫岩

TAG 石英閃緑岩・玄武岩～安山岩溶岩、火砕岩

YUG 玄武岩～安山岩火山岩類

 箱根火山噴出物

地　　　　　層　　　　　名

 沖積層

 丹沢層群

 湯ヶ島層群

 蒲原礫岩

 岩淵火山岩類

 富士川層群

 西桂層群

 白浜層群

 西八代層群

 足柄層群

 多賀・達磨火山噴出物

約1,700～1,200万年前

約1,200～200万年前

約200～100万年前

地質時代

第
 
　
四
 
　
紀

新
 

第
 

三
 

紀

完
　
　
新
　
　
世

更
　
　
新
　
　
世

鮮
新
世
・
中
新
世

 泥流堆積物

 火山泥流堆積物 （御殿場泥流堆積物含む）

 段丘堆積物

 新富士火山噴出物

 古富士火山噴出物

 小御岳火山噴出物（先小御岳火山噴出物）

 愛鷹火山噴出物
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m もあり，全域が厚い海成層の堆積をもたらすような沈降域であったと推察される（島津・

他，1976；天野・他，1995）。 

 

2）新第三紀中新世後期（富士川時代前期） 

富士川時代前期（11。8－5。5Ma）は，富士川層群下位層であるしもべ累層と身延累層が

堆積した時代である。この時期になると，天守山地および御坂山地周辺地域でも地層の中

に関東山地起源の砕屑物（陸性砕屑物）が認められる。しもべ累層や河口湖累層（とくに

白滝火山角礫岩層）には各種の火山岩の砂や礫が含まれており，関東山地だけではなく御

坂地域の一部も陸上化し浸食されるようになったと推定される（松田，1958；松田，1984a；

Soh，1986）。 

また，この時期の地層は御坂山地－富士川谷北部でほぼ東西性の褶曲作用が進行してお

り，地層の厚さが向斜部で厚く，背斜部で薄いという特徴をもつ（松田，1958）。 

この時期の海域は御坂地域の一部を除いてそれ以南の広い範囲に広がっており，その海

の天守地域と御坂地域東南縁との間（現在の河口湖－本栖湖南の富士裾野北西部）には，

三ツ峠－足和田山付近から天守地域にいたる海底チャネル（天守－三ツ峠チャネル）があ

って，関東山地起源の礫が大量に天守－富士川地域へ運ばれたと考えられる。このチャネ

ルの充填堆積物が顕著に暑く，それが重力の負異常として現れていると推察される（松田，

2011）。 

 

3）新第三紀鮮新世（富士川時代後期） 

富士川時代後期（5。5－2。0Ma）は，富士川層群上位層である曙累層（松田，1958）あ

るいは浜石岳累層（杉山・下川，1990；柴，1991）の堆積時代である。曙累層は下位から

安山岩質の烏森火砕岩，貝化石を産する静川砂岩，粗粒の曙礫岩からなる。この曙累層は

富士川谷北部まで分布し，比較的浅海の貝化石のほか外洋性の浮遊性有孔虫などを含むの

で，当時，富士川は最奥部まで駿河湾からの海流が入り込む外湾であったと考えられる。

富士川谷の東部に立つ南北に長い天守山地は富士川谷北部（現在の駿河湾沿岸から北方約

40km）を内湾化するほどに陸地化していなかったと推定される（松田，2011）。 

この時期の礫質堆積物は，富士川谷北部（曙礫岩）から南部（浜石岳礫岩－川合野礫岩

など）まで分布し，いずれの礫岩にもかなりの量の花崗岩礫と火山岩礫が含まれている。 

曙礫岩はその礫種や古流向から北－西方（赤石山地・巨摩山地）から運ばれたものと推

定されている（松田，1961；高木・岡田，1987）。一方，富士川谷南部の礫岩にも同様に多

くの花崗岩礫と火山岩礫が含まれているが，これらの起源が西方（赤石山地南部）から由

来したとは考えにくいので，北東方（御坂山地や丹沢山地方面）から運ばれたものと考え

られ，当時，西桂方面から富士山の基盤地域を斜断して大量の礫を富士川谷に運び込んだ

チャネル（浜石岳－桂川チャネル）が存在していたと解釈される。浜石岳期の堆積物に相

当する西桂地域の桂川礫岩や落合礫岩は主に関東山地起源のものであるため，この当時，
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丹沢地域の少なくとも一部は陸地になっていたと解釈される（松田，2011）。 

 

4）第四期前期（更新世前期） 

第四紀には富士火山の基盤地域の周辺は陸地となり，海成層を含む更新世前期の地層は

わずかに富士火山南西麓の蒲原礫岩（津屋，1940；Yamazaki，1992）と丹沢山地南側の足

柄層群とされる（別所礫岩も蒲原礫岩に含める）。蒲原礫岩と足柄層群最上部は河口性の堆

積相を示しているので，その北側に広がる富士火山の基盤地域は丹沢地域を含めてほぼ全

域陸地になっていたと推定される。蒲原礫岩と足柄層群はその南側の海の縁辺部の堆積物

であり，両者は図 2-4-13 に示すように愛鷹火山の地下で連続していると考えられる（松

田，2011）。 

 

5）箱根古期外輪山 

箱根古期外輪山は，現在の山麓斜面を延長して，元の山体を復元すると，山頂標高約

2,700m，体積 130km2前後の巨大な円錐形火山であると推察されている。古期外輪山は，1/3

が溶岩，2/3 が火砕岩から構成される成層火山であり，その地質は，基底部には 200m の厚

さの玄武岩質溶岩や集塊岩であるが，大部分は塩基性～中性の安山岩であり，多数のデイ

サイト質軽石層をはさんでいると考えられている。 

古期外輪山ならびに新期外輪山を含む箱根火山噴出物の地質年代は，約 50～5。0 万年前

頃と推定されている（日本の地質「関東地方」編集委員会編，1986）。 

 

6）愛鷹火山 

愛鷹火山は，富士南東麓に位置しており，火砕物と溶岩からなる山頂標高 1,504m の成層

火山である。山体中央部に爆裂火口があり，開析作用が進んでいる。愛鷹火山の地質は，

侵食期をはさんで古期玄武岩層と新期安山岩層に区分できると考えられている。 

古期玄武岩層は，愛鷹火山体に広く分布し，最下部凝灰角礫岩，中部凝灰角礫岩，上部

玄武岩層に区分される。これらはいずれもソレアイト質岩系のかんらん石玄武岩，普通輝

石玄武岩からなる。 

新期安山岩層は，山頂付近に分布し，下部は複輝石かんらん石玄武岩，中・上部は複輝

石安山岩・角閃石複輝石安山岩質の黒岳溶岩などからなる。これらの岩石はいずれもカル

クアルカリ岩系である。愛鷹火山噴出物の地質年代は，約 40～10 万年前頃と推定されてい

る（日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 

 

7）小御岳火山・先小御岳火山 

小御岳火山は，富士火山体北斜面の標高約 2,300m 付近に山頂部のみが現われている伏

在火山であり，頂上部が北東にひらいた直径約 1。4km の馬蹄形の火口をもつ成層火山であ

る。地質は，安山岩質溶岩，集塊岩，火山礫，シルト等の互層からなる。 
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小御岳火山の岩石は，斜長石斑晶の多いかんらん石を含む複輝石安山岩で，石基にはピ

ジョン輝石と少量のシリカ鉱物が含まれる。小御岳火山の活動時期については，侵食が進

んでいることと，構成岩石が愛鷹火山の古期玄武岩層のものと類似していることから，約

70～10 万年前と推定されている（日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 

  

8）古富士火山 

古富士火山は，小御岳火山の活動がおさまり，侵食期をはさんで噴火活動が始まり，そ

の噴出物が小御岳火山を広く覆うことで形成された。古富士火山噴出物によって，標高約

3,000m に達する大型の火山体ができあがった。そののち，爆裂と侵食によって，約 2,700m

まで低くなるとともに火口が拡大した。現在では新富士火山噴出物の下に，そのほとんど

が伏在する。火山体は現在の山頂噴火口の下に噴火口をもった截頭円錐形の成層火山であ

る。 

古富士火山噴出物には，火山泥流堆積物，砂，火山角礫岩，火砕流堆積物などが多く，

溶岩流は中腹の一部にみられるに過ぎない。これらの火砕物や溶岩の岩質は，複輝石かん

らん石玄武岩である。 

活動時期は，約 10～1。7 万年前と推定されている。古富士火山噴出物の地質年代は約 10

～3。0 万年前頃，古富士泥流堆積物は約 3。0～1。7 万年前頃と考えられている（日本の

地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 

 

9）新富士火山 

新富士火山は，古富士火山の活動が終わった後に，小御岳・古富士火山の両火山体を覆

って中心火口から四方の山腹に玄武岩質溶岩を流出して成長した成層火山である。山頂に

は周囲 3km，深さ約 220m の噴火口がある。噴出物は山体上部で厚く，下部で薄い。溶岩類

を主体とし，火砕物は相対的に少ない。溶岩類は，噴出時期の違いにより旧期，中期，新

期に区分される。いずれも高アルミナ玄武岩ないしそれにちかいものである。 

旧期溶岩類は，西麓から南西麓にかけてとくに広く分布する。大淵溶岩流，富士宮溶岩

流，三島溶岩流，猿橋溶岩流などが代表的なもので，とくに，三島・猿橋溶岩流は遠方ま

で流下している。溶岩の多くは，5～10mm 大の灰長石～曹灰長石の巨晶をふくむかんらん

石玄武岩であり，そのほかにも輝石かんらん石玄武岩や無斑晶質玄武岩がみられる。旧期

溶岩類の地質年代は，1。5 万年～5,000 年前頃と推定されている。 

中期溶岩類は，標高 1,500m より高い部分を形成し，複輝石かんらん石玄武岩が多いが，

山頂火口周辺には複輝石玄武岩質の溶岩もみられる。中期溶岩類の地質年代は，4,000～

1,600 年前頃と推定されている。 

新期溶岩類は，山頂火口やその周辺の割れ目から噴出し，火山体の斜面に沿って幅広く，

あるいは侵食谷に沿って細長く分布している。岩質は中期溶岩類とほぼ同じであり，複輝

石かんらん石玄武岩が多く，複輝石玄武岩溶岩もみられる。新期溶岩類の地質年代は，約
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1,600 年前以降と考えられている（日本の地質「中部地方Ⅰ」編集委員会編，1988）。 
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2-5 駿河湾地域の水文環境 
 

2-5-1 陸域の地下水研究 

 

 駿河湾周辺地域における過去の地下水研究の事例は多岐にわたることから，本項では，

研究対象地域である富士地区岳南地域（富士川から狩野川まで）を対象に過去の研究に関

する取りまとめを行う。 

 本地域における沿岸域地下水研究の歴史は，地下水の塩水化研究の歴史である。本稿で

いう地下水の塩水化に定義は，産業用に開発された淡水帯水層に塩水が侵入し，その結果，

地下水の水質が悪化して利用価値が低下することを示している（村下，1982）。岳南地域に

おける地下水利用の開始は明治 20 年（1887 年）まで遡り，パルプ・製紙工場が主な利用

元である。岳南地域における塩水化は 1950 年代にすでに報告されており，旧地質調査所

（現（独）産業技術総合研究所）が静岡県とともに 1955 年に塩水化の要因把握に関する

調査をおこなっている（蔵田ほか，1956）。この調査時の詳細な地下水質データは比留川ほ

か（1957）において報告されている。彼らは，水質データから本地域における地下水を 1）

富士川水系地下水と 2）富士山体から供給される地下水に大別した。本調査地域において

潤井川を境に水質の不連続性が確認されたことから，ここを両者の境界としている。その

後 1960 年の夏の調査において，1955 年に淡水だった地下水（Cl＝6。0mg/l）が塩水

（Cl=500mg/l）となっていることが確認され，年末にはこの井戸を含む田子の浦港周辺の

工業・水道の深井戸が塩水化し，これが富士市における被圧地下水塩水化の発端であった

（村下・岸，1967）。その後，1961 年から地質調査所は当地における塩水化機構とその防

止策に関する研究を継続し，淡水化できる目途のついた 1978 年に調査を終了した。一連

の地下水質調査研究の中身については尾崎（1978），村下（1982），池田（1982）などで報

告がなされている。また，安藤・池田（1973）は代表的な塩水化地下水試料の酸素・水素

同位体比から，本地域の塩水化は塩水侵入によるものであることを明らかにし，さらに

Ikeda（1989）は，帯水層の岩相と水質との関係について詳細な検討をおこなった。池田

（1995）は，過去における地下水塩水化研究を総括し，本地域において発生した海岸平野

の塩水化現象は，過剰揚水による地下水位の低下がもたらした淡水帯水層への海水の侵入

によるものであり，本地域に豊富な地下水資源をもたらす新富士溶岩層や愛鷹火山砂礫帯

水層の透水性の高さが，世界的に見ても急激で大規模な地下水塩水化を引き起こす要因と

なったと指摘した。その後，本地域における塩水化の研究は行われておらず，Tasaki et al。 

（2011） における放射性塩素同位体（36Cl）を用いた地下水年代測定研究によって，滞留

時間はおよそ 30 年程度であることが示された。 
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2-5-2 海洋環境および海底湧出地下水に関する研究 

 

 本項では，駿河湾に関する海洋環境および海底湧出地下水を対象とした既往研究を対象

に取りまとめを行う。 

 駿河湾は御前崎と伊豆半島南端で区分される面積 2,300km2 を指し，最大水深は 2,500m

の海域を指す（国土交通省，2014）。駿河湾内における海流については，木村（1950），中

村（1972），中村・村中（1979）で報告されている。木村（1950）は，漂流瓶を用いた調

査により湾内の循環流の状況を示した。中村（1972）は，海流板を用いて駿河湾内の表層

水の流動を調査した結果，湾奥部に位置する田子の浦港周辺では概ね西方向の流向が卓越

していることを示した。また，中村・村中（1979）では駿河湾内に存在する水塊は，沿岸

河川系水，表層水，外洋系水に区分され季節ごとにその分布域が異なることを明らかにし

た。 

 駿河湾内における水温や水質の状況は中村（1977），Aruga（1977），塩本・橋本（1999）

で報告されている。中村（1977）は，1964 年から 1974 年の期間に，駿河湾内における 13

地点において観測された水温を解析した結果，6 月から 9 月の夏季に水温躍層が水深 20－

75m 付近で発達し，冬季には表層から水深 150m 付近までは均一な水温分布を示すことを

報告した。また，駿河湾内の安倍川-興津川間の沖合における塩分の長期観測の結果，夏季

は水深 10m 程度まで塩分 33。0%が観測され最低値となる一方，冬季では水深 150m 付近

までは均一になることを示した。Aruga（1977）は，駿河湾内のクロロフィル a について

鉛直分布及び平面分布を明らかにし，有光層における平均のクロロフィル濃度は 0。3－1。

8mg/m3 であることを報告した。塩本・橋本（1999）は湾内における栄養塩類とクロロフ

ィル a の関係について調査し，栄養塩類供給について栄養分に富む外洋系の流流水が存在

すること，栄養塩類の内亜硝酸塩や硝酸塩が先行して消費されることを示した。  

 海底湧出地下水に関する報告は，落合（1969），石飛ほか（2005），伊藤・丸井（2008），

伊藤・丸井（2010），加藤ほか（2012）が挙げられる。落合（1969）は富士山の東麓に分

布する三島溶岩流に存在する地下水を対象に水収支計算を行い，その結果 12 万 m3/day の

地下水が駿河湾の海底で湧出すると推定した。石飛ほか（2005）は駿河湾の西部に位置す

る安倍川河口を対象に，連続ヒートフロー式のシーページメータを用いた地下水湧出量の

測定を行った結果，4。7－180×10-7m/sec の湧出量が有ることを明らかにした。また同時

に，安倍川流域の水収支計算結果から，河川を含めた全流出量の 39%に値する量が地下水

として流出していると推定した。伊藤・丸井（2010）は，日本列島における海底における

地下水湧出量を数値解析によって求めており，駿河湾沿岸域における湧出量は最大で 248

㎜/yr と推定した。また，加藤ほか（2012）は塩分濃度の測定の結果，田子の浦港東部の水

深 95。5m において低塩分の水が湧出している可能性を示唆した。 

 以上をまとめると，駿河湾内においては沿岸河川系水や外洋からの流入水などの水塊が

存在し，湾奥部の沿岸域においては海底から地下水が湧出するものと考えられる。   
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第３章 沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査の研究） 

 

沿岸域海底下の特徴的な地質環境の調査評価手法開発を目的として、沿岸域における物理探査

技術に関する研究を実施した。 

弾性波探査法の開発においては、海底下の地質構造を把握し、その長期的な変遷を評価するた

めに必要な反射法物理探査データ解析技術を確立するための研究を実施した。まず、当該研究で

主たる対象領域である沿岸陸域から浅海域の地質構造をより詳細に把握するための調査技術開発の

ため、沿岸陸域から浅海域を対象とした弾性波探査の適用実験を実施した。また、三次元弾性波シミュ

レーションにより、当該海域で実施予定の反射法物理探査を効果的に実施するために必要な探査仕

様の検討を行った｡そのために、昨年度作成した当該地域の三次元弾性体グリッドモデルを更新

し、それを用いた数値シミュレーション、データ処理、データ取得仕様の比較検討を実施した。 

電磁法探査においては、浅海用海底電磁探査法装置で取得したデータの解析・解釈のため

の比抵抗モデル計算やインバージョン(逆解析)用の数値解析ソフトウェア入出力(比抵抗モ

デル・送受信配置など)作成支援ソフトを整備し、一連の数値解析・処理作業の効率化・迅

速化を図った。 

 

3-1 海域弾性波反射法探査 

 

静岡県富士川河口沿岸陸域および駿河湾富士川河口沿岸海域における反射法弾性波探査の

現地作業およびデータ処理・解析を実施した。大型バイブロサイス車 2 台を用いた反射法調査を

実施して、深度 2000m 程度の地下構造および断層延長のイメージングを図った。ただし、対象沿

岸域は、交通ノイズや波浪ノイズによる環境ノイズが大きく想定される地域であり、砂丘部における

発震点の確保および起振エネルギーが不十分であることが懸念される。このため、陸域起振車に

よる発震を補完し補強する目的で、海岸線に沿って大型エアガンによる海域オフセット発震でのデ

ータ取得を行った。そのことにより、深部（5000m 以深）までの地下構造や断層深部延長のイメー

ジングが可能となり、浅部構造の解釈も容易となる。 

 

3-1-1 データ取得 

約 12kmの受振測線を富士川河口沿岸の高潮堤防上および砂浜に設置し、同測線上でのバイ

ブロサイス車での発震および同測線に平行に 16.5kmの海域での発震を実施した。 

 

3-1-1-1 調査測線 

調査測線位置概略図を図 3-1-1 に、受振点、発震点及び CMP 重合測線を加筆した調査測

線位置図を図 3-1-2 に示す。調査範囲は、静岡県富士川河口沿岸陸域および、駿河湾富士

川河口沿岸海域である。約 12km の受振測線を富士川河口沿岸の堤防上および砂浜に設置
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し、同測線上でのバイブロサイス車での発震および同測線に平行に 16.5km の海域発震測線

を設定した。測線位置を加筆した調査地域の地質図を図 3-1-3 に示す。 

受振測線は富士川河口より東側を LineL-1（RP1001～1226）、西側を LineL-2（RP2001

～2223）とした。東側測線 LineL-1 では独立型受振器 MS2000 および GSR によるデータ

取得を行い、西側測線 LineL-2 では通常の有線展開でのデータ取得を行った。有線測線上

に設置された受振器で取得された反射波データは Sercel 428XL 型探鉱機に記録した。また

富士川河口部において 5 点の三成分受振器による観測点を設け、三成分受振による S 波利

用の可能性を検討した。 

富士川河口より西側の有線展開区間では、基本的に堤防道路上に測線が設定されているが、

堤防道路上で工事が実施されていた区間では、砂浜に測線を設定し受振器を設置した。

RP2070 付近から測線終端（RP2223）までの区間は国道１号富士由比バイパスに近接して

いるため、交通車両に起因するノイズレベルが高い。また、RP2001-2020 付近では、護岸

工事が行われており、平日は重機によるノイズが発震記録に混入した。 

富士川河口より東側の独立型受振器展開区間では、受振点は砂浜上に設定された。工事用

重機が稼働及び交通しており、ノイズレベルが高かった。 

 

3-1-1-2 データ取得 

陸域発震は大型非爆薬人工震源バイブロサイス車2台（図3-1-4）により受振測線上および河口

部におけるオフセット発震(VP5001～5047)を実施した。ホールドダウンウェイトに対する制御出力

を 90%として 2台発震を標準仕様としたが、調査測線近傍の建造物、構築物、路面強度及び埋設

管設置状況についての保安上の配慮から、バイブロサイス車の出力減および発震台数減を余儀

なくされた発震点もある。測線西側の堤防道路区間では至る所で工事が実施されており、VP2145

～2164の 450m区間及び VP2172～2181の 200m区間では発震点を確保することができなか

った。測線東側の区間では、VP1212～1225の 300m区間は富士川河口部となるが、流木が多く

バイブロサイス車が進入できず、発震点の確保が困難であった。受振展開は全受振展開による固

定展開とした。本観測開始前に実施した発震パラメータテストの結果から、6～60 Hzのスイープ周

波数とした。また、屈折法解析の精度を確保するため、３点で屈折法発震を実施した。屈折法発震

については、スイープ周波数を 6～40Hz、重合回数を 50～175 回とした。受振展開は全受振展

開による固定展開とした。 

探鉱機とバイブロサイス車の同期を行うために、PELTON製発震制御装置を使用した。 

  スィープ周波数 6-60 Hz  

  標準スィープ回数 標準 10回 

海域発震（LineM）は海域発震区間の西端から東へ進行し発震を実施した。発震船としてかい

ゆう（図 3-1-5）を用いた。 

発震作業時には警戒船を発震船前方 500mに配置し、漁具や船舶の警戒を遂行した。 

エアガンには 1520cuinのアレイガンと 2つのトリガン 600cuin と 900cuin合計 1500cuinを使用
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し、合計容量 3020cuin となる。エアガンアレイ構成図を図 3-1-6 に示す。エアガンの発震間隔は

25ｍであり、2.5knot以下で航行し約 18~20秒間隔で発震した。入線時の回頭半径は 250ｍであ

る。 

陸上探鉱機と航法装置の同期を行うために、MACHA 製発震制御装置を使用した。航法装置

側をマスター、陸上探鉱機側をスレーブに設定し、無線機と MACHA を接続した。航法装置側か

ら発震信号を出し、陸上探鉱機側で信号を受信し、データ取得を行った。受振展開は全受振展開

による固定展開とした。 

調査仕様を表 3-1-1 に示した。 

 

3-1-1-3 データ品質 

上で述べたように、測線上で工事が実施されている箇所があり、全般的にノイズレベルが

高かった。本調査では、バイブロサイス車による反射法発震記録を 434 点、エアガンによ

る反射法発震記録を 663 点で取得した。また、バイブロサイス車による屈折法発震記録を 3

点で取得した。 

図 3-1-7 に陸域発震（バイブロサイス車）により取得された反射法発震記録例を示す。同

図(a)VP1040 及び(b)VP1110 は富士川河口東側で取得された反射法発震記録である。屈折

初動は測線西側ではオフセット約 4km/sec まで確認でき、確認される屈折初動の見かけ速

度は約 2km/sec と 3.2km/sec である。往復走時 1.7 秒付近まで反射波を明瞭に確認できる。

同図(c)VP5032 は富士川河口部での反射法発震記録である。屈折初動に関してはオフセット

約 5.7km となる測線東端まで一部不明瞭であるが確認できる一方で、西側では国道 1 号の

高ノイズ区間に阻害され、オフセット約 2km までしか確認できなかった。確認された屈折

初動の見かけ速度は約 2.0～3.5km/sec である。反射波は往復走時 2 秒付近に不明瞭である

が確認できる。浅部反射波は明瞭には確認できない。同図(d)VP2045 及び(e)VP2100 は富

士川河口西側での反射法発震記録である。屈折初動に関しては測線東端までは一部不明瞭

であるがオフセット距離約 7.2km まで確認できるが、測線西端では初動が不明瞭である。

確認された屈折初動の見かけ速度は約 2.0～3.7km/sec である。往復走時 0.5 秒付近まで反

射波が確認できるものの、深部反射波列に関しては不明瞭である。同図(f)VP2218 は測線西

端付近での反射法発震記録であるが、確認できる屈折初動はオフセット 2.4km までであっ

た。反射波についても不明瞭で、明瞭な反射波群は見出されない。 

図 3-1-8 に海域発震（エアガン）による反射法発震記録を示す。同図(a)SP7002、(b)SP7150、

(c)SP7300 は富士川河口東側でのエアガン発震により取得された反射法発震記録である。オ

フセット約 8km まで屈折初動を確認できる記録が取得されている。確認された屈折初動の

見かけ速度は約 2.5～3.0km/sec である。往復走時 1.5 秒から 2 秒付近に反射波を明瞭に捉

えている。同図(d)及び(e)は富士川河口西側でのエアガン発震により取得された反射法発震

記録である。オフセット約 9.3km まで屈折初動を確認できる記録が取得されている。確認

された屈折初動の見かけ速度は約 2.7～3.5km/sec である。往復走時 2 秒付近に反射波を確
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認できる。 

図 3-1-9 に陸域発震による屈折法発震記録を示す。反射法発震記録の補完および屈折法解

析の精度を確保するため、スィープ周波数を 6-40Hz と低めに設定したうえで、スタック回

数を 50 回～175 回として、屈折法発震を実施した。同図(a)VP11005 は、測線東端での屈

折法発震記録である。明瞭に確認される初動はオフセット約 7km までに限定される。確認

される屈折初動の見かけ速度は約 2km/sec と 3.2km/sec である。同図(b)VP11204 は、測線

中央部となる富士川河口での屈折法発震記録である。明瞭に確認される初動はオフセット

距離約 4km までに限定される。確認される屈折初動の見かけ速度は約 1.8km/sec と

3.0km/sec である。同図(c)VP12134 は、測線西側での屈折法発震記録である。屈折初動に

関しては、一部区間で不明瞭であるものの、測線全域にわたって確認される。確認される

屈折初動の見かけ速度は、2km/sec、3km/sec、3.5km/sec である。 

図 3-1-10 及び図 3-1-11 に、エアガン発震時と富士川河口東側オフセット発震(バイブロサ

イス車での発震)時に限定して設置された、独立型受振システム及び 3 成分受振器にて取得

された共通受振点記録を示す。後続波形の中に見かけ速度や周波数成分から S 波と考えら

れる波群が見られ、P-SV 変換波を探査に利用できる可能性が示唆された。 
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3-1-2 反射法データ処理・解析 

反射法データ解析においては、図 3-1-12 に示した反射法地震探査データ解析フローのとお

り処理を行った。適用した反射法処理パラメータについては表 3-1-2 に示す。 

以下、データ解析内容の詳細を記述する。 

 

(1) フォーマット変換( Format Conversion ) 

フィールドデータに記録された原記録(Sercel428XL SEGD Format)について、SuperX(JGI 

Internal Format)フォーマットへ変換を行った。 

 

(2) トレースヘッダーへの測線情報の入力( Geometry Application ) 

SuperX トレースヘッダーに関して、発震点、受振点及び各 CMP のインデックス、座標、

標高値、オフセット距離、基準面標高値等の測線情報を入力した。データ解析における基

準標高面は海抜 100m に設定した。また、CMP 重合測線は下記の基準によって決定した。 

 CMP 間隔 12.5m 

 CMP 範囲 1 – 923 

 重合測線からの最大偏倚制限 制限無し 

 重合測線の決定基準 受振測線の屈曲度により決定 

 

(3) 最小位相変換( Minimum Phase Conversion ) 

バイブロサイス車の発震記録については、零位相であるバイブロサイス震源のスィープ波

形( 探鉱機’A/D Decimation Filter(DCF)’及び相互相関処理実施後のスィープ波形 )を用
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いて、エアガン発震記録についてはエアガン震源波形観測記録を用いて、それぞれ最小位

相変換処理を適用した。 

 

(4) 屈折波初動解析( Refraction Analysis ) 

改良型タイムターム法による屈折初動解析を行い、受振点及び発震点タイムターム値と表

層基底層速度を算出した。この手法では解析対象とする屈折面が 2 次元ブロックに分割さ

れ、各ブロックに対して表層基底層速度が定義される。このモデルは以下の関係式で記述

される。 

  
k

ijkkji

k

ijkkij sbasT 0,  

ここに、 ijT は屈折初動走時, ji ba , は発震点及び受振点タイムターム, ijkkk ss ,,0,  は各ブ

ロックにおけるスローネス初期値、スローネス初期値からの偏倚量及び屈折波線長である。

この受振点及び発震点タイムターム値と表層基底層速度はインバージョン(‘Generalized 

Linear Inverse Method’)によって算出される。この改良型タイムターム法解析には、以下

のパラメータを採用した。 

 初動読み取り位相               正のピーク位置 

 表層基底速度を求める際のブロック区分     50 m 

 屈折波インバージョンに用いるオフセット距離 200－400 m 

 

改良型タイムターム法解析の結果を用いて、表層基底深度は各発震点及び各受振点につい

て以下の様に計算される。 

 
W

SW

W

m
W V

V

V

T
D 














2

1

  

ここに、Tm は’Time-Term’、Vw は表層速度、Vsw は表層基底層速度である。表層速度

として受振点側及び発震点側共に 800m/sec を採用した。 

 

(5) 浮動基準面に対する静補正( Static Corrections to FDP ) 

浮動基準面に対する静補正を実施した。静補正については、下式で定義される標高補正量

及び表層補正量の和として各発震点、受振点について与えられる。 

[A] 標高補正 Te：観測面を一定基準面へ補正する。 

 Te = - ( He - Hb ) / Vec  

[B] 表層補正 Tw：低速度の表層構造変化による影響を除去する。 

  Tw = Sd * ( -1/Vw + 1/Vsw )  
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ここに、 He：発震点あるいは受振点標高(m) 

 Hb：基準面 [海抜＊m ] 

 Sd：表層厚(m) 

 Vw：表層速度(m/s) 

 Vsw：表層基底層速度(m/s) 

 Vec：標高補正速度(2500m/s) 

である。本処理では標高補正速度(Vec)として下記の基準面補正速度(Vc)と同じ値を用いた。 

表層補正値は、前述(4)の屈折波初動解析による結果を用いて計算された。本測線の基準面

( Datum )は海抜 100m に設定されたが、絶対値の大きい標高補正値の適用を回避するため、

CMP に近接する受振点標高を基に長波長成分を抽出して CMP アンサンブル上において平

均標高を定義し、これを浮動基準面( FDP:’Floating Datum Plane’)とした。この FDP

から基準面までの基準面補正量 Td は、下記のように定義される。 

 Td = -2.0 * ( Hf- Hb ) / Vc  

ここに、 Hf：浮動基準面(FDP) 

 Vc：基準面補正速度(2500m/sec) 

である。 

(6) 振幅補償( Gain Recovery ) 

弾性波の震源からの伝播に伴う幾何減衰、多層構造内を透過,多重反射することによる伝播

損失及び非弾性効果による減衰、さらには受振点, 発震点毎のカップリングの相異に起因す

る振幅特性の変化を補償することを目的として、自動振幅調整による振幅補償を行った。 

 Instantaneous AGC[ ウィンドー長：  300msec ] 

 

(7) デコンボリューション( Deconvolution ) 

 デコンボリューション処理では、次式で示される 1 次元コンボリューションモデルが前提

とされている。 

             tNtRtWtF  *   

ここに F(t)は地震波トレース, W(t)は基本波形, R(t)はランダム定常な反射係数列, N(t)はラ

ンダムノイズである。このモデルにおいて基本波形を構成する要素としては、以下の項目

を挙げることができる。 

・震源波形：バイブロサイス車スィープ波形、震源カップリング効果、ゴースト効果 

・地層効果：多重反射、非弾性による吸収 

・記録系 ：受振器特性及び設置効果、表層に関わるゴースト効果、探鉱機の応答特性 

こうした要素の集積としての基本波形を地震トレースから推定・除去し、記録の分解能向

上を図るために以下に示すデコンボリューションを適用した。 

 予測距離    2.0 msec 

 零オフセット位置における 
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設計ゲートスタートタイム 200 msec 

 設計ゲート長   3000 msec 

 オペレータ長   300 msec 

 プリホワイトニングファクター 0.5 % 

 ゲートタイプ   Non-tv 

 アルゴリズム   Trace by Trace Deconvolution 

 

(8) 共通反射点編集( Common Midpoint Sorting ) 

上述(2)のパラメータによって、共通反射点の編集を実施した。 

 

(9) 重合速度解析( Stacking Velocity Analysis ) 

以下に示す定速度重合法による速度解析を実施した。解析点間隔及び解析速度数は以下に

示す。 

 

 解析点間隔  1250 m 

 解析速度数  9 

 

(10) NMO 補正( Normal Moveout Corrections ) 

速度解析によって求められた重合速度-時間の関数を時間-空間方向に内挿し、その速度テー

ブルに従って NMO 補正を適用した。同時に、下記のストレッチミュートを実施した。 

 ストレッチミュートファクター 2.1 

(11) 共通反射点重合処理( CMP Stacking ) 

NMO 補正後の共通反射点アンサンブルに関して、水平重合処理を実施した。 

本処理では、バイブロサイス車による発震重合断面図とエアガン発震による重合断面図を

足し合わせることにより、最終的な重合断面図を作成した。二つの断面図を足し合わせる

に当たり、各震源記録の重合記録を作成し明瞭な反射波が確認できる箇所に着目し、位相

の回転及び時間差の補正を行った。その結果本処理では、エアガン記録に対して-100 度の

位相の回転及び-40msec の時間差の補正を行った。 

 

(12) 重合後振幅調整( Amplitude Conditioning before Stacking ) 

トレース間の振幅バランスを調整するため、自動振幅調整による振幅補償を行った。 

 Instantaneous AGC[ ウィンドー長： 3000msec ] 

 

(13) 帯域通過フィルター( Bandpass Filter ) 

反射波の有効周波数帯域が周波数成分解析によって決定され、以下の時間可変型の零位相

帯域通過フィルターを採用した。 
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  オペレータ長： 300 msec 

     

  往復走時[ms] 通過帯域[Hz] 

  0 6-70 

  2000 6-70 

  4000 6-60 

  8000 6-50 

   

 

(14) 周波数―空間領域予測フィルター( F-X Prediction Filter ) 

周波数-空間領域において複素型予測フィルターを設計、適用してランダムノイズを抑制し

相対的に S/N を向上させる F-X 予測フィルター処理を実施した。ここでは以下のパラメー

タを用いた。 

 オペレータ長   7 CMPs 

 空間ウィンドー長   49 CMPs 

 時間ウィンドー長   500 msec 

 ウィンドーオーバーラップ長 375 msec 

 

(15) 基準面補正( Datum Corrections ) 

浮動基準面から基準面への時間補正を適用した。 

 

(16) 重合後時間マイグレーション( Post-Stack Time Migration ) 

時間断面上の反射点位置を実際の位置に移動させ、回折波を回折点に復元することを目的

として、時間-空間座標領域における差分法時間マイグレーションを実施した。マイグレー

ション処理では以下のパラメータを用いた。 

最大傾斜角度  15 度 

 マイグレーション速度には時間及び空間方向に平滑化した重合速度を用いた。 

 

(17) 深度変換( Depth Conversion ) 

時間及び空間方向に平滑化した平均速度分布を用いて、’Vertical Stretch’法による深度変

換を実施した。 

 

上述した解析によって得られた結果について記述する。CMP 重合測線及び重合数分布を

図 3-1-13 に示す。CMP 重合測線は受振測線の屈曲度により決定した。タイムターム法によ

るインバージョン結果を図 3-1-14 に示す。図 3-1-15 に反射法速度構造図を示す。基準面補
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正（Datum Corrections）を行った重合時間断面図を図 3-1-16 に示す。重合後時間マイグ

レーション（Post-Stack Time Migration）を行ったマイグレーション断面図を図 3-1-17 に

示す。深度変換（Depth Conversion）を行った深度断面図を図 3-1-18 に示す。 
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3-1-3 反射法データ解釈 

反射法データ処理結果から、深度 5000m 程度までの深部構造情報が得られた。得られた

成果の特徴は、当該地域の地質学的な観点を踏まえると以下のようにまとめることができ

る。 

1. 浅部（1km 以浅）では、富士川河口部（CMP450 付近）を境にして、東側と西側で

構造形態が異なっている。東側（伊豆弧）では、反射面が整然としていて水平な反射面が

卓越しており褶曲などは明瞭でない。一方、西側（西南日本弧）では、複数の向斜・背斜

構造が確認でき、傾斜を持つ反射面が多く複数のスラストシートの存在が示唆される。 

2. 西側の深度 1～3km においては、コヒーレンスが悪い反射が捉えられている。要因の

1 つとして、反射面が高角になっている可能性が挙げられる。 

3.  深部（1.5～4km）には、連続性の良い強反射面群が全測線にわたって見られる。富

士川河口部より西に約 2～3km ずれた区間（CMP600～700）で明瞭なギャップがあり、東

側と西側で反射パターンが異なっている。このギャップを地表の富士川断層帯と関連づけ

た場合には、深部では中角から低角に西傾斜するスラストであることを示唆する。 

4. 上述の強反射面は、東側では深度 1500 から 3000m に西に傾斜する反射面群（厚さ

1000m 以上）であるのに対し、西側では、深度 3500～4000m に西傾斜する孤立した反射

面に見える。これらの強反射面は、それぞれ、伊豆小笠原弧（白浜層、湯ヶ島層、または、

これらの下位層）、西南日本弧側基盤（四万十層上面）に対応する可能性が考えられる。 
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今回の反射法探査結果は、今後の反射断面の解釈作業を通して、富士川河口断層帯を横切

る地質構造モデルの改良に活用されることが期待される。また、浅部の地下水流動解析や

ボーリングによる調査成果と統合して、当地域の水理地質モデルを構築することだけでな

く、伊豆弧衝突帯北西部における構造発達過程の解明、ひいては、活構造や地震活動性の

評価資料として防災上役立てられることが期待される。 
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3-2 沿岸域物理探査データ評価のためのシミュレーションと解析 

 

 沿岸域で取得されたデータの評価を実施するため、弾性波反射法および電磁探査のシミ

ュレーションおよび解析技術に関する研究を行った。 

 弾性波反射法では、静岡県静岡市～富士川市の富士川河口沿岸陸域から浅海域を模擬し

た三次元弾性体モデルの高精度化、数値実験を用いたデータ解析技術の検討、および当該

沿岸陸域から浅海域を対象として実施予定の反射法弾性波探査の調査仕様の検討および探

査計画の策定を実施した。 

 電磁探査は、取得されたデータを解析する際に解析セルを会話的に決定するためのポス

トプロセッサーの開発、および解析結果をさまざまに表示し解釈を支援するポストプロセ

ッサーの開発を行った。 

 

3-2-1 三次元弾性波シミュレーションを用いた探査仕様・解析手法の検討 

平成 24 年度の研究において、富士川河口沿岸陸域から浅海域を模擬した三次元弾性体グ

リッドモデルの作成を行った（図 3-2-1-1）。本年度はそのモデルを高精度化し、より現実に

近い検討が実施できるよう留意して、図 3-2-1-2 に示す対象地域に対して三次元弾性体グリ

ッドモデルを作成した。続いて、高精度化された三次元弾性体モデルを用いて三次元数値

シミュレーションを実施し、データ解析技術の検討、および当該沿岸陸域から浅海域を対

象として実施予定の三次元反射法弾性波探査の調査仕様の検討および探査計画の策定を実

施した。開発および検討を行った項目は以下の通りである。 

1）三次元弾性体グリッドモデルの更新・高精度化 

2）弾性波シミュレーション（三次元弾性場）による合成地震探査データの作成 

3）合成地震探査データを用いた反射法データ処理（三次元処理） 

4）合成地震探査データを用いた屈折トモグラフィー解析 

5）弾性波探査仕様の検討 

6）弾性波探査計画の策定 

 

3-2-1-1 弾性体グリッドモデルの更新および高精度化 

 平成 24 年度作成の弾性体グリッドモデルの更新および高精度化を以下に述べる

3-2-1-1-1～3-2-1-1-3 のように実施した。 

 

3-2-1-1-1 対象地域の地史と基本層序 

 調査対象地域はフィリピン海プレートとユーラシアプレートの境界域に相当し、フィリ

ピン海プレートは、ユーラシアプレートの下に沈み込んでいる（図 3-2-1-3）。両者の境界部

には逆断層が形成されており、調査対象地域である富士川河口域では、入山瀬断層、入山

断層、善福寺断層といった複数の活断層（富士川断層帯）が存在する(丸山・斎藤、2007；
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杉山・下川、1982)（図 3-2-1-4)。 

 基本的な模式層序は、平成 24 年度と同様である（表 3-2-1-1）。ただし、庵原層群安山

岩類については、既存文献（柴ほか、1990；杉山・下川、1982）を参照し層厚を 500m に

修正している。 

以下に富士川断層帯西側と東側に分け地史について記述する。 

 

(1) 富士川断層帯西側 

富士川断層帯の西側はユーラシアプレートであり、白亜系～第三系の四万十累層群とその上

位に累重する新第三紀以降の地層からなる（表3-2-1-1(a)）。四万十累層群は四国海盆の形

成(30Ma～15Ma)以前、太平洋プレートの沈み込みにより形成された付加体堆積物からなり、

タイトな褶曲構造が発達している。また、グリッドモデル作成地域の南西方に位置する掛

川地域や基礎試錐「相良」や「御前崎沖」においては四万十累層群の上位に、古第三系の

三倉層群や瀬戸川層群相当層が累重する。これらは、付加体上に形成された前弧海盆堆積

物であると考えられている（上田ほか;2007）。 

初期～中期中新世(20Ma-15Ma)の頃、日本海が拡大を開始した。掛川地域や基礎試錐「相良」

や「御前崎沖」においては、古第三系の上位に下部～中部中新統の倉真層群・西郷層群が

不整合で累重する。これらは、この時期に形成された前弧海盆堆積物と考えられている。 

また、日本海の拡大に伴い大地溝帯（フォッサマグナ）が形成された。三次元グリッドモデ

ル作成対象地域は大地溝帯の西端である糸魚川-静岡構造線の東側に位置しており、大地溝

帯の形成に伴い日本海から太平洋につながる堆積盆が形成された海域に位置する。後期中

新統富士川層群は、砂岩泥岩互層を主体とする地層からなる。金栗・天野(1995)は、富士

川層群の堆積場について検討し、トラフ充填堆積物であるとしている。また、この時期、

フィリピン海プレートの北上に伴い伊豆・小笠原弧が本州に衝突を開始し、プレート境界

である富士川断層帯の西側に分布する富士川層群をはじめとする一連の地層は、褶曲を伴

う変形を被った。 

鮮新世以降では、伊豆・小笠原弧の衝突によるユーラシアプレート側が隆起・侵食され鮮新

統庵原層群が下部鮮新統を不整合で覆っている。庵原層群は、蒲原礫岩層と岩淵安山岩類

からなり、入山断層の東側に分布している（柴ほか、1990）。また4種類の安山岩溶岩の噴

出・貫入があったとされている（杉山・下川、1982）。 

第四紀以降は、伊豆半島の衝突に伴い、ユーラシアプレート側が急速に隆起し、風化・浸食

に伴う大量の砕屑物が、富士川を通って駿河トラフに供給された。 

 

(2) 富士川断層帯東側 

フィリピン海プレート側は伊豆・小笠原弧の火山岩類を主体としている（表

3-2-1-1(b)）。伊豆・小笠原弧は、約1000万年前に日本列島に衝突を開始し、伊豆・小笠

原弧上に位置する伊豆半島は、約100万年前に日本列島に衝突したと考えられている。 
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伊豆・小笠原弧の衝突に伴い、グリッドモデル作成地域には、伊豆・小笠原弧の火成活動

に伴う火山性砕屑物が供給されるようになった。この時期、富士川断層帯西側に堆積しは

じめている上部中新統～下部鮮新統富士川層群において、金栗・天野(1995)は、伊豆・小笠

原弧に近い東側ほど火山砕屑物の含有量が多くなる傾向があることを指摘している。また、

伊豆半島が本州に衝突した 100 万年前以降は、富士山や古富士山などの火山が形成され、

プレート境界である富士川断層帯より東側には厚い火山噴出物からなる地層が堆積した。 

 

3-2-1-1-2 三次元弾性体グリッドモデルの更新 

表 3-2-1-2 に各断層の設定一覧を示す。断層については、平成 24 年度と同様に入山瀬断

層、善福寺断層、入山断層の三つの断層面を地質モデルに反映させた。またそれぞれの断

層面の走向や傾斜角度および断層面おける地層の変位については、平成 24 年と同様とした

が、各断層の活動開始時期については、推定により設定しており、また善福寺断層の変位

については、入山断層と似た変位が見られるとされていることから入山断層と同じ変位で

あると仮定している（地震調査研究推進本部、1995；杉山・下川、1982）。 

調査対象地域の広域的な概念を示すために東西 40km、南北 10km、深度 10km の範囲を

モデル作成エリアとした。モデル作成には、平成 24 年度と同様にシュルンベルジェ社のソ

フトウェア「Petrel」を使用した。また地表および海域の地形は、平成 24 年度と同様に「国

土地理院数値地図 50ｍメッシュ（標高）」および「日本海洋データセンター」の 500m メッ

シュ海底地形データを利用して作成した。またフィリピン海プレートの上面についても、

平成 24年度と同様に伊豆半島の主体部を構成する先古第三系の火成岩類の上面として設定

し、その深度については Hirose et al. (2008)を参照した。 

モデル作成対象地域の概念図を図 3-2-1-5 に示す。富士川断層帯東側には、火山岩類を主

体とする伊豆・小笠原弧が存在し、入山瀬断層を介してユーラシアプレート側の付加体堆

積物（四万十帯）および前弧海盆堆積物（倉真層群、西郷層群）の地層ユニットと接して

いると考えられる。また伊豆・小笠原弧は、先古第三系の上位に新第三系火山岩類（湯ヶ

島層群相当層、白浜層群相当層）が塁重していると考えられる。 

また両プレートの境界付近にはトラフ状の凹地が形成され、これらを富士川起源の砕屑

岩や火山活動による火山砕屑岩などの堆積物（トラフ充填堆積物）が埋積しており、これ

らの堆積物は、富士川断層帯西側に分布している富士川層群、庵原層群とは同時異相と考

えられる。 

上述の概念図を基に本年度作成した三次元グリッドモデルを図 3-2-1-6 に示す。 

平成 24 年度の重力解析では、上位層と基盤との密度差を 0.6g/cc と仮定し重力基盤構造

図を作成した（図 3-2-1-7）。この重力解析で仮定した基盤は、ユーラシアプレート側におい

て四万十帯に、またフィリピン海プレート側では、白浜層群相当層に相当すると考えられ

る。作成された重力基盤構造図は、富士川河口を中心に 30~40km 規模の盆状構造を成して

いる。本年度は、四万十帯上限の深度構造図について、重力基盤構造が示している盆状構
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造の形状を参考に修正した（図 3-2-1-8）。 

また、鮮新統安山岩類が入山断層の東側のみに分布し、層厚が 500m とされているが、

平成 24 年度成果モデルでは、安山岩類の分布を地質モデルに反映しきれていなかった。本

年度では、鮮新統庵原層群と中部中新統～下部鮮新統富士川層群の分布を既存文献の地質

図および地質断面図を基に修正した。 

また、富士川断層帯東側のトラフ充填堆積物については、平成 24 年度成果モデルより詳

細な物性値分布を反映させるために本年度モデルでは層厚により 5 層に細分している。 

平成 24 年度モデルの P 波速度は、屈折法地震探査による御前崎地域の速度構造検討結果

（中部電力、2009a, 2009b）や、物理探査学会（1990）を参照し各地質時代の地層の岩種

による P 波速度のバリエーションを考慮し各地質時代の地層ごとに設定されていた（表

3-2-1-3(a)）。このモデルでは、富士川断層帯東側の各地層の埋没深度を考慮せず、１つの地

層に対し単一の P 波速度を与えたため、入山瀬断層を挟み接している富士川断層帯西側（ユ

ーラシアプレート側）の地層との水平方向のギャップが大きくなり過ぎ、現実的な物性値

の分布を反映しているといえなかった（図 3-2-1-9）。 

そのため本年度では、富士川断層帯西側（ユーラシアプレート側）と富士川断層帯東側

（トラフ充填堆積物・伊豆小笠原弧）ごとに埋没深度を考慮し、以下のように P 波速度の

見直しを行った。 

 

(1) 富士川断層帯西側（ユーラシアプレート側） 

本年度は、埋没深度を考慮し各地層での P 波速度の見直しをおこなった。 

図 3-2-1-10 に、上田ほか（2007）により基礎試錐｢相良｣の近傍で推測された静岡県南部

前弧堆積盆地の(a) 概念図と(b) 埋没史埋没史を示す。前期～中期中新世には倉真層群と西

郷層群が 2000m 近く堆積し、その後、隆起し現在の深度になっているとされている。 

本対象地域での富士川断層帯西側の地層ユニットの最大埋没深度については、掛川・相

良地域と同程度であったと仮定し、その後伊豆小笠原弧の衝突によって隆起し現在の深度

となっていると考え、物性値（P 波速度）に反映させた。表 3-2-1-3(b)に西南日本弧の各地

層の P 波速度を示す。 

 

(2)富士川断層帯東側（トラフ充填堆積物・伊豆小笠原弧） 

トラフ充填堆積物および伊豆小笠原弧については、地表試料での P 波速度実測値がない

ため、屈折法探査等の既存文献をもとに P 波速度と深度の関係式を作成することとした。 

トラフ充填堆積物については、中部電力資料（2009a;；2009b）を参照し（図 3-2-1-11、

図 3-2-1-12）、図中に示している b 地点と c 地点での深度と P 波速度を読み取り、P 波速度

と深度の関係式を作成した（図 3-2-1- 13(a)）。また伊豆小笠原弧については、鍵山（2007）、

Yoshii et al., (1985)、Asano et al., (1985)の既存文献を参照し、図 3-2-1-14 と図 3-2-1-15

で示している d 地点～f 地点での深度と P 波速度を読み取り、P 波速度と深度の関係式を作
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成した（図 3-2-1- 13(b)）。 

今年度の弾性体グリッドモデルの更新に当たっては、トラフ充填堆積物を層厚により 5

層に細分し、また伊豆小笠原弧は、下位より先古第三系、湯ヶ島層群相当層、白浜層群相

当層の 3 層から構成されるとした。先に作成したトラフ充填堆積物の P 波速度と深度の関

係式（図 3-2-1- 13(a)）を中心線として、±5％と±10％上下させ、計 5 個の関係式を作成

し、グリッドモデルのトラフ充填堆積物の 5 層に適用した（図 3-2-1-16(b)）。また伊豆小笠

原弧の白浜層群相当層と湯ヶ島層群相当層については、先に作成した関係式（図 3-2-1-13(b)）

を±2.5％上下させた関係式をそれぞれに適用した（図 3-2-1-16(a)）。 

伊豆小笠原弧の先古第三系は、主に玄武岩からなる古第三系～下部中新統とされている。

玄武岩の P 波速度は、物理探査学会（1990）によると、地表で採取した試料で平均 5.0km/sec

とされている。また深部では、先古第三系の P 波速度は、先に求めた伊豆小笠原弧の P 波

速度の深度プロファイルに近い速度になると仮定し、図 3-2-1-16(c)に示しているような関

係式を作成して、グリッドモデルの先古第三系の地層ユニットに適用した。 

S 波速度については、平成 24 年度と同様に、中部電力が作成した Vp-Vs 関係式を適用し

S 波速度を計算した（図 3-2-1-17(a)）。また密度についても、P 波速度から密度を推定する

Gardner の式（Gardner et al., 1974)を適用した（図 3-2-1-17(b)）。 

表 3-2-1-4 には設定した各地層の物性値一覧を示す。ただし海域での物性値は、P 波速度

を 1.5km/sec, S 波速度を 0 km/sec, 密度を 1.0g/cm3としている。 

図 3-2-1-18 に、今年度更新した三次元弾性体グリッドモデルに適用した各物性値分布を

示す。 

 

3-2-1-1-3 平成 24 年度モデルからの更新点 

平成 24 年度モデルからの更新点をあげる。本年度モデルでは、地質図等の既存文献から

推定される地質構造に加えて、重力解析による重力基盤構造図が示すトレンドを使用する

ことでより現実的な深部基盤構造図に改善した。また富士川層群、庵原層群、安山岩類の

分布を地質図等の既存文献に合うように修正した（図 3-2-1-19）。 

トラフ充填堆積物を平成 24 年モデルよりも細分し、富士川断層帯東側（トラフ充填堆積

物、伊豆小笠原弧）の物性値を深度との関係式として地質モデルに適用することにより、

富士川断層帯西側との物性値のギャップが小さくなり、より現実的な物性値分布を表現す

ることができた（図 3-2-1-20）。 

  



 

92 

 



 

93 

 

 



 

94 

 



 

95 

 



 

96 

 



 

97 

 



 

98 

 



 

99 

 



 

100 

 



 

101 

 



 

102 

 



 

103 

 

 



 

104 

 

3-2-1-2 弾性波シミュレーション（三次元弾性場） 

 更新した三次元弾性体モデルより一部を切り出し、以下の手順のように三次元弾性場の

弾性波シミュレーションを実施した。 

 

3-2-1-2-1 三次元構造モデルの切り出し 

前節で作成した三次元弾性体グリッドモデルから実際に三次元弾性波シミュレーション

を実施するためのモデルを作成した。シミュレーションに用いたモデルは境界からの反射

によるノイズを軽減すること考慮して、エアガン発震点の端点から 1km 拡げた 6km×6km

×5km のサイズとした。 

三次元弾性体グリッドモデルは 25m 間隔で不連続的に速度構造が求められている。シミ

ュレーションを行う際には、計算効率を高めるために、幾つかの層に分割し層の速度を一

定にしてモデルを作成して計算を行った。そこで、三次元弾性体グリッドモデルを海と最

下層を除く 50 層に区分し新たな速度構造モデル作成した。層区分の方法は、下記の通りで

ある。 

①三次元弾性体モデルから、それぞれの層の Vp 値の最大値、最小値を抜き出し、シミ

ュレーションモデルに使用する Vp の下限値と上限値を設定する。 

②シミュレーションに用いたモデルには、この上限値と下限値の間を 50 個に等分割した

値を各層の Vp 値として設定する。 

③Vs とρについては、②で設定した Vp の値から以下の式で換算する。 

  Vs = 0.68×Vp- 580.0 [m/s] 

  ρ=0.31×Vp0.25 [kg/m3] 

 

以上によって作成されたシミュレーションに用いたモデルに与えた物性値を表3-2-1-5に

示す。また、シミュレーションに用いたモデルの鳥瞰図を図 3-2-1-21、主要な X-Z 断面に

おける Vp の分布図を図 3-2-1-22～図 3-2-1-34 に示す。図を見ると、作成したデータは三

次元弾性体モデルを再現できていることが確認できる。 

 

3-2-1-2-2 弾性波シミュレーションの条件 

弾性波シミュレーションに用いる計算条件の一覧を表 3-2-1-6 に示す。 

震源には球面発散となるような爆破型点震源を用いる。入力する震源時間関数は図 3-2-1-35

に示す中心周波数 20Hz のリッカーウェーブレット波を用い、震源モーメントが 1.0×

1010Nm となるように入力する。図 3-2-1-35 に示す波形の時間 0 が解析における T=0s であ

る。 

ボクセル要素の最小サイズは 12.5m、深度 2500m 以下では 25m を用いており、モデル

全体の要素数は約 5200 万要素である。波動伝播を有限要素法で数値シミュレーションする

ためには、最低でも波長の 10 分の 1～5 分の１程度以下の大きさの要素サイズを用いる必
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要がある。今回のシミュレーションでは P 波に着目するため、最小 Vp1500m/s のモデルを

対象周波数 20Hz で解くためには 1 波長 1500m/s×(1/20Hz)=75m の 5 分の 1 以下の 15m

の要素サイズが必要となる。そのため、図 3-2-1-36 に示す概念図のようにモデルの上側で

は 12.5m のサイズ、Vp の値が大きくなる深度 2500m 以下では 25m のサイズとしている。 

シミュレーションで用いる計算時間間隔Δt は 0.00169492 s である。Δt は最小要素サイズ

ΔL と最大速度 Vp から決定される下式のクーラン条件を満たす必要がある。 

  ΔL ＞ Vp×Δt 

 

ここで、クーラン数を C とすると１ステップ計算時間間隔Δt は次式で求まる。 

  Δt = C×(ΔL / Vp) 

クーラン数 C は１以下にする必要があり、0.8 程度で解析精度を保ちつつ安定した解析を行

うことができるため C を 0.8 にしてΔt を決定している。 

境界条件には粘性境界を用いる。これは地震波の伝播を解析で取り扱う場合に半無限的

な広がりを持つ空間に仮想的な境界を仮定し、有限な領域に置き換える手法の一つである。

ここでは半無限境界条件として粘性境界を用いている。波動の入射エネルギを境界におけ

る粘性応力によって吸収するものであり、地盤を有限化して扱う場合の境界に入射する振

動エネルギを吸収するような境界応力として粘性応力を用いる方法である。 

シミュレーションに用いた計算機のスペックは Intel Xeon L5640(2.26GHz)×2CPU(計

12 コア)/ノード、メモリ 48 GB/ノードであり、1 ショット 3540 ステップの計算を約 3 時間

掛けて行う。6601 ショットの計算を行うのに、計算機を 70 ノード用いて約 3 週間を要し

た。 

 

3-2-1-2-3 弾性波シミュレーション手法 

シミュレーションにはボクセル有限要素法による大規模地震動伝播解析コード

「GeoWAVE」を用いた。 

ボクセル有限要素法では、メッシュ生成時に同一地層内領域などユーザーが指定した解

析効率上必要と思われる任意の領域（サブグリッド）毎に均一メッシュを用い、解析時に

メッシュの均一性を用いて解析の効率化を行う手法である。 

三次元地震波伝播解析には、少ない計算メモリと演算時間で結果が得られることから差

分法が広く普及している。ただし、この方法では山・谷のような複雑な地形をモデル化す

るための自由表面の境界処理が煩雑となる点に問題が残る。一方、有限要素法では自由表

面における境界条件が定式化の段階で自動的に設定されているため、複雑な地形を自由に

モデル化できる利点がある。また、このコードでは並列化処理を行うことで計算に必要な

メモリや演算時間を大幅に減少させることができる。さらに、三次元弾性場をボクセル要

素でモデル化するにあたり、速度構造に応じて要素サイズを変化させることにより、要素

数の増大を抑えて計算の効率化を図っている。図 3-2-1-36 に示したボクセル型有限要素法
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によるモデル化の概念図のように、モデル境界は階段状になるがメッシュサイズを地震動

波長に比べて十分小さくすることでその影響は無視できる程度に小さくなると考えられる。 

 

3-2-1-2-4 合成地震記録の作成 

図 3-2-1-37 にモデルのほぼ中央に相当する発震点（SP21081）から発震された速度波動

伝播（X,Y,Z の 3 成分合成）の振幅値の二次元断面スナップショットを、図 3-2-1-38 に速

度波動伝播（X,Y,Z の 3 成分合成）の三次元等ボリューム値スナップショットを示す。二次

元断面スナップショットでは値がゼロ（波が到達していない部分）も青色で塗られている

ため全体に色が塗られており、三次元等ボリューム値スナップショットでは値のある部分

にのみ色が塗られている。両者の図を見ると解析が発散することなく正常に行えており、

波動も震源から同心円状に拡がっていく様子を確認することが出来る。 

次に、X、Y、Z 方向と圧力場の合成波形出力例のうち断層走向に平行方向のものを図

3-2-1-39～図 3-2-1-50、直交方向のものを図 3-2-1-51～図 3-2-1-62 に示す。合成波形には

AGC（Automatic Gain Control）処理を施しており、AGC Window Length は 1000ms で

可視化を行った。図を見ると全ての成分で直達波が明瞭に見えており、到達時間も震源か

らの距離に整合することから計算が正常に行えていることが確認できる。 

図 3-2-1-39～図 3-2-1-42 の SP01081 の結果では X 成分があまり明瞭でないが、これは

断面上に震源があり断面直角方向の成分を見ているためだと考えられる。また、P、Y 成分

で RP16090 周辺の波形が乱れているのは、断層の存在によりモデルの物性値が急激変化し

ているのが影響しているためだと考えられる。Z 成分では断層の影響により RP16060～

RP16080 周辺の受振点で後続波形の振幅が大きくなっている為、直達波の振幅が小さく表

示されていると考えられる。 

図 3-2-1-43～図 3-2-1-46 の SP21081 の結果では P、Y、Z 成分の直達波以外のイベントは

あまり目立たない。X 成分では SP01081 と同様に RP16090 周辺の波形が乱れ、RP16060

～RP16080 周辺の受振点では後続波形の振幅が大きくなっている。 

図 3-2-1-47～図 3-2-1-50のSP41081の結果ではSP01081と発震点が逆位置にあるため、

直達波の到達時間のセンスが逆になっているが、P、X、Y、Z 成分全てで断層の影響により

RP16090 周辺の波形が乱れ、RP16060～RP16080 周辺の受振点では後続波形の振幅が大

きくなっているのが確認できる。 

図 3-2-1-51～図 3-2-1-58 の直交方向の断面図を見ると、どの成分も左側、真ん中、右側

の 3 つの受振点グループで波形の特徴が別れており、物性値の影響を確認することが出来

る。 

ただし、記録例を詳しく見ると数値計算上のノイズ（数値分散）が少なからず発生して

いて、反射波のあとに 5 波長程度の後続波が確認できる。これらは、次節の反射法データ

処理において 1 枚の反射面に対するイメージが後続波を伴う波群として表現される結果と

して表れることを示唆する。また、これらの後続波のイメージ部分において、フットプリ
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ントが強調された表現となった。これらの数値分散を軽減させるためには、グリッド間隔

をより小さくすることが求められる。しかし、例えばグリッド間隔を半分（1 波長あたり

10 グリッド程度）にした場合、三次元波動場では計算時間が 16 倍かかり数か月を要するこ

とになり今回の研究期間内には収まらないため、ここでは問題を提起するにとどめ、今後

の課題とする。 
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3-2-1-3 合成地震波記録を用いた反射法データ処理（三次元処理） 

前節の三次元弾性波シミュレーションによる合成地震記録について反射法データ処理フ

ローに基づくイメージングを以下に述べるように実施した。 

 

3-2-1-3-1 反射法データ処理の流れ 

図 3-2-1-59 に示す反射法探査データ処理流れ図に従って実施し、表 3-2-1-7 に処理パラメ

タの一覧を示す。 

 

(1) フォーマット変換およびデータ編集( Data Format ) 

弾性波シミュレーションの出力フォーマット(IBM binary)から、SuperX(JGI Internal 

Format)フォーマットへの変換を行った。 

 

(2) トレースヘッダーへの測線情報の入力( Geometry Application ) 

SuperX トレースヘッダーに関して、発震点及び受振点のインデックス、オフセット距離等

の測線情報を入力した。 

 

(3) 最小位相変換( Minimum Phase Conversion )  

ピーク周波数 20 Hz の Ricker Wavelet を最小位相特性に変換するオペレータを作成し、記

録にコンボリューションする。これにより記録は最小位相特性となり、デコンボリューシ

ョン後の波列は、正の振幅ピークの位置が正の反射係数の位置となる。 

 

(4) ケーブル・エアガン深度補正( Static Correction )  

ケーブル深度およびエアガン深度の相当する時間シフトを記録に適用することで、記録の

ゼロ時間が海水面となるように補正した。 

 

(5) 振幅回復（Amplitude Recovery） 

 波動場は三次元的に広がることで発生する球面的な振幅の減衰に対する補償処理を行う。

ここで使用する速度モデルは(8)で作成する RMS 速度モデルである。 

 

(6) デコンボリューション( Deconvolution ) 

フィールド観測記録では、地層の非弾性や観測系の諸特性により伸長した波形をパルスに

戻すとともに、短周期の多重反射波を除去することを目的として、デコンボリューション

(Deconvolution)を適用した。S/N の低い記録に対してホワイトニング・デコンボリューシ

ョンを適用すると、ノイズを強調するだけでなく波形も歪むことから、重合効果の低下を

招くことになる。ここでは基本波形への影響を抑えるため、予測型デコンボリューション(予

測距離 16ms)を採用した。 
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(7) 速度モデル作成 ( Velocity Model Building ) 

本処理はサーベイデザインのスタディであるため、イメージングに使用する速度モデルは

シミュレーションデータを計算したときの速度モデルと同じものを使用する。次の PSTM

で使用する RMS 速度モデルは、実際の深度速度モデルを鉛直方向に積算したものである。 

 

(8) PSTM (Pre-Stack Time Migration) 

RMS 速度構造に従って走時計算を行い、反射波をモデルに相当する時間位置にマッピング

し、時間領域のイメージングを行う。イメーングに使用するオフセットは 100 m 間隔とし

た。この処理で得られるデータを CIP (Common Imaging Point) Gather と呼ぶ。 

 

(9) ミュート( Mute ) 

PSTM に伴う波形の伸長及びオフセット距離の大きいトレースに残留する屈折波初動部分

を抑制する目的で、アウトサイドミュート処理を適用した。 

 

(10) CIP Stack (Common Imaging Point Stack) 

PSTM によって得られた CIP Gather を重合する。 

 

(11) 深度変換( Time-Depth Conversion) 

(7)と同様にシミュレーションデータを計算した速度モデルから平均速度モデルを作成し、

バーティカルストレッチ法による深度変換を実施した。平均化は、深度方向にウィンドウ

長を大きくする移動平均（深度 3000m でウィンドウ長 2000m）を用いた。 

 

(12) 振幅調整 AGC (Automatic Gain Control) 

最後に、ゲート長 2000 m の AGC を適用した。 

 

3-2-1-3-2 反射法データ処理結果 

以上の処理により得られた合成地震記録に対するイメージング結果を示す。図 3-2-1-60 は

PSTM によって得られる時間領域のマイグレーション断面図である。反射面が地下構造と

してイメージングされている。海底面の時間位置を倍したところに多重反射波がイメージ

されていることがわかる。多重反射波については、実際の取得記録に対しては抑制処理手

法を検討の上適用する必要がある。図 3-2-1-61～3-2-1-63 に深度変換後マイグレーション

断面図を示す。イメージング領域北側、中央、南側の 3 箇所の東西断面である。図 3-2-1-64

は 3D キューブでイメージング結果を見た図である。図 3-2-1-65 は 1000 m の深度スライ

ス、図 3-2-1-66 は 2600 m の深度スライスである。断層の水平方向のつながりを見ること

ができる。 
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3-2-1-4 合成地震波記録を用いた屈折トモグラフィー解析 

作成した三次元弾性体モデルの速度構造を用いて、トモグラフィックインバージョン法

による二次元 P 波屈折トモグラフィー解析を実施し、トモグラフィー解析による速度推定

の有効性の検証を行う。 

 

3-2-1-4-1 屈折トモグラフィー解析の概要 

作成した三次元弾性体モデルの速度構造を用いて、トモグラフィックインバージョン法

による二次元 P 波屈折トモグラフィー解析を実施し、トモグラフィー解析による速度推定

の有効性の検証を行う。トモグラフィックインバージョン法の概要を 3-2-1-67 に示す。 

トモグラフィックインバージョンにおける理論走時のフォワードモデリングには、

Linear Traveltime Interpolation 法(LTI 法, Asakawa and Kawanaka, 1993)を用いた。波

線の計算では対象の領域を格子に分割し、各格子を通る波線を求める。LTI 法においては各

格子をさらに細かく分割し、隣接する同様に細かく分割された格子上の各分割点を結ぶ波

線断片の走時を計算した後、得られた走時の組を用いて走時が最小になるよう波線断片を

補間する。格子のサイズ・分割点にかかわらず走時が最小になる波線経路を計算すること

により、他の走時計算法と比較して正確さと安定性に利点を持つ。 

インバージョンのアルゴリズムは基本的に、Simultaneous Iterative Reconstruction 

Technique(SIRT 法)を用いた。トモグラフィックインバージョンでは一般に、格子に分割
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された領域に対し波線経路に沿った格子上に走時の観測値と計算値の差を速度の修正値と

して割り振り、波線計算と速度修正値の決定の反復計算をする Algebraic Reconstruction 

Technique(ART 法)によるインバージョンを行う。通常の ART 法では各格子上で波線ごと

に計算した速度の修正値をそれぞれ逐次的に適用するが、SIRT 法においては全波線で速度

の修正値を計算して平均を取った値を以って同時に修正を適用する。さらに本解析に用い

る SIRT 法では、速度の修正値の計算において各格子内を波線が通過する時間を用いて残差

走時を比例配分する改良を施してある。また波線からの距離に応じた重み係数により波線

周辺の格子を更新対象にすることで、計算の安定化を図っている。 

インバージョンにおける信頼性評価として、初期モデルランダム化によるモンテカルロ

不確実性解析(白石ほか, 2010)を行った。ランダムに生成した多数の初期モデルに対してト

モグラフィー解析を実施し、全ての結果を平均した速度分布及びその平均値からのばらつ

きを示す標準偏差分布を得る。これら二つの情報は、それぞれ、トモグラフィー解析によ

る速度構造モデル解とその確からしさの指標として提供できる。 

 

3-2-1-4-2 屈折トモグラフィー解析結果および信頼性の検討 

三次元弾性体モデルの速度構造より構成した二次元速度モデルを用いて屈折トモグラフ

ィー解析を実施する。三次元シミュレーションの受発震ジオメトリーにおいて、陸側に最

も近い受振点を含む発震ライン 36 にて水平方向 6km、深度方向 4km の二次元断面を切り

出した。得られた二次元断面の水平端点の構造をそれぞれ延長し、水平方向 12km、深度方

向 4km の二次元速度モデルを構築した。構築した二次元速度モデルを図 3-2-1-68 に示す。 

発震点および受振点は三次元シミュレーションに準拠し、発震点間隔 25m、受振点間隔

100m とし、発震点深度は水深 12m、受振点は海底面上に設置するとした。発震点および

受振点は二次元モデルの水平方向全体に配置し、二元速度モデルを用いて理論走時を計算

し、観測走時として用いた。 

メッシュサイズは水平方向・鉛直方向共に 25m とした。また速度の修正における更新対

象格子の範囲は、波線から 200m までの距離とした。計算の安定化のため、水平方向 125m

のボックス型移動平均によるスムージングを施した。 

初期速度構造モデルは、ランダムな条件での 100 ケースについて構築し、各々について

トモグラフィックインバージョンを行った。初期速度構造モデルの生成条件としては、深

度 0m で速度 1000～2000m/s、深度 6000m で 3000～7000m/s になる速度勾配の範囲でラ

ンダムに選択した単調増加なモデルを生成した。 

拘束条件として、海水面から海底面の領域を海水の速度 1500m/s で固定した。 

構築した異なる初期構造モデルに対して、それぞれ反復回数 20 回とした。反復回数の設定

においては、観測走時と計算走時の残差に十分な収束が得られる値を選択した。解析パラ

メタの一覧を表 3-2-1-8 に示す。 
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(2) トモグラフィー解析結果 

100 ケースの初期速度構造モデルから得られた結果の平均をとって、トモグラフィックイ

ンバージョンによる最終的な速度分布とした。P 波トモグラフィックインバージョンによる

最終的な速度分布及び各トモグラフィックインバージョン結果から計算される平均波線密

度をそれぞれ図 3-2-1-69～70 に示す。速度分布においては、下図の波線密度が１より大き

な値を持つ格子の結果のみ有効であるとみなし、その他の格子は NAN 値を以ってマスクす

ることにより表示している。また計算結果に対するスムージングは行っていない。得られ

たトモグラフィー解析結果の断面と二次元モデルのホライゾンを比較した図を図 3-2-1-71

に示す。各層のホライズンおよび断層線を黒線で重ねて表示した。 

トモグラフィー解析により、解析領域中央部においては深さ 3500m 程度、両端部におい

ては深さ 500～1500m 程度までの波線範囲において速度構造が得られた。解析領域左端か

らの距離 6000m 程度を境に速度のギャップが見られ、解析領域左側の速度が速くなる構造

が見られる。標準偏差分布において速度のばらつきが 50～200m/s 程度の範囲内に収まるこ

とより、解析結果は初期モデルに依存しない安定した結果が得られたとみなせる。 

走時を計算した二次元速度モデルとの比較より、入山瀬断層および断層東側トラフ重点

堆積物第 2 層、断層西側庵原層群・富士川層群までの構造は概ね再現できていると考えら

れる。下層の構造に対しては、層境界の形状についての再現性は低いが、深度方向の速度

勾配および、層内の平均的な速度については二次元速度モデルとよく整合している。局所

的に波線密度が高くなる領域では、距離 9000～10000m 程度に見られるように偽像として

の速度異常が生じる場合があるため、留意する必要がある。 

 

(3) 空間分解能の検討 

トモグラフィックインバージョン法の空間分解能を検討するため、チェッカーボードテ

ストを実施した。前項で得られた二次元速度モデルを背景モデルとして、格子状の擾乱を

与えたモデルから理論走時を計算し、トモグラフィー解析による格子模様の再現性により

分解能の検討を行った。 

計算条件としては、前項のトモグラフィックインバージョン法と同様の受発震ジオメト

リーおよび解析パラメタを用いる。格子状の擾乱の摂動グリッドサイズは 200m、400m、

800m の 3 パターンとし、摂動の大きさは格子内速度値に対し±5%とする。二次元モデル

に与えた各パターンの摂動分布を図 3-2-1-72～74 に示す。 

計算手順としては、まず二次元速度モデルを初期モデルとしてトモグラフィー解析を行

った。次に得られた速度構造に対し各摂動パターンを与え、各摂動パターンから計算した

理論走時を用いてトモグラフィー解析を実施した。最後に得られた速度構造と摂動パター

ンを与えないで得られた速度構造との差分を取った。 

チェッカーボードテストにより得られた格子状の擾乱の再現結果を図 3-2-1-75～77 に示

す。各摂動パターンを与えた場合と与えない場合の結果の差分を速度のパーセンテージで
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示している。また与えた摂動パターンと再現結果の重ね図を図 3-2-1-78～80 に示す。再現

結果の図面に各摂動パターンを 30%の透過で重ねて示している。 

得られた結果より、摂動グリッドサイズ 200m では水平方向・深度方向共に再現性は低

く、十分な分解能があるとは言えない。摂動グリッドサイズ 400m では、深さ 1200m 程度

までは格子模様の再現性がある。摂動グリッドサイズ 800m では、1600～2400m 程度まで

格子模様を再現している。以上の結果より、深度方向の分解能として、深さ 1000m 程度ま

では 400m 程度、深さ 2000m 程度までは 800m 程度の分解能があると考えられる。 
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3-2-1-5 弾性波探査仕様の比較検討 

 ここまで述べてきた弾性波探査結果を踏まえ、当該対象領域において有効な弾性波探査

仕様について比較検討を行った。 

 

3-2-1-5-1 受振測線間隔の検討 

受振測線間隔が反射法探査結果に及ぼす影響について、検討を行った。図 3-2-1-81 に示

すように、受振測線の間隔が(a)100 m、(b)200 m、(c)300 m と大きくなっていった場合に

ついて、反射法データ処理結果の深度断面図を比較して、それぞれの調査によって期待で

きるイメージング結果を示す。図 3-2-1-82 は、反射法データ処理により得られる深度断面

である。受振測線の間隔が粗くなってゆくことで、海底面付近（浅部）になるにつれて、

反射面の連続性が低下してゆくことがわかる。浅部を探査対象とする本研究においては、

受振測線間隔は 100m 程度に設定することが望ましい。 

 

3-2-1-5-2 発震領域（マージン部）設定の検討 

シミュレーション実行時には、図 3-2-1-83(a)に示すように発震領域は受振領域よりも東

西南北全方位に 500 m ずつのマージンを設けて受振記録の作成および反射法データ処理を

実施した。ここでは、このマージンを(b)東西のみ、(c)マージンなしとして発震作業を行っ

た場合についての反射法データ処理結果の深度断面図を比較して、それぞれの調査によっ
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て期待できるイメージング結果を示す。図 3-2-1-84 は、2.3 節に示した反射法データ処理結

により得られる深度断面である。比較のため、受振領域北側の断面で比較する。(b)のよう

に東西のみのマージンの場合でも(a)東西南北すべてにマージンをとった場合と比べて遜色

のないイメージング結果が得られていることがわかる。(c)マージンなしでは、東西に 250 m

ずつイメージ不可能の部分が発生する。 

 

3-2-1-5-3 二次元反射法と三次元反射法の比較検討 

三次元反射法と二次元反射法の比較を行った。図 3-2-1-85 に三次元の調査と二次元調査

の調査ジオメトリーを示す。ここでは、三次元の取得データと、そこから二次元測線図上

の記録を抽出して二次元的な処理を行った結果を比較する。図 3-2-1-86(a)は、三次元デー

タ処理結果、(b)は二次元の処理結果である。(a)の解析結果に比較して、(b)の結果は乱れて

地下構造の把握が困難となっている。その原因は、二次元の処理結果では測線上以外から

の地下構造の三次元性に起因するシグナルも、二次元測線上にイメージされるために、深

度断面図内に多くの偽像が現われ、反射面の連続性が低下しているためである。 

 

3-2-1-5-4 屈折法解析の有効性検討 

弾性波シミュレーションによる数値実験から、弾性体モデルで設定された音響インピー

ダンスが現実的であれば、10km 以上の長大測線展開による二次元弾性波探査を実施するこ

とで、断層ジオメトリーなど深部構造の把握に成果が見込まれることがわかる。また、沿

岸域の弾性波探査に対して、反射法と屈折トモグラフィーの統合的な解析を行うことで、

調査成果に対する信頼性が向上するため、長大展開による反射法と屈折法の同時取得・解

析を実施することの利点である。 

一方、同時取得を行うためには、反射法の計測中も長大展開を行う必要があり、測線の

メンテナンスにかかる労力は増大し機器費も増大する。しかしながら、屈折法と反射法を

個別に実施する場合のコストに比較すると、両方の調査を同時に実施することにより、初

期費用が共通になるものが多く、その分コスト削減が可能である。 
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3-2-1-6 弾性波探査仕様案の策定 

ここまで述べてきた沿岸海域における三次元弾性波探査のフィージビリティ・スタディ

検討結果を踏まえ、当該対象領域において有効な弾性波探査の仕様案を策定した。 

 

3-2-1-6-1 探査仕様案の項目および内容検討 

当該対象領域の浅層領域を高精度に調査することを前提として、探査仕様の検討を行っ

た。調査対象地域は、既に概要的な調査として二次元弾性波探査が実施され、調査候補地

域が絞り込まれた段階を想定し、候補地域の地下構造をさらに精密に調査する目的で、三

次元弾性波探査を実施することとした。このような条件下では、小規模な三次元地震探査

が費用対効果を考えた上で望ましい。ここでは、それを前提に仕様案を策定する。調査対

象は、以下の条件とする。 

 

・ 領域：         800ｍ×800ｍ（Ｘ：東西方向、Ｙ：南北方向）、深度～1000ｍ 

・ 水深：         10m 弱～100ｍ 

・ 垂直分解能：   約 25ｍ 

・ 水平分解能：   約 50ｍ 

 

仕様案は、OBC を用いた調査方式（図 3-2-1-87）による探査手法を行った場合のものであ

る。測定の基本となる作業は、発震船（ガン船）を航行しながら震源（エアガン）から音

波を発し、地下の地層境界面から反射してくる音波を受振器（OBC）にて受け、その信号

を探査装置で記録する作業である。発震船は、測定時は船上に設置した GPS でリアルタイ

ムに計画測線と船位置との関係を把握しながら船を計画測線上に誘導する。船速は、2～4

ノット（3.7～7.4km/h）で航行する。当地域における反射法の調査対象深度を考慮して、

かつ、浅層での高分解能イメージングを達成できるように、発震点間隔 25m（標準）、発震

測線間隔 50m を基本とする。 

なお、当該対象領域の浅海沿岸地域は、通航船舶が多く漁業活動が活発であるために、

ストリーマ方式による三次元調査は海上交通安全上のリスクが高く、ストリーマケーブル

の曳航長が極端に制限されるため、調査期間やコストの観点から非現実的である。従って、

ストリーマ方式による三次元調査は採用しないこととした。なお、当海域では、年間を通

して漁（シラス漁、底引き漁）が行われており、漁期において OBC を敷設することは困難

が予想される。ここでは、お盆休み（休漁期）を想定して、1 週間程度以内で OBC の展開・

撤収が実施できるような現実的な工程を考えた。 

以下に、具体的な地震探査仕様案を示す。 

 

3-2-1-6-2 静岡県富士川河口沿岸域の三次元反射法弾性波探査 仕様案 

(1) 調査目的 
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既に概要的な調査として二次元弾性波探査が実施され、調査候補地域が絞り込まれた段

階を想定し、沿岸陸域から浅海域にかけての調査対象地域の地下構造をさらに精密に調査

する目的で三次元弾性波探査を実施する。例えば、二次元探査ではノイズにより反射波の

連続性が損なわれて断層の広がりを空間的に追跡することが困難なエリアでも、三次元調

査で得られるサイスミックキューブから反射面の空間的な形状を調べることによって、駿

河トラフ軸等に沿って分布する活断層群の走向や傾斜などの性状を精度よく把握すること

が期待される。 

 

(2) 対象領域と分解能 

静岡県の富士川河口沿岸浅海域を対象とする（図 3-2-1-88）。調査対象は、以下の条件とす

る。 

・ 領域：         800ｍ×800ｍ（Ｘ：東西方向、Ｙ：南北方向）、深度 50～1000ｍ 

・ 水深：         10m 弱～100ｍ 

・ 垂直分解能：   約 25ｍ 

・ 水平分解能：   約 50ｍ 

 

(3) データ取得仕様 

・ 震源：       エアガン（480cu.in. 2000PSI） 

・ 発震点間隔：   25ｍ（Ｘ方向） 

・ 発震測線間隔：  50m 

・ 発震測線長：   2400m 

・ 発震測線数：   20 測線 

・ 発震点数：     1920 点 

・ 発震深度：  水深 5～10ｍ 

・ 受振：       OBC（4成分：ハイドロフォンおよび 3成分MEMSセンサー） 

・ 受振点間隔：   25ｍ（Ｙ方向：発震測線と直交） 

・ 受振測線間隔：   100ｍ 

・ 受振測線長：   800ｍ 

・ 受振測線数：   9 測線 

・ 受振点数：   288 点 

・ 受振深度：   海底（水深 100m 未満） 

・ サンプリング：  2ｍ秒 

・ 記録長：       4 秒 

・ 記録器：      デジタルテレメトリ型システム 

・ チャンネル数：   288*4ch（固定展開） 

・ 測量：           DGPS(発震点)、音響システムによる位置測量（受振点） 
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※発震作業は、海況によるが、4knot 航行で 25m 毎に約 12 秒間隔で発震する。 

※本調査に先だって、本調査測線を確定するための事前資料を得るために、調査エリアに

対して浅海（水深 5-20m）の海底調査を実施する。海底調査は、ナローマルチビーム深浅

測量により実施する。 

 

(4) データ処理・解析作業 

標準的な三次元反射法データ処理および屈折法トモグラフィー解析を実施し、下記に示す

図面類を作成する。 

【反射法解析】 

・速度断面図 

・重合時間断面図（サイスミックキューブ） 

・マイグレーション断面図（サイスミックキューブ） 

・深度断面図（サイスミックキューブ） 

 

【屈折法トモグラフィー解析】 

・速度断面図 

・反射法断面図との対比図 

・解の信頼性および初期モデル依存性に関する検証結果 

 

反射法の対象深度は、1000ｍ以深とする。なお、屈折法トモグラフィー解析の対象深度は、

最大で 100m 程度を想定する(測線長の 1/8 程度)。 

 

(5) 調査期間および時期 

業務全体の期間：   約 8 カ月 

・事前準備作業：   約 3 ヶ月（深浅測量による事前海底調査を含む） 

・現場作業期間：    7 日間（観測作業、お盆休みの休漁期を想定、深浅測量を除く） 

17 日間（偽装、解装、回航を含んだ全体日数） 

・解析作業：      約 4 ヶ月 

 

(6) 成果品 

1）調査報告書                              

2）電子ファィル  

・反射法データ（SEG-D 形式） 

・測線座標データ 

・オブザーバーズレポート 
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(7) 主要機材および現場作業人員 

・エアガンシステム ：  1 式（480cu.in. 2000PSI システム） 

・地震探鉱機    ： 1 式（デジタルテレメトリ型システム） 

・OBC       ： 9000m（予備含む） 

・発震船      ： 1 隻（50 トンクラスを想定） 

・ケーブル敷設船  ： 1 隻（200 トンクラスを想定） 

・監視船      ： 2 隻（10 トンクラス：地元傭船漁船を想定） 

・小型作業船    ： 1 隻（船外機付き：地元傭船漁船を想定） 

・観測車      ： 1 台 
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3-2-2 MT法2次元探査数値解析支援ソフトウェアの開発 

概 要 

本研究では，平成19年度，および平成21〜24年度に産業技術総合研究所(以下，産総

研)が資源エネルギー庁の地層処分技術調査等事業(沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度

化開発)の研究において開発した沿岸域における浅海用海底電磁探査法装置で取得した

データの解析・解釈のための比抵抗モデル計算やインバージョン(逆解析)用の数値解析

ソフトウェア入出力(比抵抗モデル・送受信配置など)作成支援ソフト(以下，本ソフトウ

ェア)を整備し，一連の数値解析・処理作業の効率化・迅速化を図った。 

また，将来的には沿岸域および一般的な陸域・海域における電磁探査法調査を計画

するための比抵抗モデル計算(フォワードモデリング・インバージョン)の効率化が重要

であり，本ソフトウェアではそれら一連の数値解析・解析作業の効率化・迅速化にも資

するものである。 

平成25年度は本ソフトウェア開発の初期段階として，産総研が公開している電磁探

査MT法2次元数値解析（フォワードおよびインバージョン計算）用プログラムソフト

ウェア「MT2-D」

(https://staff.aist.go.jp/uchida-toshihiro/files/fortran_code/programs.html)に関して，

グラフィカルユーザインタフェース（以下GUI）関係の機能開発として，(1) 入力パラ

メーターファイル設定用GUI，(2) 地下比抵抗モデル・有限要素法メッシュ設定用GUI，

(3) 計算結果出力・可視化表示用GU，等の機能の実装を行った。また，一連の作業手

順についての操作説明書も併せて用意した。これらの整備により，テキスト・コマンド

ベースである「MT-2D」ソフトウェアにGUIを付加し，計算の前処理から後処理にか

かる一連の作業の簡便化・効率化が可能となった。 

 

実装機能と使用例 

本ソフトウェアは，産総研が公開している電磁探査MT法2次元数値解析（フォワー

ドおよびインバージョン計算）用プログラムソフトウェア「MT2-D」(以下，MT-2D)

の入力ファイル作成を支援し，「MT2-D」の計算結果表示・確認・修正を支援するため

のGUIソフトウェアである。本ソフトウェア以前の「MT2-D」の解析作業では，テキ

スト・コマンドベースで入力ファイルが用いられており，また解析結果の表示も各ユー

ザーが表示用の独自ソフトウェアを開発・利用していた。本ソフトウェアは，入力ファ

イルである有限要素法メッシュファイルおよび比抵抗ブロックファイルをGUIで作成

することができ，解析で利用される計算グリッド・ブロックを確認しながら入力ファイ

ルを作成する機能を搭載した。また，解析結果も同様のGUIで表示されるため，解析結

果の確認に要する時間が軽減されると同時に，ファイル名やフォルダの誤処理リスクの

低減を図った。具体的には，「MT-2D」利用において最も重要かつ対応時間を要する有
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限要素法のメッシュ及び比抵抗ブロックの設定・確認(図3-2-2-1)，インバージョン結果

の表示・確認・保存(図3-2-2-2)に加え，インバージョン終了後に各反復回数における見

掛比抵抗・位相応答グラフ(図3-2-2-3)や反復に伴う残差収束状況(図3-2-2-4)を容易に表

示・確認する機能も実装した。さらには，インバージョンの初期モデルや中途段階，そ

して最終的な比抵抗モデルを選択，表示する機能(図3-2-2-5)も有しており，インバージ

ョンの設定が妥当であるかの確認や，再計算のための設定を容易が容易になるよう設

計・実装した。 

本ソフトウェアでは，上記機能の他に，解析過程のプロジェクト化と管理，計算実

行用バッチファイル(実行コマンドやファイル変名などの作業を記述したテキストファ

イル)の生成機能も有している。これらの機能を活用することで，従来の「MT-2D」利

用において問題となっていた作業の遅延や誤処理を低減することが可能であると考え

られる。 

今後は本ソフトウェアを沿岸域等の2次元MT法探査計画作成や，数値シミュレーシ

ョンの効率化のために積極的に利用するとともに，改良・改善を加えていきたい。 

 

図3-2-2-1 有限要素法メッシュと比抵抗ブロックの設定画面 



 

157 

 

 

図3-2-2-2 測点および比抵抗モデル表示・確認画面 

 

 

図3-2-2-3 MT応答(見掛比抵抗及び位相)表示画面 
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図3-2-2-4 インバージョン(残差)収束状況表示画面 

 

図3-2-2-5 インバージョン各反復回における比抵抗モデルの選択と表示 

モデル選択ボタン 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 海上掘削調査技術の開発 

（地下水の研究）  
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4-1 海域調査 
 

 本事業は沿岸域の地下環境を対象としている。また沿岸域では，地下水と海水の両者が

地下地質・地下水環境に影響を及ぼしていると考えられる。そのため，掘削調査や物理探

査，地下水流動解析によって得られる沿岸域地下環境の情報を解釈するためには，陸域の

地下水環境の把握に加え，海域の水環境を把握しておく必要がある。本項では，掘削対象

地域を含めた駿河湾沿岸域の水環境の把握を目的に海域調査を実施した。 

 

4-1-1 広域曳航調査 

 

 駿河湾沿岸域における海水の水質の状況を把握するため，2014 年 1 月 16 日および 17

日に広域曳航調査を行った。調査の概要を図 4-1-1 に示す。広域曳航調査では水深 30m－

40m を目安として約 4 ノットの速度で航行し，水温，電気伝導度，塩分，DO（溶存酸素

量），Chl-a（クロロフィル a）および 222Rn（ラドン）濃度の測定を行った。各項目の測定

に際して，調査船側面の水深 1m に固定した揚水ポンプ（Bilge Pump 1100 GPH, rule 社）

から，揚水した海水をコンテナボックス内に導入して連続測定を行った。コンテナボック

スから排水された海水は，後方へ排出されるよう留意した。船舶の位置は Differential GPS

（A100, Hemisphere 社製）を用いて記録した。水温，電気伝導度，塩分，DO，Chl-a は，

多項目水質プロファイラー（ASTD102，JFE アドバンテック社製）を用いて 5 分間隔で

測定した。測定の状況を図 4-1-2 に示す。 

  222Rn はウラン崩壊系列に属する半減期 3.8 日の放射性元素で，226Ra を親核種とし，

α崩壊して 218Po となる。親核種である 226Ra は岩石の鉱物中に含まれており，半減期 1599

年に応じてα崩壊し，222Rn を大気や水などの接触している媒体中へ放出する．水への溶

解性は高く，一方で水中に溶解している 222Rn は大気と接触すると大気中へ散逸する性質

を持つ（Porcelli，2008）。そのため，常に地層内の鉱物から 222Rn が供給される地下水は

222Rn 濃度が高く，海水や河川水の 222Rn 濃度は低くなる。このような特性から 222Rn は

沿岸域における海底における地下水の湧出を検出するためのトレーサーとして扱われてき

た（Burnett et al., 2001；Burnett et al., 2010；Stieglitz et al., 2010）。本調査では海水，

河川水，海底湧出地下水の混合状況を把握するため駿河湾沿岸域において 222Rn 濃度の測

定を行った。 

 222Rn 濃度の測定は Multi-detector system （Dulaiova et al., 2005）に基づき，半導体

検出器を有する 222Rn 濃度測定器（RAD7，Durridge 社製）3 台，平衡器（RAD AQUA，

Durridge 社製）および周辺機器を用いて連続測定システムを構築して行った。連続測定シ

ステムの模式図を図 4-1-3 に，外観を図 4-1-4 に示す。本システムは RAD AQUA へ海水

を導入して噴射することで，海水から 222Rn が気体として解放され，RAD7 内蔵のポンプ

によって気体が RAD7 内へ導入され，濃度を測定する。本調査では十分な測定精度を得る
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ために，測定間隔を 10 分に設定した。この設定で得られる 222Rn 濃度は，測定間隔 10 分

間に船が移動した区間（水平距離で約 1.2km）の海水に含まれる平均的な 222Rn 濃度を意

味する。そのため，得られた測定値は 10 分間に移動した区間の中央に図示する形とした。 

 

図 4-1-1 広域曳航調査の概要 

 

 

図 4-1-2 水温，電気伝導度，塩分，DO，Chl-a の測定状況 

（青色コンテナボックス内に多項目水質プロファイラーを設置） 
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図 4-1-3 222Rn 濃度の連続測定システムの模式図 

（Dulaiova et al., 2005 に加筆・修正） 

 

 

図 4-1-4 222Rn 濃度連続測定システムの外観 

（青色コンテナボックスより海水を RAD AQUA に導入して測定を実施） 

 

 

4-1-1（1） 駿河湾沿岸域の水質分布 

 広域曳航調査で得られた駿河湾沿岸域の電気伝導度（25℃換算），塩分，DO，Chl-a，

222Rn 濃度の分布図を図 4-1-5（a）から（e）に示す。陸域の地形データは国土地理院の



 

163 

 

数値標高モデル 10m メッシュデータ（国土地理院，2013），海域の地形データは海上保

安庁「沿岸の海の基本図」を基に作成されたデジタルデータ（テラ株式会社，2003）を

用いた。コンターは陸域で 200m 毎，海域で 50m 毎に描画した。なお，水温の分布に関

しては，調査が半日に渡ったため気温の日較差が影響すると考えられたことから，本項で

は除くこととする。 

 電気伝導度および塩分は，興津川から富士川の区間，田子の浦港周辺，狩野川の河口に

おいて低い傾向が認められた。DO は興津川付近で高い傾向を示し，それ以外は比較的一

様な分布を示す。222Rn 濃度は興津川河口，富士川－田子の浦の区間，千本松原において

高い傾向が認められた。222Rn の半減期は 3.8 日と短いため，これらの地域やその近傍に

おいて河川水や海底湧出地下水などに伴い 222Rn が供給されていると考えられる。 

 

 

 

図 4-1-5 駿河湾沿岸域の水質の平面分布図 

（a）電気伝導度（25℃換算），（b）塩分 

（a） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b） 
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図 4-1-5 駿河湾沿岸域の海水の水温および水質の平面分布図 

（c）DO，（d）Chl-a，（e）222Rn 濃度 

  

（c） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（d） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（e） 
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4-1-1（2） 沿岸域における河川水と海底湧出地下水の成分分離 

 広域曳航調査の結果を踏まえ，沿岸域における河川水と海底湧出地下水の影響につい

て，222Rn 濃度と電気伝導度をトレーサーとして成分分離を試みた。成分分離を行うに当

たり，2013 年 11 月から 12 月にかけて富士山麓から沿岸域に分布する湧水 81 箇所，駿

河湾へ流入する河川水 17 箇所を対象に採水調査を行った。調査を行った地点の分布図を

図 4-1-6，採水調査で得られた湧水と河川水の 222Rn 濃度および電気伝導度の統計を表 4-

1-1 に示す。湧水の調査は，海底から地下水が湧出する帯水層を沖積層，新富士溶岩層，

古富士溶岩層と仮定し，これらの地質を反映した 222Rn 濃度が，陸域の露頭および湧水か

ら得られると考え，富士山麓の地域で実施した。湧水の採水調査は，222Rn の大気への散

逸の影響を除くため，湧出口またはその近傍で採水した地点を対象とした。河川水の採水

は，駿河湾に流入する河川に加え，放水路も対象とした。 

 採水調査によって得られた情報を用いて，海水中の 222Rn 濃度と電気伝導度（25℃換

算）について解析を行った結果を図 4-1-7 に示す。グラフには海水の代表値（最も 222Rn

濃度が低く，電気伝導度が高い地点）と，湧水・河川水との 2 成分混合を想定した混合

線を示した。興津川河口周辺において 222Rn 濃度が 10Bq/m3 より高い領域は，海水と河

川水の混合線 3 および 4 の近傍にプロットされることから，河川水の影響が大きいと考

えられる。 

 富士川-田子の浦港間の区間および千本松原周辺における 222Rn 濃度が高い領域

（222Rn＞10Bq/m3）は，混合線 3 よりも高い 222Rn 濃度側へシフトし，湧水との混合線

1 および 2 の上に分布することが分かる。表 4-1-1 および図 4-1-7 に示した湧水の値は，

富士山麓地域の様々な地質条件を一括したものであるため定性的な評価ではあるが，河川

水から想定される混合状況（混合線 3 および 4）より高い濃度へシフトすることは有意な

差を意味しており，富士川－田子の浦港の区間や千本松原周辺では湧水（＝海底湧出地下

水）の影響を受けていると推測される。 
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図 4-1-6 陸域における湧水および河川水の採水地点の分布図 

 

 

表 4-1-1 河川水の 222Rn 濃度と電気伝導度測定結果および 

海水との 2 成分混合における線形式 

 

X：
222Rn濃度
（Bq/m3）

Y：
電気伝導度
(μ S/cm)

海水との2成分混合
における線形式

海水 1 54421 -

湧水 (222Rn濃度最大値) 12,321 96.8* Y=-4.4094*X+54425
（混合線1）

湧水 （中央値，N=81） 2,515 150
Y=-21.5875*X+54443

（混合線2）

河川水 (222Rn濃度最大値) 1,142 238* Y=-47.4873*X+54468
（混合線3）

河川水 （中央値，N=17) 487 238
Y=-111.4877*X+54532

（混合線4）

*
222

Rn濃度が最大値を記録した地点の電気伝導度
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図 4-1-7 広域曳航調査で得られた海水の 222Rn 濃度と電気伝導度の関係 

（混合線 1，2，3，4 は海水と湧水・河川水との 2 成分混合を示す。 

各混合線の線形式は表 4-1-1 に記載した。）  
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4-1-2 採水調査 

 

 掘削地周辺の水質環境を把握するために海の表層水および底層水について採水調査を行

った。調査の概要を図 4-1-8 に，採水地点の分布図を図 4-1-9 に示す。調査対象は掘削地

近傍の富士川河口周辺と，比較対象として田子の浦港周辺を選定した。採水地点は，海底

地形や海域推定断層（静岡県，1996）を考慮し決定した。採水は気象，海象，漁業など

の現場状況に応じて富士川河口周辺は 37 地点，田子の浦周辺は 40 地点で実施した。調

査期間は 2014 年 1 月 18 日から 24 日の期間で，待機日を除く 6 日間で実施した。 

 表層水は，小型の揚水ポンプ（Bilge Pump 800 GPH, rule 社）を用いて，表層 1m か

ら揚水して採水した。底層水の採水はナイロンロープに採水器，多項目水質プロファイラ

ー（RINKO プロファイラー）および錘（20kg）を接続し，海底面に沈めて行った（図

4-2-1）。採水器は水深 10m まではバンドーン型，10m 以深はニスキン型を用いた。採水

器を沈めると同時に多項目水質プロファイラーによって，水温，電気伝導度，塩分，DO

および Chl-a の鉛直プロファイルを取得した。 

得られた海水は 222Rn 濃度測定用に 250ml ガラスボトル 1 本に採水し密閉した。222Rn

濃度の測定は，RAD7 および RAD H2O（Durridge 社）を用いた。RAD H2O を用いた

測定は，250mL の水試料 1 本につき 4 回の測定を行い，その平均値と標準偏差を求める

ものである。その後，計算された平均値から同時期に測定した大気中 222Rn 濃度を差し引

き，採水時から放射性崩壊により減少した量を経過時間と崩壊定数から補正して水試料中

の 222Rn 濃度とした。 

 栄養塩類は 10ml スピッツ管および 100ml 褐色ボトルに分注しクーラーボックス内

で冷蔵保管した。分析項目は，硝酸態窒素（NO3-N），亜硝酸態窒素（NO2-N），アンモ

ニウム態窒素（NH4-N），有機態窒素（DON），無機態リン（DIP），有機態リン（DOP）

である。クロロフィル a（Chl-a）については，シリンジで海水 500ml を 25 ㎜ GF/F フ

ィルター（Whatman 社製）を用いて濾過した後に濾物をアルミ箔に包んだ。それぞれ得

られた試料は分析実施まで冷蔵で保管した。分析に用いた機器情報および定量下限値は付

表 4-1-1，分析結果は付表 4-1-2 に示した。 
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図 4-1-8 採水調査の概要（左図）と底層水採水用器具の構成（右図） 

 

図 4-1-9 採水地点の分布図 

（F1－F37：富士川河口周辺，T1－T40：田子の浦港周辺）  
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4-1-2（1） 表層水と底層水の 222Rn 濃度分布 

 採水調査で得られた表層水と底層水の 222Rn 濃度の分布図を図 4-2-3（a），（b）に示

す。表層水の 222Rn 濃度は，不均質な分布を示した。調査日毎の条件（気温、風速など）

も一因と考えられるが，同一調査日において隣り合う地点で違いが見られたことは，地点

近傍における 222Rn 供給が考えられる。底層水の 222Rn 濃度は，表層水と同様に部分的に

高い傾向が見られ，富士川河口周辺では水深 327m，田子の浦周辺では浅海部から深海部

（水深 401m）において確認された。これらの地点は，周囲に比べ 222Rn の供給が大きい

と考えられる。今回得られた海水中 222Rn 濃度は非常に低かったことから，RAD H2O で

得られた値のばらつきが大きかった。今後は，より精度の良い測定を行う必要がある。 

 

 

図 4-1-10 採水調査で得られた海水中の 222Rn 濃度 （a）表層水，（b）底層水 

（a） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b） 
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4-1-2（2） 水質の鉛直プロファイル 

 採水調査では図 4-1-8 に示した多項目水質プロファイラーによって水深 1m 毎の水温，

電気伝導度，EC25（水温 25℃換算時の電気伝導度），塩分，Chl-a（クロロフィル a），DO

を測定した。富士川河口周辺および田子の浦周辺における全 77 地点で得られた水質プロ

ファイルの内，浅海部から深海部にかけての代表的な 3 地点の水質プロファイルを図 4-1-

11，図 4-1-12 に示す。 

 富士川河口周辺では，水深 10m－65m において水温の変動層が数層確認される。また水

深 65m－110mはほぼ一様の水温となる一方，水深 200m以深では水温は低下傾向にある。

塩分は概ね上層から底層まで一様であるが，水深 325m においてスパイク状の塩分低下が

確認された。田子の浦港周辺では，水深 15m－65m にかけて水温や塩分が均一な傾向が認

められた。水深 65m 以深は水温，塩分共に一旦増加した後，水深 100m に向けて水温のみ

低下傾向を示した。また，水深 120m－401m は水温および塩分共に低下傾向を示し，複数

深度でスパイク状の塩分低下が確認された。Chl-a については，富士川河口周辺および田

子の浦港周辺で水深の増加と共に低下する傾向は同じであるが，富士川河口周辺において

は，水深 120m－330m の間で数層にわたってスパイク状の増加が認められた。水深 100m

以深における塩分の低下については，河川水の影響等が考えられないことから，海底から

の陸域地下水の供給が考えられる。 
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図 4-1-11 富士川河口周辺における水質の鉛直プロファイル 

（a）F5：水深 8m，（b）F26：水深 113m，（c）F37：水深 327m 

14.6 14.62 14.64

水温(℃)

10

8

6

4

2

0

水
深

(m
)

41.5 42.0 42.5 43.0 43.5 44.0

電導度(mS/cm)

10

8

6

4

2

0

52000 56000

EC25(µS/cm)

10

8

6

4

2

0

34.36 34.4 34.44 34.48 34.52

塩分

10

8

6

4

2

0

0.0 0.5 1.0 1.5

Chl-a(µg/L)

10

8

6

4

2

0

6.9 7.0 7.1 7.2 7.3

DO(mg/L)

10

8

6

4

2

0

（a） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c） 



 

173 

 

 

 

図 4-1-12 田子の浦港周辺における水質の鉛直プロファイル 

（a）T4：水深 11m，（b）T27：水深 102m，（c）T40：水深 401m 
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4-1-2（3） 栄養塩類および Chl-a 濃度 

 底層水に含まれる栄養塩類の硝酸態窒素（NO3-N）と溶存無機態リン（DIP）の分布を

図 4-1-12（a）と（b）， Chl-a の分布を図 4-1-13 に示す。NO3-N は深海部ほど高く，浅

海部ほど低い傾向が認められた。DIP についても同様の傾向が認められ，田子の浦港周辺

の水深 401m で最も高い値を示した。これらは，2-5 に記載したように栄養分に富む外洋

系の海水が駿河湾へ流入している状況と合致している。また 222Rn 濃度の結果を踏まえる

と海底からの地下水湧出も一因に含まれると考えられる。また，Chl-a はほとんどが

0.5µg/L 以下であり，有光層以浅の場所でも低濃度であることが分かった。  

 

図 4-1-12 底層水中の栄養塩類の濃度分布図 

（a）NO3-N，（b）DIP 

（a） 
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図 4-1-13 底層水の Chl-a 濃度 

 

4-3 まとめ 

 

 駿河湾沿岸域の水環境を把握するため，広域曳航調査と採水調査を実施した結果を以下

にまとめる。 

（1）駿河湾沿岸域における電気伝導度，DO，Chl-a は西部と東部で分布傾向に違いが 

 認められた。222Rn 濃度は興津川河口，富士川と田子の浦港の区間および千本松原に 

 おいて高い傾向が認められた。電気伝導度と 222Rn 濃度を用いた成分分離の結果， 

 掘削地が位置する富士川－田子の浦港の区間では，地域的に海底湧出地下水が存在して  

 いると考えられる。 

（2）掘削地周辺においては表層水と底層水の 222Rn 濃度に差が認められ，その分布は 

 均質ではないことが分かった。掘削地近傍に位置する富士川河口周辺の水深 327m 地

点 

 において高い 222Rn 濃度が確認され，同時に底層付近での塩分低下が確認された。 

 このことは，深海部において海底から地下水が湧出する可能性を示唆している。  

 この海底湧出地下水が本来持つ水質特性と陸域との地下水のつながりの解明について

は， 

 今後の課題である。 

（3）栄養塩類を分析した結果，掘削地周辺の深海部において相対的に栄養塩類が多い  

  ことが分かった。この結果は，栄養分に富む外洋系の海水や海底における地下水湧出  

  を示唆するものである。掘削地における地下水水質を評価するためには，沿岸域の  

  表層海水だけでなく外洋系の海水流入も視野に入れておく必要が有ると考えられる。  
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付表 4-1-1 栄養塩類および Chl-a 分析に用いた機器情報および定量下限値 

 

  

項目 測定機器等 定量下限

硝酸態窒素
　測定器：オートアナライザー
　社名　：BRAN+LUEBBE
　機器名：AutoAnalyzerⅢ

0.01mg/L

亜硝酸態窒素

　測定器：分光光度計
　社名　：㈱島津製作所
　機器名：島津紫外可視分光光度計
　　　　　UV-1800

0.001mg/L

アンモニウム態窒素

　測定器：分光光度計
　社名　：㈱島津製作所
　機器名：島津紫外可視分光光度計
　　　　　UV-1800

0.01mg/L

有機態窒素
　測定器：オートアナライザー
　社名　：BRAN+LUEBBE
　機器名：AutoAnalyzerⅢ

0.01mg/L

無機態リン

　測定器：分光光度計
　社名　：㈱島津製作所
　機器名：島津紫外可視分光光度計
　　　　　UV-1800

0.001mg/L

有機態リン

　測定器：分光光度計
　社名　：㈱島津製作所
　機器名：島津紫外可視分光光度計
　　　　　UV-1800

0.001mg/L

クロロフィルａ

　測定器：分光光度計
　社名　：㈱島津製作所
　機器名：島津紫外可視分光光度計
　　　　　UV-1800

0.0001mg/L
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付表 4-1-2 表層水および底層水の 222Rn 濃度，栄養塩類，Chl-a 濃度の一覧表 

 

222Rn 標準偏差 NO3-N NO2-N NH4-N DON DIP DOP Chl-a 222Rn 標準偏差 NO3-N NO2-N NH4-N DON DIP DOP Chl-a

m Bq/m3 Bq/m3 µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L Bq/m3 Bq/m3 µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L µg/L

F1 2014/1/19 13:32 7 168 128 140 11 <10 330 18 7 0.5 102 102 100 1 10 150 19 4 0.4

F2 2014/1/19 13:02 6 65 171 110 12 20 410 15 7 0.4 145 203 100 3 <10 420 17 2 0.3

F3 2014/1/19 12:47 6 87 87 90 3 <10 120 16 6 0.3 169 162 100 3 10 160 17 6 0.3

F4 2014/1/19 12:31 7 34 61 90 4 <10 290 16 6 0.3 59 104 110 6 <10 200 17 6 0.3

F5 2014/1/19 11:29 8 105 106 90 3 <10 160 15 4 0.3 60 53 100 1 <10 200 16 3 0.2

F6 2014/1/19 11:09 8 73 123 80 1 <10 180 13 6 0.5 36 66 90 1 <10 220 16 6 0.4

F7 2014/1/19 10:56 4 105 105 - - - - - - - 94 94 80 2 <10 270 17 3 0.3

F8 2014/1/19 13:55 15 166 72 180 5 <10 210 21 5 0.4 94 159 100 1 <10 200 16 7 0.2

F9 2014/1/20 13:57 14 9 69 150 19 40 310 19 7 0.5 135 326 110 6 10 480 13 9 0.5

F10 2014/1/20 13:17 17 12 76 - - - - - - - 0 0 100 4 10 340 16 4 0.5

F11 2014/1/20 12:59 23 12 75 120 15 30 310 14 5 0.3 9 70 280 5 10 20 14 6 0.2

F12 2014/1/19 14:19 35 160 157 - - - - - - - 69 117 100 2 <10 130 18 5 0.2

F13 2014/1/21 10:56 62 72 121 140 13 10 100 16 6 0.2 45 79 90 4 10 140 12 5 0.1

F14 2014/1/21 11:42 63 232 104 110 8 10 230 12 6 0.3 104 179 90 2 10 160 14 4 0.2

F15 2014/1/20 13:35 44 45 81 140 14 10 380 16 7 0.4 160 74 130 19 10 430 18 5 0.3

F16 2014/1/20 12:43 76 102 144 110 12 20 230 15 5 0.6 100 100 110 8 10 380 19 4 0.2

F17 2014/1/19 14:36 50 253 118 90 1 <10 230 16 6 0.3 70 62 110 2 <10 170 20 3 0.2

F18 2014/1/21 10:35 128 79 130 100 4 10 220 15 5 0.6 80 132 100 1 20 210 16 4 <0.10

F19 2014/1/21 11:20 101 46 81 90 2 10 280 12 5 0.4 49 148 90 2 10 240 12 8 0.1

F20 2014/1/21 8:08 68 40 73 160 12 60 210 15 5 0.2 8 62 110 5 20 160 14 6 0.2

F21 2014/1/20 11:45 179 146 69 100 2 10 390 15 5 0.4 9 68 150 10 20 200 24 6 <0.10

F22 2014/1/21 9:45 212 181 236 110 6 50 100 12 10 0.3 42 76 130 1 10 240 22 6 <0.10

F23 2014/1/21 10:10 200 81 133 100 30 10 150 14 8 0.2 106 106 140 1 10 260 21 5 <0.10

F24 2014/1/21 9:01 164 262 160 110 3 10 260 16 6 0.6 0 0 110 1 10 180 18 4 <0.10

F25 2014/1/21 7:49 176 45 79 90 5 10 370 14 4 0.2 11 67 130 5 10 210 20 5 <0.10

F26 2014/1/20 11:23 113 103 103 120 16 10 200 16 6 0.4 105 105 120 12 20 180 16 6 0.4

F27 2014/1/21 13:07 325 172 200 90 3 20 210 13 6 0.3 121 121 260 1 10 90 52 3 <0.10

F28 2014/1/21 13:37 206 122 122 80 4 20 170 14 5 0.4 133 185 190 1 20 150 33 5 <0.10

F29 2014/1/21 8:33 282 8 62 130 8 80 350 19 5 0.8 148 173 230 1 10 80 40 3 <0.10

F30 2014/1/21 7:24 256 11 67 100 8 20 540 13 5 0.6 11 67 220 2 90 290 34 7 <0.10

F31 2014/1/20 11:04 149 40 72 100 7 30 360 13 6 0.4 136 64 160 9 10 290 22 6 0.2

F32 2014/1/21 12:36 368 102 143 90 3 10 120 10 6 0.3 77 68 300 <1 10 70 58 4 <0.10

F33 2014/1/20 10:23 330 228 103 120 16 20 160 15 5 0.6 78 206 270 13 10 190 46 4 <0.10

F34 2014/1/20 9:51 358 71 119 140 9 20 70 17 6 0.4 45 141 280 2 10 170 52 4 <0.10

F35 2014/1/20 9:22 316 232 104 110 9 10 220 14 6 0.6 0 0 260 6 10 170 43 7 <0.10

F36 2014/1/20 8:44 285 89 76 120 7 20 370 13 7 0.6 50 88 230 <1 10 180 44 3 <0.10

F37 2014/1/20 8:13 327 12 79 110 5 10 220 16 4 0.5 221 135 260 4 10 360 42 8 <0.10

T1 2014/1/24 8:29 12 0 0 100 3 30 40 13 9 0.8 72 63 110 1 20 90 17 2 0.5

T2 2014/1/24 8:46 6 51 89 110 8 20 50 17 5 0.6 81 137 110 7 20 180 17 5 0.5

T3 2014/1/24 8:58 13 259 116 110 7 20 140 15 5 0.6 150 263 120 5 20 50 14 6 0.4

T4 2014/1/24 9:15 11 202 263 100 6 20 230 14 6 0.8 171 168 110 6 20 30 16 6 0.6

T5 2014/1/24 9:50 10 173 252 90 6 20 40 10 10 1.0 151 176 100 3 20 90 16 4 0.5

T6 2014/1/24 10:10 11 115 115 90 9 20 90 11 8 1.3 203 221 70 1 10 60 12 7 0.6

T7 2014/1/19 9:09 48 7 55 - - - - - - - 87 87 110 1 <10 180 20 4 0.1

T8 2014/1/23 13:02 39 61 53 - - - - - - - 66 57 120 7 20 70 12 11 0.1

T9 2014/1/23 13:25 33 34 106 - - - - - - - 8 61 100 <1 30 20 15 8 0.3

T10 2014/1/24 8:03 39 0 0 100 8 20 80 14 6 0.8 11 69 100 <1 20 130 16 7 0.4

T11 2014/1/24 7:39 41 41 74 100 10 70 30 12 10 1.0 106 150 130 10 30 70 19 5 0.3

T12 2014/1/24 7:22 52 45 136 110 6 20 80 9 7 0.9 0 0 130 13 20 40 15 7 0.2

T13 2014/1/23 12:46 81 60 159 130 8 20 120 9 13 0.8 76 197 110 1 20 50 19 5 0.1

T14 2014/1/19 9:29 52 75 66 80 3 <10 220 14 6 0.3 161 75 120 3 <10 280 17 7 0.4

T15 2014/1/19 9:52 57 107 107 90 3 <10 190 16 6 0.4 60 102 110 <1 <10 190 19 5 0.2

T16 2014/1/19 10:21 55 112 112 90 2 <10 150 14 5 0.3 88 88 100 <1 <10 330 18 6 0.1

T17 2014/1/23 14:37 61 134 63 160 8 20 70 14 10 1.1 0 0 120 1 20 130 16 4 0.2

T18 2014/1/18 9:12 75 114 160 90 14 30 210 13 6 0.8 86 86 120 6 30 330 16 6 0.1

T19 2014/1/23 12:28 115 71 119 130 21 20 70 5 15 0.7 265 147 130 1 30 110 20 9 <0.10

T20 2014/1/23 11:42 95 40 71 120 15 20 70 8 12 0.8 65 57 110 <1 20 90 20 5 0.1

T21 2014/1/23 11:07 99 78 67 140 48 20 20 11 11 0.8 39 117 130 1 30 70 20 6 <0.10

T22 2014/1/23 10:48 78 151 135 120 18 20 100 12 7 0.8 120 120 120 1 20 90 19 7 0.1

T23 2014/1/23 10:30 102 50 152 110 6 30 80 12 8 0.8 104 104 130 1 40 90 20 5 <0.10

T24 2014/1/23 10:14 98 88 76 120 15 30 170 11 9 0.8 80 135 120 1 20 240 20 6 0.1

T25 2014/1/23 8:41 171 52 91 - - - - - - - 12 78 - - - - - - -

T26 2014/1/23 9:02 176 12 78 - - - - - - - 218 133 - - - - - - -

T27 2014/1/23 9:22 102 52 92 140 30 20 280 13 6 0.8 10 73 130 <1 20 70 20 <1 <0.10

T28 2014/1/23 9:52 193 0 0 120 16 20 80 11 14 0.8 46 83 210 1 30 80 36 4 <0.10

T29 2014/1/18 10:11 96 61 102 60 3 <10 210 11 12 0.8 112 53 90 <1 <10 140 15 7 0.1

T30 2014/1/19 8:38 222 61 104 - - - - - - - 89 89 150 <1 <10 110 27 5 <0.10

T31 2014/1/23 8:17 232 172 239 120 8 20 190 10 9 0.9 47 86 230 3 20 50 43 4 <0.10

T32 2014/1/23 7:54 214 127 177 140 7 20 180 10 9 0.7 81 72 240 7 20 130 40 3 <0.10

T33 2014/1/23 7:30 255 50 153 140 9 40 80 11 17 0.8 117 203 240 1 20 70 46 4 <0.10

T34 2014/1/18 10:32 187 113 134 60 4 <10 270 11 6 1.0 88 152 140 <1 <10 110 25 6 0.2

T35 2014/1/18 13:25 257 36 65 80 6 <10 180 15 4 0.9 70 62 230 <1 10 210 41 7 <0.10

T36 2014/1/18 12:57 273 163 160 90 6 10 130 13 5 0.8 34 62 220 1 10 50 40 8 <0.10

T37 2014/1/18 12:32 259 262 64 80 3 <10 140 13 7 0.8 163 125 210 1 <10 120 39 5 <0.10

T38 2014/1/18 11:28 297 39 72 70 2 <10 200 13 6 0.5 219 181 220 <1 <10 160 25 18 <0.10

T39 2014/1/18 11:03 237 192 149 80 2 <10 310 12 6 1.0 142 139 190 <1 <10 210 33 7 <0.10

T40 2014/1/23 13:56 401 212 129 100 10 20 30 14 6 0.6 214 203 290 <1 20 10 62 4 <0.10
- ：未測定 < ：定量下限値未満

水深
表層水 底層水

地点名 採水日時
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4-2 ボーリング調査 
 

4-2-1 国内外における海上ボーリングの事例 

 

 海上ボーリング調査においては，技術的な調査・計測手法そのものは，陸上の場合と大

きく異なることはないとされる。ただし，気象・海象・水深などによって作業条件に様々

な制約を受ける。また，作業環境も厳しく苛酷であることから，陸上に比較して作業能率

が低下し，一般に海上ボーリング調査に要するコストは大きい。これらを反映してか，公

表されている国内外の海上ボーリングの事例は，海洋掘削船を用いた学術調査によるもの，

石油・天然ガスといった資源探査，大規模構造物の建設に伴うものが大部分を占める。  

 海洋掘削船による深海掘削プロジェクトにおいて調査掘削が行われた地点を図 4.2.1 に

示す。深海掘削プロジェクトは，モホロビチッチ不連続面まで掘削を行おうとした「モホ

ール計画」以来，「深海掘削計画（DSDP）」，「海洋掘削計画（ODP）」，「統合国際深海掘削

計画（IODP）」へと引き継がれてきている。深海掘削プロジェクトでは地球システムの構

造とその変化の過程に関する非常に多くの科学的実績を挙げてきており（小泉，1997），こ

れまでに調査掘削の行われた地点は 3,000 地点以上におよぶ（IODP，2014）。海洋掘削船

で採用されている掘削システムの概要を図 4.2.2 に示す。ライザー掘削と呼ばれる掘削方

式は，掘削水を循環させる掘削方式である。ライザー掘削は，2007 年に IODP 航海を開始

した海洋掘削船「ちきゅう」によって初めて水深 2,000～3,000m 程度において実施可能と

なった掘削手法である（例えば，小林，2003）。2007 年以前における海洋掘削船による調

査掘削ではライザーレス掘削と呼ばれる掘削水（海水を使用）を循環させずにカッティン

グスとともに海底に放出する掘削方式で掘削されてきた。ライザー掘削によって，軟弱な

地層の大深度掘削，炭化水素の噴出防止，掘削作業の効率化，掘削孔の長期安定化確保，

ドリルパイプの延伸が可能とされ，ライザーレス掘削と比較して炭化水素の存在域の掘削

制限，掘削孔の崩壊による大深度掘削の技術的限界，コア回収率の低下等の問題を解決す

ることが期待されている（田中，2000）。 

 日本近海において大深度の掘削が行われた地点を図 4.2.3 に示す。図 4.2.3 における赤

丸は図 4.2.1 と同じ海洋掘削船によって調査掘削が行われた地点であり，黄丸は石油・天

然ガス鉱床の試掘井（天然ガス鉱業会・大陸棚石油開発協会，1992）を示す。これらの掘

削地点のほかに資源探査を目的とした大深度の海上掘削が行われた事例として，池島炭鉱

（相原，1978）や太平洋炭鉱（野畑ほか，1985）などの石炭資源を対象とした事例がある。

石油・天然ガス資源の探査における海上掘削は，1940 年代の固定式プラットフォームに始

まり，着底式，甲板昇降型掘削船，舟型掘削装置，半潜水型の掘削船が建造され，ライザ

ー掘削を含めた大水深に対応した技術開発が続けられている（小暮・中村，1993）。資源探

査の分野では，コアリングを主体とした掘削が行われておらず，孔内物理検層による物性

値の把握（例えば，日下，2007）やカッティングスを活用して地質情報の取得（例えば，
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粟田，2007）が行われている。 

日本の大規模な海洋構造物と基礎地盤調査の実施地点を図 4.2.4 に示す。図 4.2.3 は本

荘ほか（1994）によって大型電力構造物の第四紀地盤での人工島立地の検討に際して文献

調査が行われた事例である。このほかに海洋構造物を対象とした海上での調査掘削の事例

としては，青函トンネル（前田ほか，1983；前田，1988）・新関門トンネル（吉川，1975）・

豊予海峡といった海底鉄道トンネルに冠する事例や，東京国際空港（渡部ほか，2008；

2009）・中部国際空港（豊蔵ほか，1990）などが知られる。本荘ほか（1994）によれば，

海上における人工構造物の地盤調査・試験法として，外洋に面した波浪条件の厳しい沿岸

域での詳細な調査・試験を実施している事例は少なく，水深 20m 前後の海域（砕波帯領域

となる可能性）においては安全かつ効率的な調査・試験法の検討が必要とされる。また，

高効率・高品質な試料採取が可能となるサンプリングシステムを含めた大深度までの調査

法の確立が必要とされる。 

 

図 4.2.1 海洋掘削船による深海掘削プロジェクトにおいて調査掘削が行われた地点

（IODP，2014） 

海洋底および地球環境史の科学的解明を目的とした DSDP(Deep Sea Drilling 

Project)，ODP（Ocean Drilling Program），IODP（Integrated Ocean Drilling 

Program）といった深海掘削プロジェクトにおいては，これまでに海洋掘削船による調査

掘削が 3,000 地点以上（図中の赤丸て示す）で実施されている。背景は Natural Earth

（http://www.naturalearthdata.com）による。 
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図 4.2.2 海洋掘削船における掘削システムの概要（久保ほか，2012） 

左図はライザー掘削と呼ばれる掘削方式であり，ドリルパイプ内に船上から注入した掘

削水が船上まで立ち上がるライザーパイプ内を流れて船上まで循環して掘削する。右図は

ライザーレス掘削と呼ばれる掘削方式であり，ドリルパイプ内に船上から注入した掘削水

（主に海水を使用）はカッティングスとともに海底に放出される。 
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図 4.2.3 日本近海において大深度の掘削が行われた地点 

 赤丸は図 1 に示した海洋掘削船による調査掘削地点（IODP，2014），黄緑丸は石油・天

然ガス資源を対象とした試掘井（天然ガス鉱業会・大陸棚石油開発協会，1992）の掘削地

点であり，海底下から深度 600～5,000m 程度の掘削が行われている。これらの他に，資源

探査を目的に大深度の海上掘削が行われた事例としては，池島炭鉱（相原，1978）・太平洋

炭鉱（野畑ほか，1985）などの石炭資源を対象とした事例がある。背景は Natural Earth

（http://www.naturalearthdata.com）による。  
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図 4.2.4 日本の大規模な海洋模構造物と基礎地盤調査の実施地点（本荘ほか，1994） 

 本荘ほか（1994）によって大型電力構造物の第四紀地盤人工島立地の検討に際して大規

模な海洋構造物と海上調査に関わる文献調査が行われた事例である。海洋構造物を対象と

した海上掘削調査の事例としては，青函トンネル（前田ほか，1983；前田，1988）・新関門

トンネル（吉川，1975）・豊予海峡（吉川ほか，1980）といった海底トンネルや東京国際空

港（渡部ほか，2008；2009）・中部国際空港（豊蔵ほか，1999）などが知られる。 
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4-2-2 地下水を対象とした海上ボーリングの技術的課題 

 

国内外の海上ボーリング調査において，海底下の地下水環境の把握のみを目的とした事

例は認められず，海洋掘削船による学術調査で採取されたコアの間隙水や石油資源探査に

伴う Drill Stem Test（DST）で採取された地下水の分析によって海底下の地下水環境が把

握されてきている。近年，Post et al.（2013）は，これまでに報告された海底下，沿岸域

での地下水調査の事例をレビューして，世界の大陸棚の地下に大量の淡水性地下水が分布

することを報告した。図 4.2.5 に世界の海底下に賦存する淡水および汽水性地下水の分布

を示す。図 4.2.5 には大量の淡水性地下水の賦存が直接確認された箇所が赤丸・赤枠，間

隙水の水質から淡水性地下水の存在・混在が示唆された箇所は緑丸・緑枠，陸上の地下水

流動の状況から沖合に淡水性地下水が賦存すると推定される箇所は青丸・青枠で示されて

いる。確認された海底下淡水性地下水の概要を Post et al. (2013)のうち海上で確認された

事例を抽出して表 4.2.1 に示す。表 4.2.1 によれば，揚水や DST で採取された地下水から

推定された事例は 28 件のうち 5 件であり，ほかの大部分（20 件/28 件）は海洋掘削船に

よって採取されたコアの間隙水から推定された事例である。ただし，各事例において掘削

水の地化学パラメータやサンプルに及ぶ混入程度に関する記載は，BMB Basin における

複数回実施した DST における水質変化（Grasby et al., 2009）や Mahakam Basin におけ

る低濃度の溶存成分（バリウム，硫酸イオン）を指標とした事例（Bazin et al., 1997）以

外にほとんど認められない。 

地下深部の地下水環境を把握するためにはボーリング掘削を行う必要がある。ただし，

掘削に伴い掘削水が掘削孔の周囲やコア試料に浸透するため，陸上の調査掘削においては

掘削水の地化学パラメータやトレーサーを混入して掘削水を管理して，試料に及ぼす影響

を把握することが行われている（例えば，古江ほか，2005）。海洋掘削船による調査掘削に

おいても掘削水等がコア試料に混入することは認識されており，作業スペースが限られる

船上においてコア試料に及ぶ掘削の影響を可能な限り除去するように試料採取や分析が行

われてきた（蒲生ほか，1992）。また，ライザーレス掘削では海水がコア試料に混入してい

る可能性があることが指摘されており，近年にライザー掘削が大水深で実現可能となった

ことから，掘削水に蛍光染料トレーサーを混入して濃度管理を行いつつ掘削する試みも行

われるようになってきている（例えば，House et al., 2003）。 

以上から，海底下の地下水環境の把握を目的とした海上ボーリング調査においては，国

内外における先行事例が少ないことを含め，地下水環境の把握に大きく影響する掘削水の

管理・取り扱いが技術的課題に挙げられる。例えば，実際の海上掘削を想定した場合には，

輸送の困難さから海水の使用が必然的になる可能性があり，脱イオン水を用いた掘削を行

うことや，限られた作業スペースにおける掘削水の管理手法についてさらなる技術開発が

必要と考えられる。なお，近年の調査掘削に用いられている蛍光染料トレーサーについて

は pH 依存による定量誤差を生じる可能性が指摘されており（例えば，柏谷ほか，2010），
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掘削トレーサーとしての有効性に課題が挙げられるため，蛍光染料以外の各種トレーサー

の適用性についても検討を要する。 

 

 

 

図 4.2.5 世界の海底下に賦存する淡水および汽水性地下水の分布（Post et al., 

2013） 

大量の淡水性地下水が賦存することが直接確認された箇所は赤丸・赤枠，間隙水の水質か

ら淡水性地下水の存在・混在が示唆される箇所は緑丸・緑枠，陸上の地下水流動の状況か

ら当該箇所の沖合に淡水性地下水が賦存すると推定される箇所は青丸・青枠で示されてい

る。背景は Amante and Eakins（2009）による。 

 

 

4-2-3 海上ボーリング調査地点の選定 

 

文献調査や予察的な地下水流動解析，海域の地下水調査や物理探査に続いて，ボーリン

グ地点の選定に取りかかった。これまでに掲げてきた課題を克服し，海域での地質環境名

把握や地下水流動もデルの構築ができる適地を求めた。本研究においては，①塩淡境界を

とらえられること，②淡水の海底下への張り出しが確認できること，③地下水流動に与え

る断層の影響が評価できること，を目標として適地を探した。その結果，図 4-2-6 に示す

富士川河口域において，地元自治体（静岡県・静岡市），管理者（国土交通省寡占事務所）

ならびに漁業関係者（由比漁協・田子の浦漁協）の同意を得ることができた。  

掘削の申請に必要な掘削計画を立案するため，同地において予察的地盤調査を実施した。

この結果を図 4-2-7 に示す。現状では候補地の底質が砂地であり，地盤が強固でないこと

から，移動式の台座を使用することを前提に計画を立案している。 
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表 4.2.1 海底下淡水性地下水の概要（Post et al., 2013 に加筆） 

 

 

Observation type のうち，LOG は孔内物理検層から塩分濃度（TDS）が推定された事例，

PU は揚水，PW は間隙水，DST は Drill Stem Test で採取された水試料の化学分析から TDS

が推定された事例を示す。なお，原典に TDS の記載のない事例については，塩化物イオン

濃度の 1.8 倍として推定された値が示されている。 

Location
Offshore
distance

(km)

Depth
(km)

Minimum
TDS
(g/L)

Observation
type

Number of
offshore

observations

Water depth
(m)

Onnshore
connection Reference

Vast Meteoric Groundwater Reserves

BMB Basin <100 3-4.5 1 DST >20 <60 Unclear Grasby et al. (2009)

Bredasdrop Basin 80-120 2-2.5 2 LOG >30 100-120 No Davis (1997)

Florida 100 0.2-0.6 13 PW 3 <100 Yes Jhonsto (1983),
Hathaway et al. (1979)

Gippsland 70 1-4 5 LOG/PU 6 <100 Yes Varma & Michel (2012)

Jakarta 18 <0.3 0.3 PW 2 <10 Yes Maathuis et al. (2000)

Nantucket 60 <0.6 0.1 PW 3 <100 Yes Person et al. (2003),
Person et al. (2013)

New Jersey 130 <0.6 1.5 PW 4 <100 Yes Malone et al. (2002),
Geldern et al. (2013)

Niger delta 40 0.1-2 0.2 LOG 11 <100 Yes Oteri (1988)

Perth Basin 50 1.3-4.0 5 LOG/DST 11 <100 Yes Hennig & Otto (2005)

East China Sea 60-100 <0.2 1 PW 2 10-15 Unclear Zhang et al. (2011)

Suriname 90 <0.6 0.9 LOG 3 <50 Yes Groen et al. (2000)

Other offshore groundwater

Black Sea 95 <0.03 2 PW 1 350 Unclear Soulet et al. (2010)

Exmouth Plateau 225-300 0.85-1 28 PW 2 <1,500 Unclear Carlo (1992)

Greenland 50 <0.25 26 PW 3 400-450 Unclear Foor et al. (2011)

Kau Bay 10 <0.01 27 PW 3 300-450 Unclear Middelburg & Lange (1989)

Mahakam Basin 20 1-3 2 DST 27 <50 Unclear Bazin et al. (1997)

Nankai Trough 125 <1.3 29 PW 1 4,675 No Kastner et al. (1991)

Japan Trench 115 <1.2 19 PW 1 2,681 No Mora (2005)

New Zealand 42 <0.3 24 PW 1 84 Unclear Expedition 317 Scientists (2011)

North Sea 100 <0.006 16 PW 1 36 Unclear Post et al. (2000)

Norway 300 <0.5 30 PW 2 1,300-1,450 Unclear Gieskes et al. (1978)

Pattani Basin 150-200 1.6-2.65 0.3 PU 20 50-70 Unclear Lundegard & Trevena (1990)

Peru shelf 20 <0.01 13 PW 1 96 Unclear Kriete et al. (2004)

Peru shelf 65 <0.35 20 PW 1 460 Unclear Kastner et al. (1990)

Peru deep 200 <0.6 28 PW 3 3,000-5,000 No Kastener et al. (1990)

Prydz Bay 60 <0.224 31 PW 1 792 Unclear Chambers (1991)

Ross Sea 350 <0.380 27 PW 2 619-633 Unclear Mann & Gieskes (1975)

Tasmania 70-550 0.2-0.95 28 PW 4 2,147-2,705 No Exon et al. (2001)
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図 4.2.6 掘削候補地点 

 

図 4.2.7 掘削候補地点における地盤調査の結果 
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4-3 富士山・駿河湾地域の広域・長期地下水流動解析 
 

4-3-1 緒元 

 

沿岸域では陸水起源の淡水性地下水と海洋起源の塩水性地下水とがぶつかるところに

塩淡境界が楔状に形成され、この境界の末端部の海底からは大量の地下水流出があると考

えられている（例えば、Church, 1996）。しかし、この塩淡境界は数千～数万年という長期

間にわたって一定でなく、長期地質変動事象（気候変動や海水準変動等）によって、その

位置が大きく変動する可能性があると言われている（例えば、Meisler et al., 1984）。こ

のような塩淡境界形状の推定やその変化予測は、長期的な地下水流動環境の変遷を推定す

る上で重要な課題として認識されている（資源エネルギー庁・日本原子力研究開発機構、

2006）。 

本研究で実施する地下水流動解析は地下水流動環境の定量的評価及びその将来予測を

行うだけでなく、上記した水文学的特徴に対して評価を行い、現地の地下水流動メカニズ

ムを統合的に解釈するような現象論モデルを構築することにも主眼が置かれている。現在

の沿岸域地下水流動環境を適切に評価することによって、モデルの信頼性が向上し、将来

にわたる地下水環境の安定性評価にも資するものと考えられる。 

過年度には、我が国の代表的な堆積盆構造を示す幌延沿岸域を対象とした超長期地下水

流動解析を実施し、過去に涵養された地下水が深度 500m 付近、沖合 10km 程度までの海底

下まで拡がり、その痕跡が現在でも残っていることを示した。この淡水域を見つけ出すこ

とによって、天水起源の地下水流動範囲を推定する事が期待され、この範囲のさらに深部

に存在する長期的に安定した地下水の不動領域を見つけ出すための定量的評価手法として

有用であると考えられた。 

本研究では、幌延地域と地形、地質、地下水条件の大きく異なる富士山麓－駿河湾地域

を対象として、水循環解析ならびに広域地下水流動解析により当該地域の淡水地下水流動

場の特性および海域への淡水地下水流動量を評価するとともに、幌延研究と同様の手法を

用いて超長期地下水流動解析を実施し、海底下淡水地下水の賦存状況を予測するとともに、

その解析手法としての適用性について検討した。 

 

4-3-2 水循環解析 

 

（1） 解析コードの選定 

一般に、水循環モデルはタンクモデルのように流域情報を一元化してモデル化する集中

型モデルと、流域を要素により分割し、それぞれの要素に様々な流域特性を与えてモデル

化を行う分布型モデルに大別される。集中型モデルは流域全体の水や汚濁負荷物質の流出

等について検討することができるが、流域内の局地的な特性変化や施策の実施効果を空間
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的に把握することは難しい。近年、計算機の処理能力の向上に伴い、分布型モデルが適用

される事例が多くなっている。 

分布型モデルでは、様々な物理型流出解析モデルが提案されており、その大部分が矩形

グリッドを基本とするが、本研究で適用した SHER MODEL の分割流域要素は、一つで数平方

キロメートルの大きさを持つため、一般的にグリッドベースのモデルの計算要素と比較し

て大きい計算単位となる。しかし、山岳地域では 1km 四方のグリッドでも、平均標高や平

均勾配といったモデルパラメータが正確に得られるものではない。SHER MODEL では、斜面

勾配、地質等の水文流出過程の視点で同様と判断される要素分割を行うことから、その標

高、勾配、土地利用、地質パラメータなどの代表性が高くなり、計算精度は高解像度のグ

リッド型物理モデルに対して遜色ないとされている。また、SHER MODEL は（社）雨水貯留

浸透技術協会のホームページにて無償で公開されており、汎用性の高い解析ソフトである。

以上より、本研究では、解析精度、開発コスト、計算時間等を総合的に考慮して、分布型

流出解析モデルである SHER MODEL を適用し、富士山麓－駿河湾地域の水収支ならびに地

下水涵養量を算定した。 

 

 

図 4-3-1 水循環解析（SHER MODEL）による地下水涵養量の算定に係る概念図 

 

(2)解析コードの概要 

SHER（Similar Hydrologic Element Response）Model は、不飽和浸透現象の物理過程

を可能な限り忠実に数値計算してモデルパラメータの物理的な根拠を明らかとし、また、

水文学的に均一と見なせる範囲毎（特に地下水深度に着目して）に流域要素を設定して、

それによって地形要因による流出特性を客観的に反映できるという特徴を有する (Herath 

and Musiake, 1994) 。これらの特徴により、単に不浸透面積率が増加するときの影響の

みならず、造成などにより土壌の透水性が減少した場合のシミュレーションが可能となっ

た。また、地形・地質データが得られれば、流量観測データが取得されていない地域で

浸透域モデル
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も、ある程度の水循環系の推定が可能である。 

SHER Model は、河川を中心として、支川単位の分割流域ブロックが基本の計算単位と

なる。分割流域をさらに河川周りの流出寄与域と台地部の涵養域に区分する。 

 

 

図 4-3-2 SHER Model における流域要素分割模式図 

 

 

 

 

 

 

（3）水循環解析モデルの構築 

水循環解析の対象領域は図 4-3-3 に示すように、富士火山および周辺山麓を包括する

大流域（2010.33km2）を設定した。流域要素は、斜面勾配状況、流路形状および地質状況

等が等しく、水文流出過程が同一と判断される範囲を流域要素（計算単位）とする。本研

究では、研究対象地域を 243 の流域要素に分割した。 
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図 4-3-3 水循環解析対象領域（左図）および流域要素分割図（右図） 

 

 

 

 

(4)水収支検討方針 

本研究では、地形分水嶺、既往地下水位コンター、主要河川水系網分布ならびに河川

流量データ取得状況を勘案し、図 4-3-4 に示すように 8 つの水収支区（地下水区）に分割

し、各収支区の水収支が成立することを検定したうえで、解析対象領域全体の水収支を算

定した。 
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図 4-3-4 研究対象地における水収支区分割図 

 

(5)水収支構成要素 

本研究における水収支構成要素を図 4-3-5 に示す。本研究では、深部地質への地下水

流去成分は無視し得るほど小さい、もしくは、いずれ海域に流出すると仮定し、地下水流

去成分は海底地下水湧出量のみと定義した。また、後述する広域地下水流動解析では、富

士五湖および海域に固定水頭境界を設定しており、入力した涵養量が河川流出量、地下水

揚水量、地下水流去量のそれぞれにどのように分配されるかを計算したため、便宜上、下

図のように表記した。現象論としては、青矢印で示すように、富士五湖に流出した地下水

は河川流出成分か、あるいは蒸発散量成分に含まれる。 
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図 4-3-5 本研究における水収支構成要素 

 

(6)パラメータの設定 

1)地表面勾配と地表面等価粗度係数の設定 

河川に早く到達する流出経路は、地表面や表層土場内を斜面方向に移動する流水であ

り、この運動の支配的なパラメータとなるのが地表面勾配と等価粗度係数である。 

等価粗度係数は、地表面の水みちを河道に到達する流れに対応する地表面等価粗度と

表層土壌内のパイプ流での粗度係数を与えており、これらには下記に示す一般値を使用し

た。 

 

表 4-3-1 等価粗度係数の設定値 

区   分 等価粗度係数 

地表面流 0.03 

表層土壌内パイプ流 0.05 

 

 

地表面勾配は、50m 数値標高データを用いて各グリッドの勾配（隣接セルとの標高差の

うち最大となるセルとの勾配）の平均値を使用した。解析対象領域およびその周辺地域の

地表面勾配図を図 6 に示す。 

 

降水量 蒸発散量

表面流出量
表面流出量

涵養量 河川流出量

地下水揚水量

地下水流去量 富士五湖湖底湧水量

海底湧出地下水量

貯留量変化量

河川総流出量
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図 4-3-6 解析対象領域およびその周辺地域の地表面勾配図 

 

2)不浸透域の設定 

アスファルトや屋根など、降雨が浸透できずに表面流出が生じる不浸透域は、特殊な

水文流出過程であり、これを適切にモデル化する必要がある。パラメータとなる不浸透面

積率は、国土数値情報 3 次メッシュ土地利用データの項目に不浸透面積率を表のように設

定した。流域要素ごとに不浸透面積を集計し、不浸透面積率を設定した。解析対象領域お

よびその周辺地域の不浸透面積率分布状況を図 7 に示す。 
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表 4-3-2 国土数値情報の土地利用項目分類と不浸透面積率の設定値 

 

 

 

 

コード 土地利用種別 土 地 利 用 の 定 義 不浸透面積率

100  田 湿田・乾田・沼田・蓮田及び田とする。 0.0%

200  その他農用地
麦・陸稲・野菜・草地・芝地・りんご・梨・桃・ブドウ・茶・桐・
はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培する土地とする。

0.0%

500  森林 多年生植物の密生している地域とする。 0.0%

600  荒地
荒地・がけ・岩・万年雪・湿地・採鉱地等で旧土地利用デー
タが荒地であるところとする。

0.0%

700  建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところとする。 60.0%

901  道路 道路などで、面的に捉えられるものとする。 80.0%

1000  その他の用地
運動競技場、空港、競馬場、野球場・学校港湾地区・人工
造成地の空き地等とする。

0.0%

1100  河川地及び湖沼
人工湖・自然湖・池・養殖場等で平水時に常に水を堪えて
いるところ及び河川・河川区域の河川敷とする。

0.0%

1400  海浜 海岸に接する砂、れき、岩の区分とする。 0.0%

1500  海水域 隠顕岩、干潟、シーパースも海に含める。 0.0%

1600  ゴルフ場
ゴルフ場のゴルフコースの集まっている部分のフェアウエイ
及びラフの外側と森林の境目を境界とする。

0.0%
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図 4-3-7 解析対象領域およびその周辺地域の不浸透面積率分布状況 

 

 

3)表層土壌および地質パラメータの設定 

帯水層厚の分布については、古富士火山噴出物底面までを帯水層と仮定した。SHER 

Model では地下水の流動方向を予め定めておく必要があることから、地下水の流動方向は

地形傾斜方向と一致するものと設定した。 

なお、表層土壌についてもこの地質分布に応じてパラメータを設定した。表層土壌の

最終的なパラメータについては、計算流量と河川観測流量の再現性を考慮し決定した。水

分保持特性および水分伝達特性については、富士山体及び谷底低地と平地については砂質

土、周辺山地斜面についてはロームとして既往文献値（建設省，2000）を引用した。帯水

層の透水係数については、平水年（1,999 年）の地下水涵養量をその 1 年間で流下させ得

る透水係数を逆算した。これらの検定作業から求められた表層土壌の設定パラメータを表

3 に示す。 
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図 4-3-8 水循環解析モデルに設定した表層地質および表層土壌区分図 

 

 

表 4-3-3 表層土壌のパラメータ一覧表 

 

 

 

(7) 入力データの整理 

富士山頂付近の高標高地域では地上雨量データが取得されていないため、富士山麓全

域の水収支を算定するには、当該地域の降水量分布を推定することが必要となる。気象庁

観測所における地上雨量データのみを用いた単純なティーセン分割では富士山麓のような

高標高地域の降水量を正確に算定できないと判断した。検証期間である過去 30 年間

（1,982～2,012 年）のレーダー雨量を収集整理したところ、至近 5 年間についてはレー

ダー雨量と地上雨量が概ね整合するが、それ以外の期間については誤差が大きいことが明

α β θ 0 θ r
鉛直方向
（m/s）

斜面方向
（m/s）

 富士山体 1.75×1010 16.95 0.5 0.2 3.37 1.0×10-5 0

 谷底低地，平地 1.75×1010 16.95 0.5 0.3 3.37 1.0×10-6 1.0×10-4

 周辺山地斜面 366 4.13 0.772 0.589 4.17 3.0×10-6 1.0×10-4

区　　　分

水 分 保 持 特 性 飽 和 透 水 係 数
不飽和透水係数特性

Mualem 係数n
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らかになった（図 9）。そこで、至近 5 年間のレーダー雨量データに基づき、標高と降水

量の関係について図 11 に示すとおり整理した。 

 

 

図 4-3-9 研究対象地周辺の地上雨量とレーダー雨量の経年変化 

 

至近 5 年間のレーダー雨量データに基づき、高度補正係数を算定するにあたり、研究

対象地域を図 4-3-10（左図）に示すように、74 地域の集計区に分割し、各集計区ごとに

レーダー雨量を集計した。降水量と標高の関係については、富士山の斜面方向によって異

なる可能性があることから、図 4-3-10（右図）のように富士山頂を中心とした放射状に

11 の領域を設定し、各領域ごとに降水量と標高の関係を図 11 に示すように整理し、それ

ぞれ高度補正係数を表 4 のように算定した。なお、降水量と標高に高い相関が認められた

領域については高度補正を行ったが、相関関係が認められなかった領域では気象庁および

国交省の地上雨量データを使用した。 
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図 4-3-10 レーダー雨量集計区分割図 
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図 4-3-11 各領域ごとの標高と降水量の関係整理結果 

 

表 4-3-4 各領域ごとの高度補正係数算定結果 

 

 

領　域 係数 a 係数 b （mm/年）

1 0.06310 3,373

2 0.83342 2,409

3 0.71477 2,600

4 0.77370 2,603

5 0.91871 2,448

6 0.30117 2,846

7 0.28255 2,590

8 0.51345 1,820

9 0.29411 1,959

10 0.42717 2,357

11 0.14302 3,028
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平水年（1,999 年）における研究対象地周辺の降水量分布推定図を図 12 に示す。富士

山頂付近（標高 2,000m 以上）の高標高部ならびに富士東麓・南東麓部の標高 1,000m 以上

の地域において降水量が多く、3,500～3,800mm 前後と推定された。また、解析対象領域

全体の降水量は 48.98 億 m3/年（2,440mm）と算定され、気候値メッシュ雨量 2,010 なら

びに既往文献（山本，1970；山本，1971；土，2011）と概ね良く整合することが確認され

た。 

 

 

図 4-3-12 平水年（1,999 年）における研究対象地周辺の降水量分布推定図 

 

検証期間 30 年間（1,982～2,012 年）における解析対象領域全体の降水量は 26.49～

72.36 億 m3/年（1,320～3,605mm/年に相当）の間で変動し、平均値は 47.30 億 m3/年

（2,356mm/年）であった。また、平水年である 1,999 年の降水量は 48.98 億 m3/年

（2,440mm/年）と算定された。本研究では、この推定降水量を水循環解析の入力データと

して使用した。 
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図 4-3-13 解析対象領域全体における推定降水量の経年変化 

 

 

(8) モデル検証結果 

本研究では、国交省が所管する水文水質データベースならびに静岡県及び山梨県が公

共用水域水質調査で実施する河川流量観測データ（以下、河川観測流量）と静岡県が所管

する地下水位観測データ（以下、観測水位）を検証データとして使用した。検証期間 30

年間の非定常計算結果（図 4-3-14 と図 4-3-15）をみると、各地点の河川観測流量および

観測水位ともに非常に再現性の良い結果が得られた。 
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図 4-3-14 主要河川における河川流量観測値と計算流量の比較 

  



 

209 

 

 

 

 

 

 

図 4-3-15 主要地点における地下水位観測値と計算水位の比較 
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(9)  地下水涵養量の算定結果 

水循環解析（SHER MODEL）より算定された平水年（1,999 年）の地下水涵養量分布図を

図 4-3-16 に示す。富士山麓標高 1,000m 以上の高標高部は地下水涵養量が 3,000～

3,500mm/年と大きいものと推定された。解析対象領域全体の地下水涵養量は、降水量の

71.5%に相当する 35.01 億 m3/年（1,744mm/年）と算定された。これは、既往文献値（山

本，1970；山本，1971；土，2011）と概ね整合する値であった。 

 

 

図 4-3-16 平水年（1,999 年）における研究対象地周辺の地下水涵養量分布推定図 

 

 

 

水循環解析結果より、検証期間 30 年間（1,982～2,012 年）における解析対象領域全体

の地下水涵養量は 14.54～53.42 億 m3/年（724～2,661mm/年）の間で変動し、平均値は

33.37 億 m3/年（1,662mm/年）であると算定された（図 4-3-17）。この地下水涵養量はい

ずれの年も降水量の 65～70%前後に相当する傾向がみられ、当該地域は降水量および地下

水涵養量ともに非常に大きな地域と考えられる。 
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図 4-3-17 水循環解析より算定された解析対象領域全体の地下水涵養量の経年変化 

 

 

(10) 水循環解析に基づく富士山麓－駿河湾地域の水収支評価 

水循環解析（SHER MODEL）に基づく平水年（1,999 年）の富士山麓－駿河湾地域の水収

支算定結果を図 4-3-18 に示す。水循環解析では、降水量 48.98 億 m3/年のうち、23.5%が

蒸発散量、5.0%が表面流出量、71.5%が地下水涵養量になると算定された。また、海底湧

出地下水量を主体とする地下水流去量は降水量の 6.8%に相当する 3.30 億 m3/年と算定さ

れ、涵養された地下水の大部分は陸域において湧水もしくは河川流出水として駿河湾に流

入しているものと考えられた。 

本研究で構築した SHER MODEL では地質構造・地下水位状況（動水勾配）を非常に単純

化して、ダルシー式に基づき地下水流去量を算出しているため、富士山麓地域のように地

形勾配の大きな地域では地下水流去量を過大評価するおそれがある。そこで、次頁以降に

記載した地下水流動解析モデルを構築し、詳細な地質構造ならびに地下水位状況を反映さ

せて地下水流去量（とくに、海底湧出地下水量）の算定を行った。 
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図 4-3-18 水循環解析に基づく平水年（1,999 年）における富士山麓－駿河湾地

域の水収支算定結果 

 

4-3-3 広域地下水流動解析 

 

（1） 解析コードの選定 

近年、地下水流動や地下水汚染の問題を解析するためのプログラムが多く発表されて

いるが、解析コードの選定に当たっては、対象地域あるいは検討目的に合致する最適なコ

ードを選定するとともに、経済性ならびに解析に要する時間効率等も勘案する必要があ

る。 

本研究では、ソースコードがインターネットにより公開され、世界的にも適用事例が

多く、物質輸送のモデルとパッケージ化されている MODFLOW（ESI 社製）を地下水流動解

析コードとして選定した。MODFLOW は、アメリカ合衆国地質調査が開発した差分法による

三次元地下水流動解析モデルを搭載した解析コードである。なお、ソルバーには

MODFLOW-NWT を使用した。 

 

（2） 解析コードの概要 

地下水流動解析に用いられる主な解析法としては、差分法と有限要素法がある。

MODFLOW で採用されている差分法とは、計算領域を矩形の格子または面で区切り、隣

り合う格子や面に出入りする物質量の収支を計算する解析法である。一方、有限要素

法は、計算領域に任意の点(節点)を設定し、この節点で囲まれた要素内の物質量を計

SHER MODEL
降水量
48.98億m3

2,440mm

(100%)

蒸発散量
11.51億m3

573mm
(23.5%)

表面流出量

表面流出量
2.46億m3

123mm

(5.0%)

涵養量
35.01億m3

1744mm

(71.5%)

河川流出量
25.17億m3

1,254mm

(51.4%)

地下水揚水量
6.54億m3

326mm
(13.3%)

地下水流去量
3.30億m3

164mm
(6.8%)

富士五湖湖底湧水量

海底湧出地下水量

貯留量変化量

河川総流出量
27.63億m3

1,377mm

(56.4%)
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算する解析法である。 

差分法は、有限要素法と比べ、計算領域を矩形で表現するため空間表現の柔軟性に

限度があるものの、計算量が比較的少なく計算時間が短いというメリットがある。 

MODFLOW に限らずほとんどの解析では、一般化された地下水の流れの方程式は、流

れ流域内にある帯水層のコントロールボリュームにおける質量保存則を適用すること

で定式化される。この体積に流入する正味の流量は解析対象の体積のなかで水が累積

される率（Ss:比貯留係数）に等しくなければならず、次式が誘導される。 

𝜕

𝜕𝑥
(𝐾𝑥𝑥

𝜕ℎ

𝜕𝑥
) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝐾𝑦𝑦

𝜕ℎ

𝜕𝑦
) +

𝜕

𝜕𝑧
(𝐾𝑧𝑧

𝜕ℎ

𝜕𝑧
) −𝑊 = +𝑆𝑠

𝜕ℎ

𝜕𝑡
 

 ここに、 

Kxx，Kyy，Kzz ：x, y, z 軸方向の透水係数（LT-1） 

H  ：被圧地下水頭（L） 

W  ：単位体積あたりの流入または流出量(T-1) 

Ss ：比貯留量(L-1) 

T  ：時間(T) 

また、定常流解析(時間変化を考慮しない)の場合は、時間変化を無視することがで

きることから、次式の右辺項を 0(ゼロ)とした以下の式が用いられる。 

𝜕

𝜕𝑥
(𝐾𝑥𝑥

𝜕ℎ

𝜕𝑥
) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝐾𝑦𝑦

𝜕ℎ

𝜕𝑦
) +

𝜕

𝜕𝑧
(𝐾𝑧𝑧

𝜕ℎ

𝜕𝑧
) −𝑊 = 0 

ここに、 

Kxx，Kyy，Kzz ：x, y, z 軸方向の透水係数（LT-1） 

H  ：被圧地下水頭（L） 

W  ：単位体積あたりの流入または流出量(T-1) 

Ss ：比貯留量(L-1) 

T  ：時間(T) 

 

 

（3） 広域地下水流動解析モデルの構築 

 

1） 解析対象領域の設定 

広域地下水流動解析の対象範囲は、図 4-3-3 に示した水循環解析対象範囲と等しい

富士山麓を包括する大流域（2,375km2：陸域 2,010km2、海域 365km2）を設定した。 

 

2） 水理地質構造のモデル化範囲 

本研究では、①沖積層・泥流堆積物相当層（A・MF 層）、②新富士火山噴出物層（FV

層）、③古富士火山噴出物層（OLF 層）を帯水層、古富士火山噴出物下位層を水理基盤
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層（BS 層）に区分した。地下水流動解析に供する三次元水理地質構造モデルは、地質

断面図に基づき作成した各帯水層の基底面コンターを地球統計学的手法である普通ク

リギング法を用いて、対象層ごとに 250m メッシュのグリッドデータを作成すること

で構築した。 

 

表 4-3-5 地質層序と帯水層区分 

 
 

3） 解析メッシュ構造 

本研究では水平方向のグリッドサイズを 250m に設定した。鉛直方向については地表面

から深度-2,000m までを解析対象範囲とし、グリッドサイズについては、①A・MF 層を 1

層、②FV 層を 3 層、③OLF 層を 4 層、④BS 層を 3 層に等分割した。計算対象領域の総メ

ッシュ数は、421,784 個となった。三次元水理地質構造モデルの構築状況を図 4-3-19 と

図 4-3-20 に示す。 

 

主　　な　　岩　　層 解析モデル上の帯水層区分

 泥　　質 泥・砂・礫

 礫質堆積物 礫・砂

 砂質堆積物 砂

砂礫

火山砂礫・砂

礫・砂

 新　　期 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア

 中　　期 スコリア・火山灰・玄武溶岩

 旧　　期 玄武岩溶岩・火山灰・スコリア

 泥流堆積物 火山砂礫・スコリア・火山灰

 溶　岩　類 玄武岩溶岩・スコリア・火山灰

安山岩溶岩・火砕岩

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩・礫・砂

玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

Tg ・ Da 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

ASG 礫岩・砂岩

Kg 礫岩

IWAV 玄武岩～安山岩溶岩・火砕岩

FuKG 礫岩・砂岩泥岩互層

HAG 礫岩

SHIG 凝灰岩・凝灰質砂岩

NYG 砂岩泥岩互層・礫岩

TAG 石英閃緑岩・玄武岩～安山岩溶岩、火砕岩

YUG 玄武岩～安山岩火山岩類

 水理基盤層
 BS層

 第Ⅰ帯水層
 沖積層・泥流堆積物相当層
 A・MF層

 第Ⅱ帯水層
 新富士火山噴出物
 FV層

 第Ⅲ帯水層
 古富士火山噴出物
 OLF層

 段丘堆積物 d

地 質 時 代 地　　　　　層　　　　　名 地　　質　　記　　号

第
 
　
四
 
　
紀

完
　
　
新
　
　
世

 沖積層

a

 新富士火山噴出物

YV

 岩淵火山岩類

ag

as

 泥流堆積物 mf

 火山泥流堆積物 （御殿場泥流堆積物含む） vmf

MV

OV

更
　
　
新
　
　
世

 古富士火山噴出物

OLFm

OLF

 小御岳火山噴出物 KOM

 愛鷹火山噴出物 ASH

 箱根火山噴出物 HAK

 多賀・達磨火山噴出物

Bs3

 足柄層群

 蒲原礫岩

新
 

第
 

三
 

紀

鮮
新
世
・
中
新
世

 富士川層群

Bs2 西桂層群

 白浜層群

 西八代層群

BS1 丹沢層群

 湯ヶ島層群
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図 4-3-19 三次元水理地質構造モデル鳥瞰図 

 

 

図 4-3-20 水理地質構造のモデル構築状況（南北代表断面） 

 

(4) 入力データの整理 

1） 地下水涵養量 

広域地下水流動解析では、前節に記載した SHER MODEL を用いた水循環解析により算定

された 1982～2012 年までの過去 30 年間の地下水涵養量を入力データとして使用した（図

4-3-17）。 

 

富士山

御坂山地

箱根火山愛鷹火山

天守山地
丹沢山地

蒲原丘陵

海岸線

駿河湾

伊豆地塊

網掛部：計算対象領域
着色部：非計算対象領域

【南側】 【北側】

海岸線

海水準 T.P. 0m
駿河湾

帯水層① ： A・MF層 （1層）
沖積層（泥流堆積物含む）

帯水層② ： FV層 （3層）
新富士火山噴出物 水理基盤 ： BS層 （3層）

古富士火山噴出物下位層

帯水層③ ： OLF層 （4層）
古富士火山噴出物
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2） 透水係数 

既往文献に基づく地質毎の透水係数の整理結果を図 21 に示す。各地質の透水係数の分

布範囲は広く、A 層（沖積層）は 10－6～10－2m/sec、MF 層（泥流堆積物層）は 10－6～10－

3m/sec、FV 層（新富士火山噴出物層）は 10-7～10－1m/sec、OLF 層（古富士火山噴出物

層）は 10-7～10-3m/sec、OLFm 層（古富士泥流堆積物層）は 10-7～10-4m/sec であった。

OLF 層及び OLFm 層は FV 層に比較して相対的に透水係数が低い傾向がみられるが、著しく

透水性が低いとは判断できないことが明らかになった。したがって一般の堆積岩地域（例

えば幌延であれば 10－7～10－4m/sec に分布）に比べて地下水現象のコントラストが大きい

と考えられる。 

広域地下水流動解析に使用する透水係数については、各地質の中央値を基本ケースと

して感度解析を行い、富士山麓周辺の地下水位状況を最も良く再現できる透水係数値を選

定した。 

 

図 4-3-21 既往文献に基づく地質毎の透水係数整理結果 

 

3） 有効間隙率 

地本研究では、いずれの地質についても幌延研究における間隙水抽出試験から得られ

た平均的な有効間隙率である 20%を使用した。なお、幌延研究では間隙水抽出試験から得

られた水分特性曲線に基づき、飽和堆積含水率と残留体積含水率の差を有効間隙率と定義

している（産業技術総合研究所，2013）。 

 

4） 比貯留係数 

比貯留係数については既往文献値（徳永，1998）及び地下水位変動の再現状況を鑑

み、A・MF 層は 1.0×10-5（1/m）、FV 層は 1.0×10-6（1/m）、OLF 層は 5.0×10-7（1/m）、BS

層は 1.0×10-7（1/m）に設定した。 

 

（4） 検証データの整理 

地下水流動解析の検証データとして、既往地下水位コンターと富士山麓周辺の観測水

位を使用した。既往文献に掲載された地下水位コンター図を統合し、図 4-3-22 に示すよ

うに富士山麓全体の地下水流動方向を表す地下水位コンター図を作成した。観測水位につ

いては、静岡県が所管する地下水位観測井のうち、観測井分布状況、水位観測対象層なら

10-9 10-8 10-7 10-6 10-5 10-4 10-3 10-2

 沖　　積　　層 A

 火山泥流堆積物・泥流堆積物 MF

 新富士火山噴出物

 古富士火山噴出物 OLF

 古富士泥流堆積物 OLFm

地　 　質　 　区　 　分

OLF

地 質 記 号

FV

透　水　係　数　　　（m/s）

A・MF

10-9 10-8 10-7 10-6 10-5 10-4 10-3 10-2 10-1
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びに観測データ取得状況を勘案し、27 地点の検証対象地点を選定した。 

 

 

図 4-3-22 既往地下水位コンター図 
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図 4-3-23 検討対象地点における年平均地下水位変動図（代表地点） 

 

（5） 解析ケースの設定 

本研究では、富士山麓全域の大局的な地下水の流動方向ならびに地下水位状況を最も

良く再現する透水係数の最適値を求めるために、表 4-3-6 に示す解析ケースを設定した。

なお、透水係数の異方性については考慮しておらず、各水収支区における地質の透水係数

は等しいものと仮定した。 
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表 4-3-6 解析ケース表 

 

 

 

 

 

 

（6） 解析結果 

1） 透水係数の最適値 

各ケースについて定常計算を行い、既往地下水位コンターならびに観測水位との再現

状況を勘案し、解析結果を表 4-3-7 に整理した。透水係数の最適値を求めるために行った

定常計算では、検証期間 30 年間の平均涵養量を入力データとし、同様に 30 年間の平均観

測水位を検証データに使用した。 

Case1 については大局的な地下水の流動方向を再現できなかったため棄却した。Case4

は地下水の流動方向を再現しているが、計算水位と観測水位との誤差が大きいために不適

と判断した。Case2、Case5 および Case3 を比較すると、計算水位と観測水位の誤差につ

いては有意な差異が認められないが、既往地下水位コンターとの再現状況を鑑みると、

Case5 が最適と判断された。以上より、今回の検討では、A・MF 層を 2.5×10-5m/sec、FV

層を 7.5×10-5m/sec、OLF 層を 2.5×10-6m/sec、BS 層を 1.0×10-8m/sec に設定した場合

が、富士山麓全域の地下水流動方向ならびに地下水位状況を良く再現できると判断され

た。 

 

 

 

 

 

 

A・MF層 FV層 OLF層 BS層

Case 1 1.0×10-4 5.0×10-4 1.0×10-5 1.0×10-8 中央値より半オーダー高い
異方性考慮せず

（X，Y，Z方向ともに等しい）
各水収支区ともに

地質の透水係数は同じ

Case 2 5.0×10-5 1.0×10-4 5.0×10-6 1.0×10-8 中　　央　　値 〃 〃

Case 5 2.5×10-5 7.5×10-5 2.5×10-6 1.0×10-8 Case2とCase3の中間 〃 〃

Case 3 1.0×10-5 5.0×10-5 1.0×10-6 1.0×10-8 中央値より半オーダー低い 〃 〃

Case 4 5.0×10-6 1.0×10-5 5.0×10-7 1.0×10-8 中央値より1オーダー低い 〃 〃

水収支ごとの
透水係数の設定

ケース名

地層毎の透水係数の設定

透水係数の設定根拠 透水係数の異方性透　　水　　係　　数　（m/s）
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表 4-3-7 解析結果一覧表 

 

 

2） 地下水位の再現状況 

富士山麓全体の地下水流動方向ならびに地下水位状況を最も良く再現した Case5 につ

いて、検証期間 30 年間（1,982～2,012 年）を対象とした非定常計算を行った。非定常計

算結果を図 4-3-24 に示す。検討対象とした 27 地点において、計算水位と観測水位が概ね

良く整合する結果が得られた。 

 

A・MF層 FV層 OLF層 BS層

Case 1 1.0×10-4 5.0×10-4 1.0×10-5 1.0×10-8 × --- --- ---

Case 2 5.0×10-5 1.0×10-4 5.0×10-6 1.0×10-8 △ 14.93 4.51 5.72

Case 5 2.5×10-5 7.5×10-5 2.5×10-6 1.0×10-8 ○ 15.11 4.48 5.68 最　適

Case 3 1.0×10-5 5.0×10-5 1.0×10-6 1.0×10-8 △ 15.59 4.36 5.52

Case 4 5.0×10-6 1.0×10-5 5.0×10-7 1.0×10-8 △ 22.18 5.80 7.45

RMSE

ケース名

地層毎の透水係数の設定 現　況　再　現　状　況

評価結果透　　水　　係　　数　（m/s）
大局的な

地下水の流動方向
最大誤差

（m）
平均誤差

（m）
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図 4-3-24 非定常計算における計算水位と地下水位観測値との比較 

 

非定常計算における平水年（1,999 年）の地下水位再現状況は図 4-3-25 に示すよう

に、一部地点（3 地点）では 10m 以上の誤差が生じているが、その他地点（24 地点）では

計算水位と観測水位の誤差が概ね 5m 程度以下に収まっているため、広域地下水流動解析

モデルの再現性は高いと判断された。 
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図 4-3-25 非定常計算における平水年（1,999 年）の計算水位と観測水位の比較 

 

広域地下水流動解析結果に基づく富士山麓周辺の地下水面形状鳥瞰図を図 4-3-26 に示

す。小御岳火山山頂付近と山中湖南部の丹沢山地を帯状に結ぶように楕円形状の地下水位

の高まりが形成され、富士火山の各山麓へと向かう地下水流動場が再現されている状況が

読み取れる。本研究では、古富士火山噴出物を帯水層として透水係数を設定したため、富

士山頂付近の地下水位が標高 950m 前後まで大きく低下する解析結果が得られた。これ

は、富士山体の地下水位が 800m 前後にあることで、標高 800m 以下の山麓湧水帯が形成さ

れていると提唱した山本（1971）の地下水流動メカニズムに非常に良く類似するものであ

ると考えられる。 
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図 4-3-26 地下水位流動解析結果に基づく富士山麓周辺の地下水面形状鳥瞰図 

 

図 4-3-27 富士山体の地下水面形状ならびに湧水メカニズム模式図 

（山本，1971 を一部加筆） 

 

3） 水収支算定結果 

検証期間 30 年間のうち平水年に相当する 1,999 年について、富士山麓－駿河湾地域の

水収支を算定した。なお、水収支を算定する際には、貯留量変化量が小さくなるように、

定常計算を実施した。 

広域地下水流動解析に基づく平水年（1,999 年）の水収支評価結果を図 4-3-28 に示

す。当該地域では、地下水涵養量 35.01 億 m3/年（1,744mm）に対して大部分は陸域での

湧水もしくは河川流出水 27.98 億 m3/年（1,394mm）として流出し、海底湧出地下水とし

山頂3,776m

2,000m

800m

富士山体

基盤地質

湧水
想定地下水位
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て系外に流出する成分はわずか 0.11 億 m3/年であり、地下水涵養量の 0.3%程度と算定さ

れた。 

 

 

図 4-3-28 広域地下水流動解析に基づく平水年（1,999 年）の水収支算定結果 

 

 

 

 

 

（7） 広域地下水流動解析に基づく水収支評価 

MODFLOW を用いた広域地下水流動解析に基づく平水年（1,999 年）の富士山麓－駿河湾

地域の水収支算定結果を図 4-3-29 に整理した。当該地域は、降水量（2,440mm）ならびに

地下水涵養量（1,744mm）ともに非常に大きな地域であると考えられる。また、涵養され

た地下水の大部分は陸域での湧水もしくは河川流出水（1,394mm）として駿河湾に流入し

ており、海底湧出地下水は降水量のわずか 0.2%（5mm）と非常に小さいと推定された。な

お、解析ケース（Case1～Case5）毎の水収支算定結果を比較したところ、河川流出水およ

び海底湧出地下水の分配比率に有意な差異が見出せなかったため、当該地域の地下水流動

は地形勾配に大きく支配されていると推察される。 
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図 4-3-29 地下水流動解析に基づく富士山麓－駿河湾地域の水収支算定結果 

 

2-6-4 長期地下水流動解析 

 

（1） 解析コードの選定及び解析コードの概要 

幌延沿岸域を対象とした既往研究においては、Dtransu-2/3D・EL や FEFLOW といった有

限要素法による解析事例が多い。本業務では、流速の計算が厳密に出来ること、世界中で

利用されており汎用性が高いこと、塩濃度や地下水年代を連成して計算できること等から

有限差分解析プログラムである「SEAWAT2000」を選定した。SEAWAT は地下水流動解析プ

ログラムである MODFLOW と溶質輸送解析プログラムである MT3DMS を連成させたプログラ

ムであり、塩濃度の変化に応じて流体密度を適宜変更し、地下水流動の駆動力に反映させ
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ることが可能である。本プログラムは、90 年代後半の初期バージョンの公開以来、世界

中の塩水化問題に適用されており、現在でも多くの研究者が利用している（例えば、

SWIM、2010）。本プログラムの基礎方程式を式 3-1～3-3 に示す。 
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            式 3-2 

反応項水理学的分散係数、シンク項、ソース・溶質濃度、間隙率、

比貯留係数、等価淡水水頭、透水係数テンソル、淡水密度、流体密度、

::/:::

:::::

kRDsCsqC

fSfhfKf




 

地下水年代のシミュレーションは、無次元変数の地下水年代が輸送方程式や保存則に

支配されるという仮定の下、任意の時間における地下水年代の空間分布を知る手法である

（Goode, 1996）。これによって、拡散や分散、ミキシング、イオン交換反応などの物理現

象が地下水年代に与える影響を考慮する事が出来、水質形成機構を踏まえた地下水年代の

推定が行えるものと考えられる。 
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（2） 長期地下水流動解析モデルの構築 

1）解析対象領域の設定 

本業務では、地形・地質条件の異なる、①潤井川沿い海底低地部と②愛鷹火山南麓部

の 2 測線を着目し、断面二次元解析モデルを実施した。側線の設定にあたっては、広域地

下水流動解析結果から得られる流動方向の並行する箇所を選定し、また、モデル上流端は

地下水分水嶺となる箇所に一致させた。具体的には、①潤井川沿い海底低地部では断層位

置を、②愛鷹火山南麓部では愛鷹山山頂部を地下水分水嶺と仮定した。さらに、モデル下

流端は水深-500m までをモデル化対象とした。 
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図 4-3-30 本業務における長期地下水流動解析の対象測線 

 

 

2）解析メッシュ構造 

本研究では、数値分散を出来るだけ小さくすることを目的として、水平方向に 100m グ

リッド、鉛直方向には地表面から深度 500m までを 10m に分割し、深度 500m から基底標高

までを 50 等分割した。モデル基底標高は、定常状態の塩淡境界が解析モデル内に現れる

ことを原則とし、下記検討フローの下、可能な限り小規模な範囲となるよう、試行錯誤に

より設定した。これによって、潤井川沿い海岸低地部モデル（断面①モデル）は -2km、

愛鷹山南麓部モデル（断面②モデル）は -5km となった。最終的に構築された解析モデル

構造図を図 32 と図 33 に示す。 
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図 4-3-31 モデル基底標高の選定フロー 

 

 

図 4-3-32 潤井川沿い海岸低地部の解析モデル構造図 
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図 4-3-33 愛鷹火山南麓部の解析モデル構造図 

 

（3） 解析条件及び水理定数等の設定 

1）境界条件 

 a. 海水準変動 

海水準は最近 50 万年程度においては、約 12 万年周期で変動し、変動幅は現海水準の-

120m～+5m 程度と言われている（核燃料サイクル機構、2000）。本業務では海退時は 10 万

年間で 120m 海水位が低下し、海進時は 2 万年間で 125m 海水準が上昇する海水準変動曲線

を５周期分設定した（図 4-3-34）。モデルの設定上は、海進海退過程でそれぞれ 25 ステ

ップずつに境界条件を更新し、海域と陸域での境界条件の切り替わりがよりシームレスに

行われるように工夫した。海域には塩濃度および流体密度が 35kg/m3、1025kg/m3となる

固定水頭・濃度境界を与え、モデル内部からの流出がある場合は濃度勾配がゼロになるよ

うに設定した。また、陸上部には地表面に SEAWAT に付随するモジュールである DRAIN 

PACKAGE(McDonald & Harbaugh, 1988)を設定し、Conductance=86,400(m2/day)として地下

水位が地表面を超えた場合に自由排水されるよう設定した。周辺境界は既往の解析事例を

参考に、モデル測部、底部を不透水境界とした（図 4-3-35）。 

 

-5000

-4500

-4000

-3500

-3000

-2500

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

El
e

va
ti

o
n

 (
m

)

Distance (m)

沖積層

愛鷹山火山岩

GL. 0 ～
GL. -500m
ΔX = 100m
ΔY = 10m

GL. -500 ～
EL. -5000m
ΔX = 100m

ΔY ： 等層厚で
50分割

 断面モデル範囲：延長13.2km、深度5km
 NX = 133, NZ = 100, Total Cells = 13,300
 上流端標高値：EL. 1,375m、下流端標高値：EL. -484m
 陸域地形勾配：0.123、海域地形勾配：0.244



 

230 

 

 

図 4-3-34 長期地下水流動解析において設定した海水準変動曲線 

 

図 35 長期地下水流動解析において設定した地下水涵養量変動曲線 

 

 b. 地下水涵養量 

地下水涵養量は、今井ら(2009)を参考に、海水準変動と同様、約 12 万年周期で変動す

るモデルを仮定した。本業務では現況を想定した定常解析によって得られる結果を基準と

して、海退最盛期に０となるよう線形補間し、地下水涵養量変動曲線を５周期分設定した

（図 4-3-36）。なお、定常解析では陸域は地形面標高に、海域は標高 0m に水頭固定して

解析を実行し、この時に得られる第一層の鉛直下方流動量を地下水涵養量であると仮定し

た。地下水涵養量の設定も海水準変動曲線での設定と同様に、海進海退過程でそれぞれ

25 ステップずつに境界条件を更新し、海域と陸域での境界条件の切り替わりがよりシー

ムレスに行われるように工夫した。 
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図 4-3-36 長期地下水流動解析において設定した地下水涵養量変動曲線 

 

 

2）水理定数 

 a. 透水係数 

モデルに与える透水係数は、原位置での試験データが得られていないため、既往文献

値を参考に下記を基本とし、感度解析項目とした。 

 

表 4-3-8 モデルに設定した透水係数（基本ケース） 

地層名 透水係数(m/sec) 

沖積層 5.0×10-5 

新富士火山噴出物 1.0×10-4 

古富士火山噴出物 1.0×10-5 

基礎岩盤 1.0×10-8 

 

 b. その他の流動パラメータ 

その他の流動パラメータについても、原位置での試験データが得られていないため、

既往文献値を参考に、有効間隙率は 15%、貯留係数は 1.0×10-4(/m)、拡散係数は

0.00001(m2/sec)、縦分散長は 100m、横分散長 20m とし、固定値とした。 

 

 c. 初期条件 

モデルの初期条件は、妥当な設定方法に関して様々な議論があるが、現海水準にお

ける定常状態を採用する場合（産業創造研究所、2002；登坂、2002；長谷川ほか、
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2009）と全領域塩水状態から始める場合（産業創造研究所、2006；今井ら、2009；伊

藤ほか、2010）の２通りがある。本研究では、計算時間を短縮するため、前者を採用

した。地下水年代の解析については、定常状態を形成した時点を０年として、計算を

開始した。 

 

（4） ケーススタディの設定 

本業務では地下水流動モデルに最も影響を与えるパラメータの一つである透水係数に

ついて、それぞれの断面について３つずつの感度解析を実施した。感度解析ケースは下表

の通りに設定した。 

 

表 4-3-9 感度解析ケース表 

ケース名 対象断面 

透水係数(m/sec) 

沖積層 新富士火山 古富士火山 基礎岩盤 

CaseⅠ-01  

潤 井 川 沿

い 海 岸 低

地部  

5.0 × 10-5 1.0 × 10-4 1.0 × 10-5 1.0 × 10-8 

CaseⅠ-02  5.0 × 10-5 1.0 × 10-3 1.0 × 10-5 1.0 × 10-8 

CaseⅠ-03  5.0 × 10-5 1.0 × 10-4 1.0 × 10-4 1.0 × 10-8 

CaseⅡ-01  

愛 鷹 火 山

南麓部 

5.0 × 10-5 - - 1.0 × 10-8 

CaseⅡ-02  5.0 × 10-5 - - 1.0 × 10-7 

CaseⅡ-03  5.0 × 10-5 - - 1.0 × 10-9 

※愛鷹火山南麓部断面については，新富士火山噴出物層ならびに古富士火山噴

出物層が分布していない。 

 

 

（5） 解析結果 

1）潤井川沿い海岸低地部断面 

 a. 現況水理条件での比較 

潤井川沿い海岸低地部断面における基本ケースの定常解析時、及び感度解析ケース

の５周期目現況水理条件下における塩淡境界形状で比較を行った（図 4-3-37）。ここ
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で塩淡境界位置は、便宜的に塩分濃度が 10％(3,500mg/L)を境界線とした。これによ

ると、10%塩淡境界は海岸線から約 2km の範囲において、新富士及び古富士火山噴出

物中に現れることが予測された。また、定常解析では基礎岩盤中に塩淡境界が侵入し

ないのに対し、海水準変動を考慮した感度解析ケースでは、基礎岩盤中に 200～300m

ほど淡水が賦存する状況が見られた。また、感度解析ケースの全てにおいて、沖合

200～300m 程度、水深 100m 以下の範囲で海底湧水現象が見られることが分かった。た

だし、その湧水量に関しては、海域からの再循環水の混合影響があり、いわゆる淡水

性の海底湧水を分離する事は難しかった。 

 

 

図 4-3-37 潤井川沿い海岸低地部断面における 5 周期目の現況水理条件下 

での塩淡境界形状 

 

 

 b. 1 サイクル内での比較 

潤井川沿い海岸低地部断面における基本ケースの定常解析時、及び５周期目の現況、

海進最盛期、海退最盛期における塩淡境界形状で比較を行った（図 4-3-38）。これによる

と、現海域は海退時に 1km 程度陸地化し、淡水侵入域はそこから更に 500m 程度沖合まで

進むものの、その後の海進によって、表層付近の地層は塩水へと置き換わり、幌延沿岸域

で見られたような、過去に涵養された地下水が海底下に取り残される現象は見られないこ

とが予測された。一方、基礎岩盤中は 1 サイクル中の各段階のいずれを取りだしても、深

さ 200～300m の範囲で淡水の残余が見られた。これは、海退時に深部まで侵入した淡水が
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その後の海進時の塩水置換に遅れが生じたことが原因であると考えられる。このため、幌

延沿岸域のように海底下表層付近で淡水が見つかる可能性は低いものの、より深部で淡水

が見つかる可能性を残した。 

 

 

図 4-3-38 潤井川沿い海岸低地部断面における 5 周期目各段階の 

塩淡境界形状 

 

 

 c. 地下水年代 

潤井川沿い海岸低地部断面における基本ケースの５周期目の現況時における地下水年

代分布図を図 4-3-39 に示す。陸域～沖合 2km までの範囲では、標高-500m 程度まで、変

動 1 サイクル以内の比較的若い地下水が存在する可能性がある。解析モデル全体として

は、ごく小さな流動場が生じているため、５周期分の解析を実施した後でも、地下水年代

の最大値は 30 万年程度であった。 
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図 4-3-39 潤井川沿い海岸低地部断面における基本ケースの地下水年代分布 

 

 

2）愛鷹火山南麓部断面 

 a. 現況水理条件での比較 

愛鷹火山南麓部断面における基本ケースの定常解析時、及び感度解析ケースの５周期

目現況水理条件下における塩淡境界形状で比較を行った（図 4-3- 40）。基礎岩盤の透水

係数の違いによって、淡水の侵入範囲が大きく異なり、塩淡境界形状を推定するために

は、基礎岩盤の透水係数を把握する必要が考えられた。また、基本ケースでは、沖合

100m 程度、水深 100m 以下の範囲で海底湧水現象が見られることが分かった。ただし、そ

の湧水量に関しては、海域からの再循環水の混合影響があり、いわゆる淡水性の海底湧水

を分離する事は難しかった。 
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図 4-3-40 愛鷹火山南麓部断面における５周期目現況水理条件下での 

塩淡境界形状 

 

 

 

 b. 1 サイクル内での比較 

愛鷹火山南麓部断面における基本ケースの定常解析時、及び５周期目の現況、海進最

盛期、海退最盛期における塩淡境界形状で比較を行った（図 4-3-41）。これによると、海

水準・気候変動による地下水流動環境への影響は、沖積層中のみ顕著であった。このた

め、海底下への淡水の拡がりは殆んど無く、幌延沿岸域で見られたような海底下の淡水性

地下水の残余は見られなかった。ただし、海水準・気候変動を考慮した場合、これを考慮

しない場合と比較して、10%塩淡境界が 800m 程度下方に形成されることが予測された。こ

の違いを利用して現地調査等を行えば、現状の地下水流動環境が長期間の海水準・気候変

動の影響を受けたものかどうかを判断する材料の一つになると考えられた。 

海底湧水発生範囲

現況の10%塩淡境界
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図 4-3-41 愛鷹火山南麓部断面における５周期目各段階における 

塩淡境界形状 

 

 

 

 c. 地下水年代 

愛鷹火山南麓部断面における基本ケースの５周期目の現況時における地下水年代分布

を図 4-3-42 に示す。これによれば、現海底下において海水準変動による影響を受ける範

囲は、沖合 400m 深度 250m 程度に限定される可能性が予測された。降雨により涵養された

地下水が透水性の高い沖積層中を選択的に流動し、そのまま海域へと流出されることか

ら、陸域地下水流動の影響が海底下に大きく広がらない結果となったものと想定される。 

海退最盛期の10%塩淡境界

現況の10%塩淡境界

海進最盛期の10%塩淡境界
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図 4-3-42 愛鷹火山南麓部断面における基本ケースの地下水年代分布 

 

 

 

（6） 結論 

 

長期地下水流動解析による結論は以下のとおりである。 

 駿河湾沿岸域の海岸線から 1km 内陸部における 10%塩淡境界は、潤井川沿い海岸低地部

で GL.-90～280m の古富士火山噴出物中、愛鷹山南麓部で GL.-580 程度に現れることが

予測された。 

 海底湧水は、潤井川沿い海岸低地部で沖合 200～300m 程度、愛鷹山南麓部で沖合 100m

に発生することが予測された。 

 海底地形が急峻な地域では、過去に涵養された地下水が海底下に取り残される現象は殆

んど見られなかった。 

 表層付近に高透水の地層が存在していた場合、ここを選択的に地下水が流動し、陸域地

下水の海域への影響が軽減される効果があることが予測された。これは火山岩地域のよ

うな亀裂水が存在する地域では、より顕著に影響が出るものと想定され、本手法の適用

には更なる検証が必要であることが分かった。 

 本年度は現地データが殆んど無い状況での試解析であったため、今後本プロジェクトで

実施される現地調査を踏まえて、予測精度を向上させる必要がある。 
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5-1 緒 言 

 

5-1-1 研究の背景と目的 

富士山の地質や水収支に関しては村下（1982）、土（2004）、安原ほか（2007）らにより

多くの研究が実施され、現在の富士山(新富士火山噴出物)の下には難透水性の古富士火山

が存在するため、透水性に富む新富士火山が地下水を溜める帯水層であること、東麓の小

浜池、柿田川、西・南麓の湧玉池、白糸ノ滝、猪之頭湧水など規模の大きな湧水はいずれ

も新富士旧期溶岩流の末端（三島地区、富士の宮地区では厚さ 50～60m）に存在している

ことなどが明らかになっている。また、安原ほか（2007）が降水と湧水の酸素・水素安定

同位体比から、静岡県側の湧水の平均涵養標高を 1,100～2,200m と推定している。 

富士山地域の海水と地下水との相互作用については、落合（1969）が富士山南東麓に分

布する三島溶岩中の地下水が駿河湾に流出するとしている。富士市沿岸域では新富士溶岩

が深さ 100〜200m に分布しており、村下（1982）は沿岸部の新富士溶岩地下水における

塩水化は海水侵入によるものとしている。 

このように駿河湾周辺では、透水性に富む新富士火山（古富士泥流上面以浅）が主要な

帯水層であり、かつ地下水の流路にもなっている。富士山にもたらされた降水は海域で海

底湧水として湧出していると考えられている。特に、駿河湾を臨む富士山西南麓では、富

士川河口断層帯が南北方向に分布し（国土地理院(2014)、文科省地震研究推進本部(2014)、

断層が富士山から駿河湾にかけての地下水流動に大きな影響を与えている可能性がある。 

本研究では、これまでに得られた富士山地域の水循環システムについての知見を踏まえ、

海底湧出地下水調査及び海底湧出地下水流動系把握のための地下水環境調査により駿河湾

における地下水海底湧出機構を解明し、富士山から駿河湾への水循環システムの解明に資

する。 
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2014 年 2 月 7 日閲覧 
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5-1-2 研究の概要 

本研究は海底湧出地下水調査と地下水環境調査で構成される。①海底湧出地下水調査と

は、富士山水循環系の末端である駿河湾における海底湧水位置を推定し、採水・分析（安

定同位体比等）により富士山周辺からの海底湧出地下水を評価するものである。また、②

地下水環境調査においては、海底湧出地下水流動系把握のために、断層を主とした地質構

造把握や地下水性状等把握のための地下水環境調査を実施し、富士山から駿河湾にかけて

の海底湧出地下水流動系を把握し、駿河湾海底における地下水の湧出機構を推定する。 

 

5-1-3 実施内容 

本年度、各調査項目において具体的には以下を実施した。 

 

1) 海底湧出地下水調査 

・海底面状況探査による海底の状況・性状把握 

・音波探査による海底地質構造の把握 

・海底湧出位置の推定 

 

2) 海底湧出地下水流動系把握のための地下水環境調査 

・物理探査による断層を主とした地質構造把握 

・富士山及び沿岸域の地下水性状把握 
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5-2 海底湧出地下水調査 
 

富士川河口断層がある富士川河口周辺及び深さ 100〜200m に新富士溶岩が分布する富

士川〜田子の浦間の奥駿河湾の海底において水深 250m までの海底の状況・性状及び地質

構造調査を実施した。これら調査により海底における湧水位置を推定し、遠隔無人探査機

（以下、ROV とする。）により海底の状況を観察して海底湧水確認のための資料とする。 

 

5-2-1 海底の状況・性状及び地質構造調査 

富士川河口断層がある富士川河口周辺及び深さ 100〜200m に新富士溶岩が分布する富

士川〜田子の浦間の奥駿河湾の海底において水深 250m までの海底面状況探査及び地層探

査を実施し地下水海底湧水位置を推定するための資料を得ることを目的とした。 

本年度は富士川〜田子の浦間のうち富士川河口断層がある富士川河口周辺を対象とし

て調査した。 

 

5-2-1 (1) 調査方法 

1）調査地と測線配置および測線方向 

調査に先立ち、関係漁協と打ち合わせを実施した結果、本調査海域は富士川を境に

西側が由比漁協、東側が田子の浦漁協の管轄であった。由比漁協との打ち合わせの結

果、西側海域には刺し網が多数設置されている情報を得たため、先に東側海域を実施

し、西側海域においては刺し網の撤去を依頼したのち実施した。測線方向は調査記録

の品質を考慮し、原則として南～北方向（斜面上り方向）とした。また地層探査記録

のデータ検証のため、東西方向に 5 測線の検測線を設定した。（図 5-2-1） 

またサイドスキャンソナーは原理上、曳航体直下のデータが取得しにくいため、曳

航体直下も隣の測線でカバーできるような測線とするため、探査レンジは 150m、調

査間隔は 100m とした（図 5-2-2）。 
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図 5-2-1 測線配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-2 調査間隔 設定概念図 

  

測定幅 150m 

測線間隔 100m 

測線間隔 100m，測線数南北 52 本、東西 5 測線 

サイドスキャンソナー測定レンジ: 

片舷 150m(両舷 300m) 
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2）探査方法 

調査船にサイドスキャンソナー音響画像および地層探査記録が同時取得可能な

2000-DSSシステムおよび DGPSを艤装して海底面状況探査および地層探査を実施し

た。図 5-2-3 に調査概念図を示す。 

測定は 2000-DSS システム曳航体を船尾から 5m～500m の長さで曳航して実施し

た。調査船の誘導は専用の誘導ソフトを用い、曳航体が予定測線上を通過するように

約 2 ノットで航走した。 

曳航体の曳航高度は、データが精度よく取得されるように、使用レンジの 30％程度

とした。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-3 調査概念図 

  

調査船

ｻｲﾄﾞｽｷｬﾝｿﾅｰ

及び地層探査機

水中測位機水中ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ

海底面

GPS衛星

音響基盤(岩盤)

ケーブル長 5m～500m 
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（1）海底面状況探査 

サイドスキャンソナーは、曳航体の左右舷にある送受波器より調査船進行方向と

直交する方向へ指向性を持った超音波を扇状に発振し、海底で跳ね返った音波(後

方散乱波)を受振し画像化するシステムである。取得される音響画像は海底を上か

ら見下ろすイメージとして出力される。これは陸上における航空写真を想像すると

理解しやすい。 

図 5-2-4 にサイドスキャンソナーを用いた調査の状況と取得される音響画像の

関係を模式的に示す。 

 

  

曳航体航跡 

右舷側サイドス
キャンデータ 

左舷側サイドス
キャンデータ 

探査範囲 

水中部 
データ 

曳航体高度 

進行方向 

砂質土 

露岩 

進行方向 

図 5-2-4 サイドスキャンソナー調査模式図(上図：調査状況 下図：取得データ例) 
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（2）地層探査 

本稿で述べる地層探査とは、音波を用いて海底下の地質層序を明らかにするため

の手法である。調査計画測線に沿って船を航走させながら、送波器及び受波器で音

波を送受振し、海底及び海底下の音波反射記録を取得する。送波器より発振された

音波は、一部が海底で反射し、一部は海底を透過しその下にある音響的な不連続面

(物性の変化点)で反射して戻ってくる。これらの反射波を受波器で連続して受振し、

記録機で反射強度に応じて濃淡記録として記録する（図 5-2-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-5 地層探査 測定原理概念図（水路測量，2012） 

 

サイドスキャンソナー音響画像および地層探査記録を取得することで、海底の底

質（泥質、砂質、礫質、岩盤、人工構造物）、湧水地点の選定のために海底面にお

ける地形的、地質的特徴（段差、溝、急崖）の分布を推定した。 

 表 5-2-1 に本調査で使用した調査機材の仕様を示す。 
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表 5-2-1 使用機器（DGPS、海底面状況探査および地層探査機） 

機 器 型 式 性 能 製造元 

DGPS VS100 

水平精度：<0.6m 

方位精度：<0.15°rms@1.0m 

アンテナ間隔 

Hemisphere 社 

海底面探査機 

ｻｲﾄﾞｽｷｬﾝｿﾅｰ 

2000-

DSS 

適応水深：耐圧 2000ｍ 

周波数：100/400kHz 

最大ﾚﾝｼﾞ：500m(100kHz) 

           150ｍ(400kHz) 

Edge-Tech 社 

地層探査機 

ｻﾌﾞﾎﾞﾄﾑﾌﾟﾛﾌｧｲﾗ

ｰ 

2000-

DSS 

送受信周波数：2kHz～16kHz 

最大探査深度：砂 6m、粘土 80m 
Edge-Tech 社 

 

3）水中測位方法 

水中測位機とは、音波の水中伝搬を利用して海上の船舶より水中の潜水船、無人探

査機、曳航体等の目標物の位置（距離、方位、深度等）を計測・追尾することにより、

目標物を所定の位置、方向に誘導するためのシステムである。 

本調査では海底面における湧水地点の検出が目的であるため、海底面における段差

や溝、急崖といった局所的な位置が精度よく測定されることが重要である。そのため、

海底面状況探査および地層探査機の曳航体位置を精度よく測定するために高精度の

水中測位機が求められる。 

本調査に使用した水中測位機、 HIPAP350P（KONGSBERG・SIMRAD 社製；表

5-2-2）は、送受波機が多素子（46 素子）で構成されており図 5-2-6 に示すように、全

方位に向けて 15°のナロービームを発信している。通常の水中測位機とは異なり、46

個の受波素子を用いて音波の到来距離および角度を検知するため、（通常は 1 個の受

波素子）水中位置の検出位置精度が非常に高精度である。また送受波器に加速度計方

式の精密な動揺センサーを内蔵しているため、船の動揺による位置誤差を大幅に軽減

している。また送受波機内部には動揺センサー（MRU-H）を内蔵し、送受波器の取り

付け傾斜を補正するとともに、測定時の船の動揺補正を行っている。 

水中部のサイドスキャンソナーおよび地層探査機の曳航体には、トランスポンダー

を曳航体上部に取り付け測定を行う。トランスポンダーは、音響信号を送受信する機

能を有し、送受波器から発信された特定周波数の音響信号を受信すると、予め設定さ

れた特定周波数で音響応答信号を返信する。一般に円筒型の耐圧容器に送受波器が組

みいれられ、容器内に送受信機、電池が内蔵されたタイプとなる。 

 水中測位は、受信器への音波の到来時間や角度から位置を測定する SSBL 測位方式
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を採用している。SSBL 測位方式とは、トランスポンダー（水中部）からの音波の到

来方向を送受波器内の近接した複数の受波素子を用いて受信器間の位相差から測定

し、伝搬時間から求められる距離と組み合わせることにより位置を計測する手法であ

る。サイドスキャンの曳航体位置は、計測された送受波器とトランスポンダーの相対

関係に対し船上に設置した GPS のデータを組み合わせることにより算出している。

また水中測位では、音波伝搬速度が精度に影響するため作業開始前に調査海域におい

て水中音速度を測定し補正を行った。 

 

表 5-2-2 使用機器（水中測位機） 

機 器 型 式 性 能 製造元 

水中測位機 HIPAP350P 周波数：21～30.5Khz Kongsberg 社 

 

 

 

図 5-2-6 HIPAP350P の音波指向性 

（Kongsberg Maritine 社 Hipan350P カタログより引用） 
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4)  解析方法 

（1）海底面状況探査 

海底面状況探査で取得される後方散乱波の振幅は、海底の底質や地形、音波が当

たる角度等に依存し、一般に硬い物質だと大振幅に、軟らかい物質だと小振幅とな

る。この受振波の振幅の大小が画像の濃淡として記録される。表 5-2-3 に受振波振

幅とサイドスキャンソナー音響画像の濃淡条件を示す。 

また、海底面上に魚礁などの突起物が存在する場合は、突起物からの後方散乱波

は強く、その背面には音波が届かない”影”の部分が生じる。図 5-2-7、5-2-8 に海底

状況と音響画像の関係を模式図として示した。同図からわかるように、サイドスキ

ャンソナーで得たオリジナルの音響画像は、曳航体直下に記録のない部分が生じる。

この記録がない部分は、海底面から曳航体までの高さに相当するが､斜距離補正を

施すことで除去できる。補正後の画像を成果として音響画像図に使用した。 

 

表 5-2-3 サイドスキャンソナーの音波散乱強度  

振幅の大小 小  大 

記録濃度 
薄い 

 

濃い 

底質 泥 砂 礫 岩 

海底の堅さ 軟   硬 

凹凸・質感 
平坦（ツル

ツル） 
  

凹凸（ザラザ

ラ） 

地形傾斜方向 
曳航体と反

対 
  曳航体向き 
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図 5-2-7 海底状況と音響画像の関係模式図(1) 

（海洋調査技術学会編集委員会，1993）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 

図 3-3 に海底面状況探査における解析フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-8 海底状況と音響画像の関係模式図(2)   

海水層 
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本調査で使用したサイドスキャンソナーシステムは、高周波数帯(400kHz)と低

周波数帯(100kHz)2 周波を用いた同時収録が可能である。媒質中を伝わる音波は伝

搬距離が増すに従い減衰するが、その程度は周波数に依存し、一般に低周波数帯は

減衰を起こしにくく遠くまで伝わりやすい。一方音波の広がる範囲(指向性)は高周

波数帯の方が狭くなり、より小さな対象物の検出が可能となる。表 5-2-4 に今回使

用したシステムの周波数帯別性能諸元を示す。 

 

表 5-2-4 サイドスキャンソナー周波数帯別性能諸元 

探査レンジ幅(最大) 100kHz：500m/片舷 

400kHz：150m/片舷 

ビーム幅及び分解能(進行方向) 100kHz：1.08°または 1.9m＠100m 

400kHz：0.56°または 0.96m＠100m 

分解能(直交方向) 100kHz：6.3 ㎝ 

400kHz：1.8 ㎝ 

 

以上のような音波の物理特性を利用し、本調査では低周波数帯の音波を用い大

局的な底質分布図の作成を行い、高周波数帯の音波を用い断層・段差・その他特徴

的な地形の分類を行った。図 5-2-9 にほぼ同一地点での低周波数帯・高周波数帯そ

れぞれの記録例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-9 サイドスキャンソナー周波数帯別記録例 

(左図：100kHz 右図：400kHz) 

 

  

地形の分解能が高い 

音波到達距離が大きい 
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海底面からの音波の強さの状況を表すモザイク図（音響画像図、解析ソフト：

SonerwizMap5 より作成）を元に、表 5-2-5、5-2-6 に示す判読基準を用いて底質、

段差、溝、急崖、および湧水箇所の分布状況を推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5-2-10 底質分布調査データ解析、図面作成フロー 

ゲイン調整 

斜距離補正（ボトムトラッキング） 

サイドスキャンソナー測定データ読み込み 

GPS データの確認 

地層探査記録との整合 

音響画像図（モザイク図）出力 

地層探査記録との

整合 

海底面状況図の作成 

処理ソフト 

Sonarwizmap5 

作図ソフト 

Autocad 

ArcGIS 
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表 5-2-5 底質判読基準及び記録例(海洋調査協会，2004) 

 

 

 

 

  

底  質 音 響 映 像 パ タ ー ン 

岩

盤 

岩盤（起伏あり） 
突起部の黒色部分とその影になる白色部分が交互に断続的に現

れる。岩質によっては層理・節理が見られる。 

岩盤（平滑） 均質な暗灰色。層理節理が見られる。 

礫、礫質砂 

砂質礫、貝殻 
均質な濃い黒色。灰色の斑状模様を伴う場合もある。 

細砂、砂泥 

シルト、泥砂、粘土 

暗灰～灰白色の基調で、灰色の斑状模様を伴う場合もある。粘土

は均質な白から灰白色。 

岩盤(起伏あり) 礫質砂 

細砂～シルト 
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表 5-2-6 地形判読基準と記録例(海洋調査協会，2004) 

地  形 音 響 映 像 パ タ ー ン 

露岩地形 
岩質・表面形状によりことなる。互層がケスタ状＊１に侵食された

場合は、黒白の縞模様が連続してみられる。 

砂・泥質堆積地形 映像パターンの区分は、底質判読基準に準じる。 

段差 
断層地形などの壁の部分が黒～暗灰色の細長い帯状の模様で描

かれる。 

サンドウェーブなど 

（リップル） 

黒白の縞模様が連続して見られる。白と黒の色調は凸部と凹部だ

けでなく、底質の差も反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1 交互に重なった硬軟の地層が地殻変動により緩く傾斜すると、軟らかい層は浸食が

進み低地となり、硬い層は浸食がされにくく丘陵になるので、緩い傾斜と急な傾斜が

交互に続く状況をケスタ地形と呼ぶ。 

 

 

 

 

 

 

  

 

ケスタ地形 

段差 サンドウェーブ 
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（2）地層探査 

地層探査機によって得られた地層探査記録は海底下の地質断面のイメージに近

く、堆積層各層の厚さや音響基盤の深度、伏在断層、褶曲構造などを読み取ること

ができる。地層探査記録は表 5-2-7 に示した判読基準を用いて解釈を行った。 

 図 5-2-11 に地層探査解析フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5-2-11 地層探査データ解析、図面作成フロー 

  

処理ソフト Sonarwizmap5 

地層探査データ読み

 

ゲイン調整 

海底面読み取り 

うねり補正 

地層境界の読み取り 

サイドスキャンデータおよび 

検測線データとの照合 

地層厚分布の推定 

フィルター処理 

（今回は処理なし） 

海底面状況図の作図 

作図ソフト Autocad 

ArcGIS 
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表 5-2-7 地層探査記録の判読基準(海洋調査協会，2004) 

 

 

 

地層探査記録の解析の際、データ上に疑似記録と呼ばれるノイズが発生する場合

がある。このノイズは海中での通常の音波伝搬経路である「①音波発振器‐海底(ま

たは地層境界)‐音波受振器」の他に、「②音波発振器‐海底(または地層境界)‐海

面‐海底(または地層境界)‐音波受振器」という経路や、「③音波発振器‐海面‐音

波受振器」という経路をたどる音波が存在するためである。前者の場合を特に多重

反射、後者の場合を特に水面反射と呼ぶ。また②及び③の合成ノイズや、地層境界

間で複数回反射した音波がノイズとして現れる場合もある。これらのノイズを記録

から完全に除去することは現状では困難であり、解析の際に曳航体の深度、海底か

らの高度を勘案し削除することが必要となる。図 5-2-12 に疑似記録発生原理概念

図を、図 5-2-13 に疑似記録例を示す。 

 

 

 

  

パターン 解釈  

連続性の良い反射面 連続した境界面 不整合面、地層面 

連続性の良い線の集合 成層状態 粘性土主体の成層互層 

断続的な反射波 境界層の側方変化 側方層相変化、指交堆積構造 

断続的な反射波で乱れた線

模様の集合 

内部構造の乱れた堆積状態 クロスラミナ、砂州状堆積

物、乱堆積、タービダイト 

線模様は形成せず点の集合 面的構造が無く、均質物性 ある程度厚い均質粘土層、均

質砂層 

双曲線模様 硬い反射体 断層、貫入岩、埋没谷 

双曲線の集合 非常に硬い境界 礫層の上面、古期岩類との境

界、不整合面 

線の分岐 境界面の分岐 不整合面、地層の薄化、層相

変化、指交堆積構造 

白っぽく無反射 均質物性 ある程度厚い均質粘土層、均

質砂層、音響基盤 

垂直変位を伴う線の切断 層の垂直的ずれ 断層による垂直的ずれ 

垂直変位を伴う線の切断 断層による 断層による境界 
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図 5-2-13 疑似記録例 

①通常の音波伝搬経路

で捉えた海底 

②多重反射波による海底 

③水面反射 

②及び③の合成ノイズ 

図 5-2-12 疑似記録発生原理概念図 

①通常の音波伝搬経路 

②多重反射波(2 回反射

の場合)の音波伝搬
経路 

③水面反射波の音波 
伝搬経路 
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5-2-1 (2) 調査結果 

1）調査海域概説  

本調査域は駿河湾奥部の駿河トラフ北端の富士川河口沖扇状地の北側に位置す

る。調査域の陸域には富士川河口断層帯の存在が知られ、調査域の東側には入山瀬断

層が海域部に南北方向に延長する海域である。大陸棚の幅は非常に狭く、海岸線から

500m～1kmの水深50m以浅では、地形的には比較的平坦であるが、水深50mを境に

平均斜度10度～30度程度の急勾配をもつ斜面域となり大陸斜面へとつながってい

る。特に水深100m～200mまでは、新富士溶岩流によるものと考えられる尾根・谷

地形が認められ、北北西～南南東方向に幅500m～1km、比高150m程度で激しい起

伏をもった尾根状の張り出しが連続的に認められる海域である。 

 

2）海底面の底質分布 

本調査で得られたサイドスキャンソナー画像から海底面音響画像図を作成し図 5-2-

14、5-2-15 に示した。使用した機材は 100khz および 400khz の 2 周波のサイドスキ

ャン画像を記録できるため、音響画像は 100khz の音波を用いた低周波のものと、

400khz の音波を用いた高周波の 2 種類を作成した。さらに海底面音響画像図におけ

る音波の散乱強度および地層探査記録から、海底面表層部における底質分布域を推定

し、図 5-2-16 に示した。下記に本調査域の海底表層部の底質分布について概説する。 

本調査域である富士川河口沖扇状地には、富士川から大量の砂・礫が供給される。

富士川河口部においては細～中砂等の細粒土が厚く堆積している。細粒土の厚さは数

m から厚い箇所では 20m 以上となる。また水深 50m 以浅の浅海部では、海岸線に沿

って、礫または粗砂といった比較的音波散乱強度の強い粗粒土の分布が確認された。

これらの粗粒土は、海岸線に平行に分布する傾向が認められ、堆積域には砂蓮が認め

られる。  

一方、水深 50m 以深には、幾筋もの海底谷がみられる。海底谷の谷筋には、基底礫

層と考えられる反射強度の強い地層が露出している。これは地震による海底地すべり

や洪水時等に発生した混濁流が、海底谷にそって流れ込んだために海底表面の堆積物

が侵食されたために地層が露出したものと考えられる。また先述した水深 100m～

200m の新富士溶岩による尾根状の地形部において、沖側急斜面部で、サイドスキャ

ン画像上に部分的に露岩域が認められた。 

図 2-1-1-17～図 2-1-1-20 にサイドスキャンソナーおよび地層探査記録例を示した。 
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図 5-2-14 海底面音響画像図（100Khz）  
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図 5-2-15 海底面音響画像図（400Khz）  
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図 5-2-16 海底面状況図  
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図 5-2-17 粗粒土と細粒土の分布域におけるサイドスキャン画像 

 

図 5-2-18 基底礫層と細粒土の分布域における地層探査画像 

細粒土 

細粒土 

基底礫層 

細粒土 

細粒土 

細粒土 

基底礫層 

基底礫層 

基底礫層 
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図 5-2-19 露岩域におけるサイドスキャン画像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-20 沖合部における細粒土の堆積域 

  

露岩域 

細粒土 

基底礫層 

基底礫層 

海底面 
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3）海底面における段差、溝、急崖の分布域について 

本調査域は前述したように、駿河トラフの延長線上に位置する富士川河口断層帯が

分布する海域であり、さらに新富士溶岩の影響により尾根地形、海底谷が幾筋にも連

なる海域である。このため、段差、溝、急崖といった特徴的な地形、地質構造が多数

存在し、湧水箇所となりうる。今回取得したサイドスキャンソナーおよび地層探査記

録上には図 5-2-21 に示すような特徴的なパターンをもつ記録が広範囲でみとめられ

た。記録例を図 5-2-22～図 5-2-33 に示した。 

 

 

       段差                 溝 

     

急崖 

 

 

図 5-2-21 特徴的な地形の例 
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図 5-2-22 サイドスキャンソナー記録例（濃緑：段差（大）薄緑：段差（小）） 

 

 

図 5-2-23 地層探査記録例（段差） 

段差 
発振線 

海底面 

基底礫 
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図 5-2-24 サイドスキャンソナー記録例（溝） 

 

図 5-2-25 サイドスキャンソナー記録例（溝）拡大 

溝 

溝 
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図 5-2-26 サイドスキャンソナー記録例（急崖） 

 

図 5-2-27 地層探査記録例（急崖） 

  

急崖 

急崖 
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図 5-2-28 サイドスキャンソナー記録例（入山瀬断層付近における段差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-29 地層探査記録例（入山瀬断層付近における段差） 

  

急崖域の下部に位置する。階段

状の地形にさらに段差が重なっ

ている。 

急崖域の下部に位置する。階段

状の地形にさらに段差が重なっ

ている。 
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図 5-2-30 サイドスキャンソナー記録例（入山瀬断層付近における段差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

. 

図 5-2-31 地層探査記録例（入山瀬断層付近における段差） 

 

 

海底谷の谷頭部に位置する。階

段状の地形が北西-南東方向に連

なっている。 
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図 5-2-32 サイドスキャンソナー記録例（入山瀬断層付近における段差） 

 

図 5-2-33 地層探査記録例（入山瀬断層付近における段差） 

 

 

  

海底谷の谷頭部に位置する。こ

の段差は海底谷まで続いてい

る。凹部には基底礫が認められ

る。 
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5-2-1 (3) まとめ 

本調査で得られた結果を下記にまとめた。 

(1）富士川河口域周辺では主に、礫または粗砂といった比較的音波散乱強度の強い、粗粒

土の分布が確認された。粗粒土は水深 50m 以浅の浅海部において、富士川河口部周辺

では海岸線に平行に分布する傾向が認められ、その上部には細～中砂等の細粒土が覆う

形で堆積している。細粒土の厚さは数 m から厚い箇所では 20m 以上となる。 

(2) 水深 50m 以深の急斜面域では、海底谷筋に沿って沖積層の堆積が薄く、基底礫層の

露出が認められる。これは地震による海底地すべりや洪水時等に発生した混濁流が、海

底谷にそって流れ込んだために海底表面の堆積物が侵食され地層が露出したものと考

えられる。 

(3) 水深 100m～200m の新富士溶岩による起伏域の沖側急斜面部では、一部で露岩が認

められた。 

(4) 特に水深 100m～200m の新富士火山流により形成されたと考えられる起伏域には段

差、溝、急崖といった特徴的な地形、地質構造が多数存在する。 
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5-2-2 海底湧水位置の推定 

海底の状況・性状及び地質構造調査結果から海底湧水の位置を推定し、ROV により海底

の状況を観察して海底湧水確認のための資料とする。 

 

5-2-2 (1) サイドスキャンソナーおよび地層探査による海底湧水位置の推定 

本調査で使用したサイドスキャンソナーおよび地層探査機は、音波散乱強度を用いて海

底面を可視化する機器である。このため海底面からの音波散乱記録のほかに、魚群、水塊、

気泡等といった水中部分における物質からの音波散乱を捉えることができる。水中におけ

る音波散乱係数は下式によってもとめられる。 

 

図 5-2-34 音波散乱係数計算式（Mazel，1985)） 

 

図 5-2-35 に物質毎の音波散乱係数を示す。下表から真水の散乱係数を海水と比較すると

僅かに高い程度である。 

したがって真水からの散乱強度のみから、湧水箇所をサイドスキャンソナーで特定する

ことは容易ではない。しかしながら湧水地点において、湧水の際に微小な気泡が混じる可

能性や湧水の際に海底の土砂が巻き上げられる可能性等を考慮すると、サイドスキャンソ

ナーおよび地層探査機で湧水箇所を捉えられる可能性があるといえる。 

 

図 5-2-36 物質毎の散乱係数（海水を 0 とする） 

（Mazel，1985） 
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本調査ではサイドスキャンソナー記録および地層探査記録上の水中部分に、湧水の影

響の可能性がある音響散乱記録の有無を検討した。 

 検討の際には以下の点について考慮しながら選定を実施した。 

1.データの再現性はあるか。 

2.測線毎の検出地点に位置的な関連性はいいか。 

3.水中におけるノイズの可能性はないか。 

4.魚群等による可能性はないか。 

5.海底面との連続性。（海底から湧出している画像イメージであるか） 

図 5-2-36～図 5-2-38 に湧水箇所と考えられる箇所における音響画像例を示した。 

  

図 5-2-36 湧水地点におけるサイドスキャン画像 

         

図 5-2-37 湧水地点における地層探査画像 

湧水と考えら

れる散乱記録 

湧水と考え

られる散乱

記録 
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図 5-2-38 湧水地点におけるサイドスキャン画像 

 

この結果、湧水箇所と考えられる範囲は水深 100m～200ｍにおいて多く認められ、特に

基底礫層が露出する海底谷筋の斜面部に沿って多く分布する傾向がみられた（図 5-2-39）。 

湧水と考え

られる散乱

記録 
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図 5-2-39 海底湧水の存在が推定された範囲
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5-2-2 (2) 遠隔無人探査機による海底状況の把握 

 海底の状況・性状及び地質構造調査結果から推定された海底湧水位置周辺や推定され

ている断層周辺において ROV により海底の状況を観察した。 

 

1）調査方法 

 ROV は LBV300-5（SeaBotix 社製）を使用し、海底に投入して海底の状況を観察

した。併せて錘 7kg を付けた EXO 多項目水質計（ワイエスアイ・ナノテック社製）

を船上から海中に投入して海水の電気伝導度、水温及び水深等を測定した。なお、

EXO 多項目水質計は着底を確認した後、海底から水面にむけて測定した。調査場所

は図 5-2-40 のとおりである。 

 

 

 

  図 5-2-40 海底湧水調査場所 

（図中番号は以降の地点番号①～⑤を示す） 
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2）海底湧水と推定された地点及びその周辺 

 調査地点は 4 地点で、そのうち 2 地点は基底礫層が露出する海底谷筋の斜面部、

他 2 地点は急崖部とした。 

① 富士川河口の先の海底谷 

写真 5-2-1～写真 5-2-3 のとおり、海中にあまり生物は見えず、海底は沈殿物が堆

積しており一面に小さな穴があり、所々に礫がある。礫は沈殿物により覆われている

物があれば、周囲が洗われているような物もあった。また海底直上で水の揺らぎのよ

うな映像があった。この地点での水深毎の電気伝導度及び水温を図 5-2-41 に示す。

水温は水深 50m 以上で低下する傾向であり、電気伝導度は水深により変化はなかっ

た。 

写真 5-2-1 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 

 –泥に覆われた礫と一面の穴– 
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写真 5-2-2 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 –洗われたような礫– 

 

 

 

写真 5-2-3 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 –洗われたような礫–  
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図 5-2-41 水深と水温及び電気伝導度との関係 
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② 富士川河口左岸側の海底谷 

写真 5-2-4～写真 5-2-6 のとおり、エビや魚など生物が多い。写真 5-2-4 のように

海底は沈殿物が堆積しており一面に小さな穴があり、所々に礫がある。また海底直

上で水の揺らぎのような映像があった。礫は沈殿物により覆われている物もあれ

ば、周囲が洗われているような物があった。この地点での水深毎の電気伝導度及び

水温を図 5-2-42 に示す。水温は水深 80m 以上で低下する傾向であり、電気伝導度は

水深により変化はなかった。 

 

写真 5-2-4 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 

 –泥に覆われた礫と一面の穴– 
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写真 5-2-5 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 –洗われたような礫– 

 

写真 5-2-6 海底湧水と推定された地点周辺の海底の様子 –洗われたような礫– 
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図 5-2-42 水深と水温及び電気伝導度との関係 
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③ 富士川河口の先の急崖部 

写真 5-2-7 のとおり、急崖の下には生物がいる。水深 120m 程度の急崖の上部から

下部にかけての状況を写真 5-2-8〜写真 5-2-15 に示す。泥が堆積した様子や岩のよ

うなものが露出したような状況がうかがえ、写真 5-2-14 や写真 5-2-16 のとおり大き

な穴や小さな穴が散在している。写真 5-2-17、写真 5-2-18 のように棚が突き出たベ

ランダ状の地形や隙間が見られ、写真 5-2-19、写真 5-2-20 のように堆積物から顔を

出す固結物や棚状の固結物が見られた。この地点での水深毎の電気伝導度及び水温

を図 5-2-43 に示す。水温は水深 90m 以上で低下する傾向であり、電気伝導度は水深

により変化はなかった。 

 

写真 5-2-7 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 150m の海底の様子 

 –ウミシダ類と思われる生物群– 
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写真 5-2-8 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 1– 

 

写真 5-2-9 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 2– 
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写真 5-2-10 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 3– 

 

写真 5-2-11 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 4– 

 

  



 

289 

 

 

写真 5-2-12 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 5– 

 

写真 5-2-13 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 6– 
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写真 5-2-14 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 7– 

 

写真 5-2-15 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –急崖 8– 
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写真 5-2-16 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 –大きな穴– 

 

写真 5-2-17 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 

–ベランダ状の崖－  



 

292 

 

 

写真 5-2-18 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 

–ベランダ状の崖– 

 

写真 5-2-19 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 

–顔を出す固結物–  
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写真 5-2-20 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 120m の海底の様子 

–棚状の固結物– 

 

 

 

図 5-2-43 水深と水温及び電気伝導度との関係 
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④富士川河口左岸側の急崖部 

富士川河口左岸側の急崖部は漁場の下部に相当する。写真 5-2-21 のとおり、急崖

の下にはエビが多くいる。写真 5-2-22、写真 5-2-23 のとおりエビの大群の上部には

固結物が棚状にあり生物が張り付いている。写真 5-2-22 や写真 5-2-24 のとおり魚も

見られた。また海底直上で斜面を登るような水の揺らぎが認められた。この地点で

の水深毎の電気伝導度及び水温を図 5-2-44 に示す。水温は水深 60m 以上で低下する

傾向にあり、電気伝導度は水深によりあまり変化はないが海底付近で少し低下し

た。 

 

 

写真 5-2-21 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 100m の海底の様子 

–エビの大群– 
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写真 5-2-22 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 100m の海底の様子 –エビと魚– 

 

写真 5-2-23 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 100m の海底の様子  

           –生物が張り付いている固結物– 
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写真 5-2-24 海底湧水と推定された地点周辺の深さ 100m の海底の様子 –エビと魚– 

 

 

 

  図 5-2-44 水深と水温及び電気伝導度との関係 –EXO 多項目水質計- 
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3）推定されている断層周辺 

 調査地点は推定されている断層周辺 1 地点で、富士川河口右岸側で深さ 100m 程

度の急崖部である。写真 5-2-25、写真 5-2-26 は急崖の状況である。最近、崩れたた

めか泥が堆積した様子がうかがえる。写真 5-2-27 は急崖を俯瞰したものであるが、

階段状に崩れた様子がうかがえる。 

 

写真 5-2-25 推定されている断層周辺の海底の様子 –急崖– 
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写真 5-2-26 推定されている断層周辺の海底の様子 –急崖– 

 

写真 5-2-27 推定されている断層周辺の海底の様子 –俯瞰した急崖– 
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5-2-2 (3) まとめ 

本調査で得られた調査結果を下記にまとめた。 

(1）本調査ではサイドスキャンソナー記録および地層探査記録上の水中部分に、湧水の影

響の可能性がある散乱記録が複数個所で認められた。 

(2) 湧水推定箇所は水深 100m～200ｍにおける地点で多く認められた。分布範囲は基底

礫層が露出または沖積層の堆積が薄い、海底谷筋の斜面域が主であった。 

(3) サイドスキャンソナーおよび地層探査機により推定された海底湧水位置周辺や推定

されている断層周辺において ROV により海底の状況を観察した。海底湧水が推定され

た海底は沈殿物が堆積しているが、礫は沈殿物により覆われている物があれば、礫が洗

われていたり、海底直上で水の揺らぎが認められた地点があり、水の揺らぎのような映

像もいくつかあった。海底付近において電気伝導度が低下した事例が 1 カ所あり海底湧

水の存在が示唆された。また、大きな穴や小さな穴が散在し、海底湧水の存在の可能性

が示唆された。 

(4) これらの地点の海底付近の電気伝導度の低下はあまり見られず、湧水が局所的である、

または湧水による影響範囲が海底付近に止まり海上から計測器を降ろす計測法では把

握できない可能性が示唆された。 
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5-3 海底湧出地下水流動系把握のための地下水環境調査 

 

富士山周辺では、透水性に富む新富士火山（古富士泥流上面以浅）が主要な帯水層であ

り、かつ地下水の流路にもなっている(土，2004)。富士山にもたらされた降水は海域で海

底湧水として湧出していると考えられている(落合，1969；伊藤・丸井，2010)。駿河湾を

臨む富士山西南麓では、富士川河口断層帯が南北方向に分布し、断層が富士山から駿河湾

にかけての地下水流動に大きな影響を与えている可能性がある。 

このため、富士山から駿河湾にかけての海底湧出地下水流動系を把握し富士山における

地下水海底湧出機構を推定するため断層を主とした地質構造を把握する必要がある。富士

川河口断層帯等を対象としマルチ周波数比抵抗探査（以下、FDEM 探査とする。）を実施

して富士山西南麓における断層位置等の地質構造を把握するとともに、湧水・地下水等の

水質調査を実施して地下水性状を把握し、海底湧出位置を推定するための資料を得ること

を目的とする。 

 

5-3-1 物理探査による断層を主とした地質構造把握 

富士山西南麓におけるボーリング調査及び断層調査等による地質関係の資料を収集す

るとともに、富士山西南麓において新富士火山噴出物が分布する深度 100m 以浅を対象と

した FDEM 探査を実施した。 

 

5-3-1 (1) 調査方法 

1）調査地と調査数量 

既存の図 5-3-1 に示したトレンチ調査等が実施され断層が確認されている場所にお

いて FDEM 探査機器のキャリブレーションを実施し、ほかの断層が推定されている

場所において具体的な断層位置を推定するため FDEM 探査を実施した（以下、断層

調査とする。）。併せて図 5-3-2 に示した沿岸域において地中における淡水域を推定す

るため FDEM 探査を行った（以下、沿岸域調査とする。）。 

表 5-3-1 に各調査の数量を示す。 

表 5-3-1 調査数量 

調査名称 単位 数量 適 用 

(1) 断層調査 km 5.4 
トレンチ調査等実施地域：測定間隔 1m 又は 2m 

断層推定地域：地形変曲点付近の測点間隔 1m、ほかは 5m 

(2) 沿岸域調査 km 0.2 測定間隔：5m 
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図 5-3-1 断層調査位置 
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図 5-3-2 沿岸域調査位置 
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2）既往調査資料の収集と整理 

・断層調査 

FDEM 探査によって断層位置を確認するためには、断層によって変位を受けた

地質の物理量（ここでは比抵抗とする）の違いを認識できることが条件である。地

層区分が詳細に分かっている地盤で FDEM 探査を実施すれば、地層別の物理量の

対比（キャリブレーション）が可能になる。そこで、既往調査資料を収集し、詳細

な地質区分を FDEM 探査の事前に把握をおこなった。 

また、都市圏活断層図（国土地理院，2014）から断層が存在すると想定される箇

所を抽出し、上述のキャリブレーション結果を適用することで、FDEM 探査によ

って断層の位置を把握した。 

 

・沿岸域調査 

淡水域を把握するためには、各地層の地下水が海水または淡水である場合の比抵

抗値を事前に捉えておくことが必要であり、そこで、地層区分や海水・淡水の分布

状況が分かっている既往ボーリングを抽出した。 
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3）FDEM 探査 

現地では地形の変曲点毎に標高の計測を行い、地盤の比抵抗を測定するための調査

は高周波及び低周波の FDEM 探査機により実施した。 

FDEM 探査（Frequency Domain Electromagnetic Method）は、周波数を深度の

パラメータとした電磁探査である。本調査における FDEM 探査機は、16 種類の周波

数を使用することで、高密度電気探査と同等レベルの分解能の比抵抗断面図が得られ

る。 

本調査では、①深さ 20～30m を対象とした FDEM 探査機【1 型】及び、②深さ

100m を対象とした FDEM 探査機【2 型】を使用する。図 5-3-3 に FDEM 探査機の

写真を、表 5-3-2 に探査機の仕様を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① FDEM 探査機【1 型】           ② FDEM 探査機【2 型】 

図 5-3-3 FDEM 探査機 

 

表 5-3-2 FDEM 探査機の仕様 

機器名称 周波数 対象深度 備考 

FDEM 探査機【1 型】 2～364kHz 20～30m 程度まで 16 周波数 

FDEM 探査機【2 型】 0.7～128kHz 100m 程度まで 16 周波数 

断層調査を実施するにあたり、当地域は起伏の激しい地形が想定され古富士泥流上

面までの深度が不明な状況で調査を実施するため、測線の設定、測点間隔及び機器の

選定については、地形及び古富士泥流上面までの深度を考慮しつつ適切な断面が得ら

れるよう調査して行った。 

 
  

受信機 送信機 
同軸送受信コイル 

受信機 送信機 
同軸送受信コイル 
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・断層調査の測線計画 

FDEM 探査は調査精度が測定点の密度に依存するため、目的に応じて測線ピッ

チを変更する。既往調査資料により選定した測線では、地層の情報量の大小に比

例させて測点間隔を設定した。また、都市圏活断層図から断層が存在すると想定

される測線では、測線延長を道路に沿って長く設け、地形変局点では断層が存在

する可能性が高いため、詳細な探査が行えるよう測点ピッチを細かく設定した。

それらのパターン図を図 5-3-4 に、一覧表を表 5-3-3 に示す。また、図 5-3-5～図

5-3-7 に本調査における FDEM 探査測線を示す。 

 

 既往調査実施箇所（地質・比抵抗断面） 

 測線設定 断面線に沿って線状に設定 

 測定ピッチ 2.0m 

 既往調査実施箇所（トレンチ） 

 測線設定 トレンチに沿って線状に設定 

 測定ピッチ 1.0m 

 

 断層想定箇所 

 測線設定 道路に沿って線状に設定 

 測定ピッチ 5.0m 

 断層想定箇所（地形変局点） 

 測線設定 道路に沿って線状に設定 

 測定ピッチ 1.0m 

 

 

既往調査実施箇所 

 

断層想定箇所 

図 5-3-4 FDEM 探査測点パターン図（断層調査） 

  

@2m(2mピッチ)

トレンチ

@1m(1mピッチ) @2m(2mピッチ)

探査器設置位置 既存断面

@5m(5mピッチ) @1m(1mピッチ) @5m(5mピッチ)

探査器設置位置 地形変局点
断層が想定される箇所
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表 5-3-3 FDEM 探査測線一覧（断層調査） 
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図 5-3-5 FDEM 探査測線一覧（断層調査）その１ 

  



 

308 

 

 

 

図 5-3-6 FDEM 探査測線一覧（断層調査）その 2 
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図 5-3-7 FDEM 探査測線一覧（断層調査）その 3 
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・沿岸域調査 

FDEM 探査測線は、既存のボーリングの近傍で図 5-3-8 のパターン図に示すよ

うに実施した。一覧表を表 5-3-4 に示す。図 5-3-9、5-3-10 に本調査における FDEM

探査位置を示す。 

 

 

図 5-3-8 FDEM 探査測点パターン図（沿岸域調査） 

 

表 5-3-4 FDEM 探査測線一覧（沿岸域調査） 

 

 

 

  

@5m
(5mピッチ)

調査位置
A付近の広い場所

探査機設置位置

A

既存
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
位置

@5m
(5mピッチ)
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・現地測定手順 

現地での測定手順を図 5-3-9 に示す。現場周辺の基準点となりうる構造物等から

探査測線の基点位置を割り出し、各測点にスプレーやチョークでマーキングを行う

ことで測線を設定した。探査機を測点に設置し、測定を開始する。得られた探査曲

線によってデータを確認し、次の測点に進む。探査時間は、2～3 分／測点（移動

を含む）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3-9  測定フロー図 

 

 

 

  

No 

Yes 

再
計
測 

無 

有 

次
の
測
点
へ
移
動 

機材準備 

測線設定 

探査機設置 

測定 

データ確認 OK？ 

次の測点は？ 

測定終了 
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・解析手順 

FDEM 探査の解析では、各測点で比抵抗モデルの 1 次元逆解析を行い、得られ

た比抵抗柱状図からマッピングソフトにより比抵抗断面図を作成した。1 次元逆解

析は、物理モデルから計算される理論値と観測値とが十分に近似するようなパラメ

ーター（比抵抗・層厚分布）を決定することである。図 5-3-10 に解析のフロー図

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3-10  解析フロー図 

 

  

ρa0：測定見掛比抵抗 

ρac：理論見掛比抵抗 

Ea：許容誤差 

No 

Yes 

解析開始 

測定データの品質チェック 

初期比抵抗モデルの設定 

理論見掛比抵抗の計算 

残差の二乗和 

∑（ρa0-ρac）2≦Ea 

収束する 

モデルの修正 

（最小二乗法） 

比抵抗柱状図 

比抵抗断面図の作成 
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・結果の解釈 

FDEM 探査によって測定される物理量は比抵抗である。比抵抗は地盤や岩盤の

多くの要因で変化する。表 5-3-5 は、一般的な比抵抗の変化要因を示したものであ

る。また、表 5-3-6 は、地盤や地質による比抵抗の範囲を整理したものである。同

表を参考にすると、地層が異なっても比抵抗は同じような値をとることがある。し

たがって、探査結果の解釈はこのような要因を考えて評価する必要がある。 

本調査では、FDEM 探査によって得られた地盤の比抵抗断面図と既往調査資料

を対比することで、断層位置及び淡水域位置を推定した。 

 

表 5-3-5 比抵抗の変化要因(災害科学研究所トンネル調査研究会，2001) 

 

 

表 5-3-6 地質別比抵抗(災害科学研究所トンネル調査研究会，2001) 

 

地盤の比抵抗の高低

低い ←←←← →→→→ 高い

飽和状態 大きい ←←←← →→→→ 小さい

乾燥状態 小さい ←←←← →→→→ 大きい

低い ←←←← →→→→ 高い 塩水楔など

高い ←←←← →→→→ 低い 地熱・温水

地下水の比抵抗

温度（地温）

粘土鉱物含有量

（導電性鉱物）
多い ←←←← →→→→ 少ない 風化・変質

体積含水率

（間隙率×飽和度）
大きい ←←←← →→→→ 小さい 風化・破砕帯

飽和度

（間隙率一定）
大きい ←←←← →→→→ 小さい 地下水位

要 因 地盤の関連現象

間隙率 風化・破砕帯

100 101 102 103

花崗岩

まさ土

流紋岩類

安山岩

玄武岩

砂岩

貢岩

チャート

石灰岩

緑色岩

互層（識別せず）

砂質結晶片岩等

泥質結晶片岩等

砂岩・礫岩

泥岩

凝灰岩

互層（識別せず）

粘土・シルト

段丘礫層

砂礫

互層（識別せず）

　第四紀層

大　分　類

　火成岩

　中古生岩

　変成岩

　新第三紀層

5×103地　　　　　質
5×100 5×101 5×102

比　　抵　　抗　　（Ω m）
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5-3-1 (2) 調査結果 

1）断層調査 

①安居山断層1 

安居山断層1地点でのFDEM探査は、１型機にて既往トレンチ実施箇所沿い及び

その東側で測線長50ｍ、測定間隔１ｍにて実施した（測線An-1）。測線An-1の

FDEM探査結果の比抵抗分布図を図5-3-11に示す。また、既往のトレンチ断面図

を図5-3-12にあわせて示す。 

調査の結果、比抵抗分布は以下の３層に分類できた。 

【①層】 

地表からGL－１～２ｍまでに分布する７０Ωｍ以下の低比抵抗層で、トレン

チ調査結果の【１～６層】に対応する盛土および堆積物（シルト・砂・礫）と

思われる。 

【②層】 

GL－１～２ｍ以深に分布する７０Ωｍ前後の比抵抗層で、トレンチ調査結果

の【６～９層】に対応する層と思われる。 

【③層】 

GL－２～６ｍ以深に分布する７０Ωｍ以上の比較的高比抵抗層で、トレンチ

調査結果では調査範囲外で出現していないが、新富士溶岩層に対応するものと

思われる。 

 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 
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図 5-3-11 安居山断層 1の比抵抗分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3-12 安居山断層 1の既往のトレンチ断面図（青見北） 

（産業技術総合研究所，2007） 

An-1【1 型】 
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②安居山断層2 

安居山断層 2 地点での FDEM 探査は、既往トレンチ実施箇所ではトレンチ沿い

及びその東側で、１型機にて測線長６３ｍ測定間隔１ｍ（測線 As-2）、２型機にて

測線長６５ｍ測定間隔５ｍ（測線 As-2-1）にて実施した。また、１型機にて既往調

査によりボーリング調査が実施されている、トレンチ実施箇所西側（山側）の標高

約１７０ｍ地点にて、測線長７０ｍ測定間隔１ｍにて実施した（測線 As-1）。測線

As-2（トレンチ部）での FDEM 探査結果の比抵抗分布図を図 5-3-13、図 5-3-15

に、既往のトレンチ断面を図 5-3-14 に示す。また、測線 As-1（トレンチ上の道路）

での FDEM 探査結果の比抵抗分布図を図 5-3-16 に、既往の地質想定断面図を図

5-3-17 にあわせて示す。測線 As-1 では、都市計画図から FDEM 探査の距離５０

ｍ地点を標高１７３．４ｍとし、レベル測量の結果を反映した。 

調査の結果、トレンチ実施箇所の１型機による比抵抗分布は以下の３層に分類

できた。＜図5-3-13＞ 

【①層】 

地表からGL－１～２ｍまでに分布する７０Ωｍ以下の低比抵抗層で、トレン

チ調査結果の【１～３層】に対応する堆積物と思われる。 

【②層】 

GL－１～２ｍ以深に分布する７０Ωｍ前後の比抵抗層で、トレンチ調査結果

の【４～７、９層】に対応する層と思われる。 

【③層】 

GL－３～６ｍ以深に分布する７０Ωｍ以上の比較的高比抵抗層で、トレンチ

調査結果の【８層】新富士溶岩層に対応するものと思われる。 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

トレンチ実施箇所の２型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できる。＜図 5-

3-15＞ 

【①層】 

地表から GL－３～１０ｍまでに分布する７０Ωｍ前後の比抵抗層で、トレン

チ調査結果の【１～７層】に対応する堆積物と思われる。 

【②層】 

GL－３～１０ｍ以深に分布する７０Ωｍ以上の比抵抗層で、トレンチ調査結

果の【８層】新富士溶岩層に対応するものと思われる。 

【③層】 

GL－６５ｍ以深（標高７５～７０ｍ以深）に分布する７０Ωｍ以下の低比抵

抗層で、古富士泥流堆積物に対応する層と思われる。 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 
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トレンチ実施箇所西側の１型機による比抵抗分布は以下の２層に分類できる。＜

図 5-3-16＞ 

【①層】 

地表からGL－５ｍ前後（標高１６６～１６８ｍ）以浅に分布する比抵抗層

で、既往調査結果の【８層】新富士溶岩に対応する層と思われる。 

【②層】 

GL－５ｍ前後（標高１６６～１６８ｍ）以深に分布する比抵抗層で、既往調

査結果（ボーリング調査結果）の古富士泥流堆積物に対応する層と思われる。 

 

以上のFDEM探査結果は既往調査結果と整合的な結果となった。 
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図 5-3-13 安居山断層 2の比抵抗分布図（As-2（トレンチ部）【1型】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3-14 安居山断層 2の既往のトレンチ断面図（青見南） （産業技術総合研究所，2007） 

 

As-2（トレンチ部）【1 型】 
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図 5-3-16 安居山断層 2の比抵抗分布図（As-1（トレンチ上の道路）【1型】） 

図 5-3-15 安居山断層 2の比抵抗分布図 

（As-2-1（トレンチ部）【2型】） 

図 5-3-17 安居山断層 2の既往の地質想定断面図（青見南） 

（産業技術総合研究所，2007） 

As-1（トレンチ上の道路）【1 型】 

 

As-2-1（トレンチ部）【2 型】 
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③入山瀬断層1 

入山瀬断層1地点でのFDEM探査は、既往ボーリング実施箇所沿いで、１型機に

て測線長１３５ｍ測定間隔１ｍにて実施した（測線Ah-1）。また、距離２８～３

３ｍ間の水路上及び距離３８ｍ～６８ｍ間の民家上及び県道横断部は測定できな

かったためデータはない。測線Ah-1のFDEM探査結果の比抵抗分布図を図5-3-18

に示す。また、既往の地質想定断面図を図5-3-19にあわせて示す。 

調査の結果、１型機による比抵抗分布は以下の２層に分類できた。 

【①層】 

距離０～４０ｍ付近の地表からGL－４～８ｍまでに分布する７０Ωｍ以下の

比抵抗層で、既往ボーリング調査結果の【１，３，５層】に対応する堆積物と

思われる。 

距離６０～１３５ｍの地表からGL－４ｍ前後までに分布する７０Ωｍ前後の

比抵抗層で、既往ボーリング調査結果の【２層】に対応する堆積物と思われ

る。 

距離６０～１３５ｍの地表からGL－４ｍ以深に分布する７０Ωｍ以下低比抵

抗部分、及び８０Ωｍ以上の高比抵抗の部分が混在する比抵抗層で、一部の低

比抵抗部分は水平に分布し、堆積構造を示唆するものであると考えられる。既

往ボーリング調査結果の【４層】に対応する堆積物と思われる。 

上記の通り、①層は主に３区分出来るが、欠測部分もありそれぞれの境界が

不明瞭であるためまとめて①層とした。 

【②層】 

距離０～９０ｍ付近までのGL－４以深に分布する８０Ωｍ以上の比抵抗層

で、既往ボーリング調査結果の【７層】古富士泥流堆積物に対応する層と思わ

れる。東側に分布する①層との境界は①層中に見られる７０Ωｍ以下の低比抵

抗部による水平構造の西端部分とした。 

 

当地点のFDEM探査結果は欠測部分もあり、詳細な地質構造の判別は難しい

が、概ね既往地質調査結果に整合的な結果となった。 
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図 5-3-18 入山瀬断層 1の比抵抗分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3-19 入山瀬断層 1の既往の地質想定断面図（旭町）（産業技術総合研究所，2007） 

Ah-1【1 型】 
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④入山瀬断層2 

入山瀬断層2地点でのFDEM探査は、２型機にて測線長７００ｍ測定間隔５ｍ

(測線Kn-1、Kn-2)、及び１型機にて距離１３５～２３５ｍの１００ｍ間を１ｍ間

隔(測線Kn-1-1)にて実施した。測線Kn-1及び測線Kn-2のFDEM探査結果の比抵抗

分布図を図5-3-20に、また測線Kn-1-1のFDEM探査結果の比抵抗分布図を図5-3-

21に示す。また、都市圏活断層図に掲載されている推定断層位置を図5-3-22にあ

わせて示す。 

２型機による比抵抗分布は以下の通りである。なお測線近傍にボーリングデー

タなど地層対比の深度情報がないため比抵抗分布の深度方向は推定である。＜図

5-3-20＞ 

【測線西側（距離３００～７００ｍ）】 

地表からGL－５ｍ付近の表層では約７０Ωｍ以下の比抵抗値となっている。 

GL－５～１５ｍ（標高０～１０ｍ）付近では、１００Ωｍ以上の高比抵抗値

となっている。 

GL－１５～３５ｍ（標高０～－２０ｍ）では、８０～１００Ωｍの比抵抗値

となっている。 

GL－３５～４５ｍ（標高－２０～－３０ｍ）では、７０～９０Ωｍ程度の比

抵抗の部分が断続的に見られる。 

GL－４５ｍ以深（標高－３０ｍ以深）では、１００Ωｍ以上の比抵抗値とな

っている。 

測線西側では比抵抗分布は上記のように５層に区分される。いずれの層もほ

ぼ水平に分布しており、河川堆積物や扇状地性堆積物などの堆積層の堆積構造

を示しているものと考えられる。 

 

【測線東側（距離０～３００ｍ）】 

地表からGL－５～１０ｍ付近の表層では７０Ωｍ以下の比抵抗値となってい

る。 

GL－１０ｍ（標高０ｍ）以深では、１００Ωｍ以上の高比抵抗値となってい

る。距離１７５～２７５ｍ間ではGL－２５ｍ（標高－１０ｍ）付近まで８０Ω

ｍ前後のやや低い比抵抗値となっている。 

測線東側で見られるような堆積構造を示唆するような比抵抗構造は見られな

い。 

以上のように、距離３００ｍ付近を境に比抵抗構造に変化が見られることか

ら、この付近に不連続面が存在すること考えられる。 
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図 5-3-20 入山瀬断層 2の比抵抗分布図（Kn-1、Kn-2【2型】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Kn-1-1【1 型】 

 

Kn-1【2 型】 

 

Kn-2【2 型】 

 

図 5-3-21 入山瀬断層 2の比抵抗分布図（Kn-1-1【1型】） 

図5-3-22 入山瀬断層2における推定断層位置 
国土地理院（2014） に加筆・修正． 
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⑤大宮断層1 

大宮断層1地点でのFDEM探査は、２型機にて４測線（測線Is-1～Is-4）、総測

線長６１５ｍ測定間隔５ｍ、及び１型機にて３測線（測線Is-1-1、Is-2-1、Is-3-

1）、総側線長３３０ｍ測点間隔１ｍにて実施した。測線Is-1～Is-4のFDEM探査

結果の比抵抗分布図を図5-3-23～図5-3-26に、また測線Is-1-1、Is-2-1、Is-3-1の

FDEM探査結果の比抵抗分布図を図5-3-27～図5-3-29に示す。なお測線近傍にボ

ーリングデータなど地層対比の深度情報がないため比抵抗分布の深度方向は推定

である。 

２型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できた。＜図5-3-23～5-3-26＞ 

【①層】 

地表から表層GL－１０ｍ程度までの７０～８０Ωｍ程度の比抵抗層 

【②層】 

GL－１０ｍ～－２０ｍまでに分布する９０～１００Ωｍ前後の比抵抗層 

【③層】 

GL－２０ｍ以深に分布する１２０Ωｍ前後の比抵抗値を示す比抵抗層 

 

トレンチ調査結果によれば、断層東側の堆積層の層厚は７ｍ以上あることか

ら、①層が堆積層、その下層の②、③層が古富士泥流堆積物であると思われ

る。 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

１型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できた。＜図5-3-27～5-3-29＞ 

【I層】 

地表から表層GL－１５ｍ程度までの６０～８０Ωｍ程度の比抵抗層で２型機

での探査結果の①層に相当すると考えられる。Is-3-1測線では、GL－５～－１

０ｍ間に１００Ωｍ程度のやや比抵抗の高い部分が存在し、堆積構造を示すも

のであると考えられる。 

【II層】 

GL－１５ｍ～－２５ｍまでに分布する９０～１００Ωｍ前後の比抵抗層で２

型機での探査結果の②層に相当すると考えられる。 

【III層】 

Is-3-1測線のGL－２５ｍ以深に分布する１２０Ωｍ前後の比抵抗値を示す比

抵抗層で２型機での探査結果の③層に相当すると考えられる。 

いずれの測線に置いても、比抵抗構造はほぼ水平であり、断層面を示唆する

ような、明瞭な不連続面は認められなかった。 
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図 5-3-23 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-1【2型】）        図 5-3-24 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-2【2型】） 

Is-1【2 型】 

 

Is-2【2 型】 

 
Is-1-1【1 型】探査範囲 

 

Is-2-1【1 型】探査範囲 
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図 5-3-25 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-3【2型】） 

Is-3-1【1 型】探査範囲 

 

Is-3【2 型】 
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図 5-3-26 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-4【2型】） 

  

Is-4【2 型】 
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図 5-3-27 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-1-1【1型】） 図 5-3-28 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-2-1【1型】） 

図 5-3-29 大宮断層 1の比抵抗分布図（Is-3-1【1型】） 

Is-1-1【1 型】 

 

Is-3-1【1 型】 

 

Is-2-1【1 型】 
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⑥大宮断層2 

大宮断層2地点でのFDEM探査は、２型機にて５測線(測線On-1～On-5)、総測

線長２５７５ｍ測定間隔５ｍ、及び１型機にて６測線(測線On-1-1、On-2-1、On-

3-1、On-3-2、On-4-1、On-4-2、On-5-1)、総側線長６００ｍ測点間隔１ｍにて実

施した。以上のFDEM探査結果の比抵抗分布図を図5-3-30～図5-3-39に示す。な

お測線近傍にボーリングデータなど地層対比の深度情報がないため比抵抗分布の

深度方向は推定である。 

 

（測線On－１） 

測線On-1における２型機による比抵抗分布は以下の５層に分類できた。＜図5-

3-30＞ 

【①層】 

距離０～４５０ｍ間のGL－１０ｍまでの１００Ωｍ程度の比抵抗層 

【②層】 

距離４５０～５８０ｍ間のGL－１０ｍまでの８０～１００Ωｍ程度の比抵抗

層 

【③層】 

GL－１０ｍ～－２０ｍまでに分布する１２０～１５０Ωｍの比抵抗値を示す

層 

【④層】 

GL－２０ｍ～－７０ｍまでに分布する９０Ωｍ前後の比抵抗値を示す層 

【⑤層】 

それ以深に分布する７０Ωｍ以下の比抵抗値を示す層 

 

以上の５層に区分される。近傍のボーリング結果を参考とすると、①、②層

は表土、及び河川堆積物、③、④層は新富士溶岩、⑤層は古富士泥流堆積物で

あると考えられる。また、ボーリング地点の地下水位は③層と④層との境界付

近にあり、③層と④層の比抵抗値の違いは、地下水を反映したものである可能

性がある。 

側線は都市圏活断層図によれば、活撓曲のたわみの範囲を大部分が占めてい

る。各側線の比抵抗構造も地形なりの構造を示しており、撓曲構造を示唆する

結果となっている。 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

 

１型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できた。＜図5-3-31＞ 
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【I層】 

GL－１０ｍまでの１００Ωｍ程度の比抵抗層で②層に相当すると考えられ

る。 

【II層】 

GL－１０ｍ～－２０ｍまでに分布する１２０～１５０Ωｍの比抵抗値を示す

層で③層に相当すると考えられる。 

【III層】 

GL－２０ｍ～－３０ｍまでに分布する９０Ωｍ前後の比抵抗値を示す層で④

層に相当すると考えられる。 

いずれの測線に置いても、比抵抗構造は地形なりの構造を示しており、撓曲

構造を示唆する結果となっている。断層面を示唆するような、明瞭な不連続面

は認められなかった。 

 

（測線On－2） 

測線On-2における２型機による比抵抗分布は以下の４層に分類できた。＜図5-

3-32＞ 当地域は付近の既存のボーリングデータによればGL－５０～―７０ｍ付

近まで新富士溶岩、以深が古富士泥流堆積物に相当する地層が分布する地域であ

る。 

【①層】 

GL－７ｍ程度までの１００Ωｍ程度の比抵抗層 

【②層】 

GL－７ｍ～－２５ｍまでの１１０～１５０Ωｍ以上の比抵抗層 

【③層】 

距離５０ｍ～２５０ｍのGL－２５ｍ以深に分布し、距離５０ｍ付近では極

薄く、距離２５０ｍではGL－８０ｍまでに分布する８０～１００Ωｍの比抵抗

値を示す層 

【④層】 

それ以深に分布する７０Ωｍ以下の比抵抗値を示す層 

 

以上の４層に区分される。周辺の地質情報を参考とすると、On－２～４測

線沿いは、既存の地質図等によれば地表より新富士溶岩が分布しており標高の

高い所では古富士泥流堆積物が分布している。他地点でのFDEM結果では古富

士泥流堆積物の比抵抗値は概ね７０Ωｍ以下の比抵抗値を示していることか

ら、地表部～上層部の高比抵抗層は古富士泥流堆積物ではなく新富士溶岩に相

当すると考えられる。 

以上の事から、①層は表土、及び河川堆積物、②、③層は新富士溶岩、④層
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は古富士泥流堆積物であると考えられるが、③層は②層とは異なる地層である

可能性もある。また、③層と④層との境界は距離５０ｍ～１４０ｍにかけて東

側に大きく傾いており、断層の存在を示唆する可能性がある。 

 

１型機による比抵抗分布は以下の２層に分類できた。＜図5-3-33＞ 

【I層】 

GL－１０ｍまでの１００Ωｍ程度の比抵抗層で①層に相当する。 

【II層】 

GL－１０ｍ以深に分布する１２０～１５０Ωｍの比抵抗値を示す層で②層に

相当する。 

また、GL-20ｍ付近には１５０Ωｍ以上の高比抵抗を示す層が見られた。 

表層部には断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

（測線On－3） 

測線On-3における２型機による比抵抗分布は以下の５層に分類できた。＜図5-

3-34＞ 当地域は付近の既存のボーリングデータによればGL－５０～―７０ｍ付

近まで新富士溶岩、以深が古富士泥流堆積物に相当する地層が分布する地域であ

る。 

【①層】 

GL－５ｍ程度までの１００Ωｍ程度の比抵抗層 

【②層】 

GL－５ｍ～－２５ｍまでの１１０～１５０Ωｍ以上の比抵抗層 

【③層】 

距離０～３９０ｍのGL－２５ｍ～５０ｍ及び、距離４２０～５００ｍのGL

－２５ｍ～８０ｍに分布し、距離５０ｍ付近では極薄く、距離２５０ｍでは

GL－８０ｍまでに分布する８０～１００Ωｍの比抵抗値を示す層 

【④層】 

距離０～３９０ｍのGL－５０ｍ～８０ｍに分布する７０～８０Ωｍの比抵抗

値層 

【⑤層】 

それ以深に分布する７０Ωｍ以下の比抵抗値を示す層 

 

以上の５層に区分される。周辺の地質情報を参考とすると、On－２～４測

線沿いは、既存の地質図等によれば地表より新富士溶岩が分布しており標高の

高い所では古富士泥流堆積物が分布している。他地点でのFDEM結果では古富

士泥流堆積物の比抵抗値は概ね７０Ωｍ以下の比抵抗値を示していることか
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ら、地表部～上層部の高比抵抗層は古富士泥流堆積物ではなく新富士溶岩に相

当すると考えられる。 

以上の事から、①層は表土、及び河川堆積物、②、③層は新富士溶岩、④、

⑤層は古富士泥流堆積物であると考えられるが、④層は⑤層とは異なる地層で

ある可能性もある。 

また、④層は距離４２０ｍ～５０００ｍにかけて欠落しており、断層の存在

を示唆する可能性がある。 

 

１型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できた。＜図5-3-35＞ 

【I層】 

GL－１０～－１５ｍまでの８０～９０Ωｍ程度の比抵抗層で①層に相当す

る。 

【II層】 

GL－１０～－１５ｍ以深に分布する１２０～１５０Ωｍ以上の比抵抗値を示

す層で②層に相当する。 

【III層】 

GL－２５ｍ以深に分布する８０～９０Ωｍ程度の比抵抗値を示す層で②層に

相当する。 

表層部には断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

（測線On－4） 

測線On-4における２型機による比抵抗分布は以下の４層に分類できた。＜図5-

3-36＞ 当地域は付近の既存のボーリングデータによればGL－５０～―７０ｍ付

近まで新富士溶岩、以深が古富士泥流堆積物に相当する地層が分布する地域であ

る。 

【①層】 

GL－５～－１５ｍ程度までの１００Ωｍ程度の比抵抗層、東側ほど厚くな

り、距離７００ｍより東側では比抵抗値は８０～９０Ωｍと低くなる傾向であ

る。 

【②層】 

GL－５ｍ～－３０ｍまでの１５０Ωｍ以上の比抵抗層、東側ほど薄くなり、

距離６００ｍ付近で層厚５～１０ｍで比抵抗も１３０Ωｍと低くなる傾向であ

る。距離７４０ｍより東側では１５０Ωｍ以上の高比抵抗を示す部分がなくな

り、１２０Ωｍ程度の比抵抗層が層厚５ｍ程度で連続している。 

【③層】 

GL－３０ｍ～－７５ｍ分布する８０～１００Ωｍの比抵抗値を示す層、距離
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３４０ｍ付近ではGL－５５ｍ付近までの分布で若干薄い。 

【④層】 

それ以深に分布する主に７０Ωｍ以下の比抵抗値を示す層、距離３４０ｍで

の上面標高は９０ｍ付近、距離３５０ｍでの上面標高は６５ｍ付近と地形の変

化以上の食い違いが見られる。距離７６０ｍより東側では、７０Ωｍ以下の比

抵抗値を示す部分が少なくなる。 

 

以上の４層に区分される。周辺の地質情報を参考とすると、On－２～４測

線沿いは、既存の地質図等によれば地表より新富士溶岩が分布しており標高の

高い所では古富士泥流堆積物が分布している。他地点でのFDEM結果では古富

士泥流堆積物の比抵抗値は概ね７０Ωｍ以下の比抵抗値を示していることか

ら、地表部～上層部の高比抵抗層は古富士泥流堆積物ではなく新富士溶岩に相

当すると考えられる。 

以上の事から、①層は表土、及び河川堆積物、②、③層は新富士溶岩、④層

は古富士泥流堆積物であると考えられる。 

また、全体に距離６００ｍ～７６０ｍより東側では、全体に比抵抗のコント

ラストが弱くなり、西側との地層の連続性が弱く地層の不連続を示唆する可能

性がある。 

 

１型機による比抵抗分布は以下の２層に分類できた。＜図5-3-37＞ 

【I層】 

GL－１０～－１５ｍまでの８０～１００Ωｍ程度の比抵抗層で①層に相当す

る。 

【II層】 

GL－１０～－１５ｍ以深に分布する１２０～１５０Ωｍ以上の比抵抗値を示

す層で②層に相当する。On４－２測線の距離６８５ｍ以降では比抵抗値が１

００～１２０Ωｍ程度と若干低くなる。 

 

表層部には断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

（測線On－5） 

測線On-5における２型機による比抵抗分布は以下の４層に分類できた。＜図5-

3-38＞  

【①層】 

GL－１０ｍまでの７０～９０Ωｍ程度の比抵抗層 

【②層】 
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GL－１０ｍ～－３０ｍまでに分布する１００～１２０Ωｍの比抵抗値を示す

層 

【③層】 

GL－３０ｍ～－７５ｍまでに分布する８０～９０Ωｍ前後の比抵抗値を示す

層 

【④層】 

それ以深に分布する７０Ωｍ以下の比抵抗値を示す層 

 

以上の４層に区分される。近傍のボーリング結果を参考とすると、①層は表

土、及び斜面堆積物、②、③層は新富士溶岩、④層は古富士泥流堆積物である

と考えられる。 

また、測線On－１の結果を参考とすれば、②層と③層の比抵抗値の違い

は、地下水位を反映したものである可能性がある。 

側線は都市圏活断層図によれば、活撓曲のたわみの範囲を大部分が占めてい

る。各側線の比抵抗構造も地形なりの構造を示しており、撓曲構造を示唆する

結果となっている。 

また、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

 

１型機による比抵抗分布は以下の３層に分類できた。＜図5-3-39＞ 

【I層】 

GL－１０ｍまでの８０～１００Ωｍ程度の比抵抗層で、①層の表土、及び斜

面堆積物に相当すると考えられる。 

【II層】 

GL－１０～－１５ｍｍまでに分布する１００～１２０Ωｍ程度の比抵抗層

で、②層の新富士溶岩に相当すると考えられる。 

【III層】 

それ以深に分布する８０～１００Ωｍの比抵抗値を示す層で③層の新富士溶

岩に相当する。 

 

以上の３層に区分される。また、測線On－１の結果を参考とすれば、②層

と③層の比抵抗値の違いは、地下水位を反映したものである可能性がある。 

いずれの測線においても、比抵抗構造は地形なりの構造を示しており、撓曲

構造を示唆する結果となっている。断層面を示唆するような、明瞭な不連続面

は認められなかった。 
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図 5-3-30 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-1【2型】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①層 

②
③

④

⑤ 古富士泥流堆積物 

に対応する比抵抗層 

新富士溶岩 

に対応する比抵抗層 

新富士溶岩 

On-1【2 型】 

 
On-1-1【1 型】探査範囲 

 

図 5-3-31 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-1-1【1型】） 

On-1-1【1 型】 
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図 5-3-32 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-2【2型】） 

On-2【2 型】 

 
On-2-1【1 型】探査範囲 

 

On-2-1【1 型】 

 

図 5-3-33 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-2-1【1型】） 
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①

②

③

④

⑤

新富士溶岩 

新富士溶岩 

古富士泥流堆積物？ 

古富士泥流堆積物 

に対応する比抵抗層 

図 5-3-34 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-3【2型】） 

On-3【2 型】 

 

On-3-2【1 型】探査範囲 

 

On-3-1【1 型】探査範囲 

 

On-3-2【1 型】 

 

On-3-1【1 型】 

 

図 5-3-35 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-3-1、On-3-2【1型】） 
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③

②

①

④
？ 

新富士溶岩 

新富士溶岩 

に対応する比抵抗層 

古富士泥流堆積物 

に対応する比抵抗層 

On-4【2 型】 

 

On-4-2【1 型】探査範囲 

 

On-4-1【1 型】探査範囲 

 

図 5-3-36 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-4【2型】） 



 

339 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5-3-37 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-4-1、On-4-2【1型】） 

On-4-1【1 型】 

 

On-4-2【1 型】 
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図 5-3-38 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-5【2型】） 

On-5【2 型】 

 
On-5-1【1 型】探査範囲 

 

図 5-3-39 大宮断層 2の比抵抗分布図（On-5-1【1型】） 

On-5-1【1 型】 
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2）沿岸域調査 

沿岸域調査箇所でのFDEM探査は、５地点にて実施し、２型機にて２測線、測線

長２５ｍ測定間隔５ｍにて実施した。沿岸域調査のFDEM探査結果の比抵抗分布図

及び地質想定断面図を図5-3-40に示す。 

地下水が塩水化していると思われる、低比抵抗の部分は、⑦地点のGL－７５ｍ～-

９５ｍ付近の２０Ωｍ以下の比抵抗を示す部分、⑪地点のGL－５８ｍ～－７０ｍ付

近の２０Ωｍ以下の比抵抗を示す部分の２箇所である。 

⑧地点のGL－８０ｍ～－９０ｍ付近に見られる３０Ωｍ程度を示す低比抵抗箇所

があるが、既調査によれば、当地点での塩水化した地下水はGL－１００ｍ以深に分

布しておりボーリング柱状図より当該深度では粘土層の分布が見られることからこ

の影響による低比抵抗箇所の可能性がある。 

その他、⑨地点、⑩地点では、地下水の塩水化を示すような、低比抵抗箇所は見

られなかった。 
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【B-B’断面図】 

村下・岸(1967)に加筆・修正 

【A-A’断面図】 

村下(1982)に加筆・修正 

図 5-3-40 沿岸域調査の比抵抗分布図と

地質想定断面図 

【2 型】 
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5-3-1 (3) まとめ 

本調査で得られた結果を下記にまとめた。 

(1）FDEM 探査結果は、既往トレンチ調査（青見北、青見南）やボーリング調査（旭町）

と整合的な結果となり、新富士溶岩層や古富士泥流堆積物に対応する層を把握できると

考えられた。 

(2) 入山瀬断層 2 地点では不連続面が存在し、断層を示唆している可能性があると考え

られた。 

(3) 大宮断層 1 地点は比抵抗構造が地形なりの構造を示しており、撓曲構造を示唆する

結果となり、断層面を示唆するような、明瞭な不連続面は認められなかった。 

(4) 大宮断層 2 地点では深部で不連続面が存在し、断層を示唆している可能性があると

考えられた。上部では比抵抗構造が地形なりの構造を示しており、撓曲構造を示唆する

結果となり断層運動の結果による可能性も考えられた。 

(5) 沿岸域調査では、既往調査結果（昭和 40 年度の地下水塩水化調査）と比較すると塩

水化した領域は減少していると考えられ、現行の静岡県の調査結果と整合する。 

(6) 特に田子の浦周辺で淡水化しており、海底湧水調査に有益な情報と考えられた。 
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5-3-2 富士山及び沿岸域の地下水性状把握 

 駿河湾周辺では、透水性に富む新富士火山（古富士泥流上面以浅）が主要な帯水層であ

り、かつ地下水の流路にもなっている。特に富士山南西麓には富士川河口断層帯が南北方

向に分布し、この断層が富士山から駿河湾にかけての地下水流動に大きな影響を与えてい

る可能性がある。この調査では、断層帯近辺を含めた富士山南西麓周辺域において、湧水、

地下水、河川の水質調査を実施し、駿河湾海底湧水の起源解明に資することを目的とした。 

 

5-3-2 (1) 調査方法 

1）調査地 

 富士山南西麓（富士市、富士宮市、静岡市清水区）（図 5-3-41 調査位置図 参照） 

2）調査項目 

 本調査における水質測定項目の一覧を表 5-3-7 に整理した。 

 表 5-3-7 水質測定項目および地点数 

測定項目 調査対象（図 5-3-43 参照） 

現地水質測定項目 

pH，電気伝導度，酸化還元電位，溶存酸素

量，水温 

湧水：36 地点（うち、自噴井戸

1） 

地下水：32 地点 

（地下水位観測井 19，水道水源

13） 

河川水：19 地点 

各地点の番号を図 5-3-42～図 5-3-

44 に記した。 

酸素・水素安定同位体比（δ18O, δD） 

主要無機イオン 

HCO3, Cl, NO3, SO4, PO4, Na, K, Mg, Ca 

微量元素 

B, Al, V, Cr, Mn, Fe, Ni, Co, Cu, Zn, As, Se, 

Sr 

3）調査方法 

（1）採水 

 調査地点において、同位体、主要無機イオン、微量元素の分析用にそれぞれボト

ルを分けて採取した。湧水は気泡が入らないように湧出口から直接採取した。地下

水については、地下水位観測井ではスクリーン深度まで採水器を降ろして採水し、

水道水源は揚水ポンプにより蛇口から各ボトルに採取した。河川水はバケツにて採

水し、各ボトルに分けた。採水したボトルはビニルテープで密封した。 

 （2）分析 

現地水質測定項目に関しては原位置で測定した。主要無機イオン、微量元素につ

いては 0.2μm のメンブレンフィルターでろ過後、それぞれイオンクロマトグラフ

ィー、ICP-MS にて測定を実施した。酸素・水素安定同位体比はキャビティリング

ダウン分光分析装置にて測定した。 
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図 5-3-41 調査位置図 

（断層位置は産業技術総合研究所地質調査総合センター (編) (2012) 20 万分の 1 日本シ

ームレス地質図データベース(2012 年 7 月 3 日版)に依った．） 

富士山 

愛鷹山 

田子の浦 

富士川河口 

駿河湾 

(c) Esri Japan 
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図 5-3-42 湧水調査地点番号（s1は欠番） 

 

 

 

s5 

(c) Esri Japan 
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図 5-3-43 地下水調査地点番号 

 

 

 

(c) Esri Japan 
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図 5-3-44 河川水調査地点番号 

  

(c) Esri Japan 
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5-3-2 (2) 調査結果 

 湧水・地下水・河川水の調査結果について、以下にその概要を記す。 

 

1）現地水質測定項目（図 5-3-45～図 5-3-48） 

 富士山南西麓の湧水の pH はおおよそ 7 前後であるが、愛鷹山では若干高くなる傾

向が見られた（図 5-3-45）。地下水は 8 以上の地点が多く、富士川も高い傾向が見ら

れた。電気伝導度（EC）は湧水で 100～200μS/cm 程度を示し、やや愛鷹山で高く

なった（図 5-3-46）。地下水では標高の高い地域で低く，麓では高くなる傾向があ

り，これは地下水が溶岩中を流動する過程において成分が溶出するためと考えられ

る。なお、沿岸部の地下水で高い EC を示すのは海水の影響と思われ、沿岸部の河川

ではそれに加えて人為的な影響も含まれると推測される。酸化還元電位は多くの地点

で 100～250mV となったが、沿岸部ではマイナスになる井戸もみられた（図 5-3-

47）。湧水や河川の溶存酸素は高い地点が多いものの、地下水については地下水観測

井を中心に低い井戸も多い（図 5-3-48）。 

 

2）酸素・水素安定同位体比（図 5-3-49、図 5-3-50） 

 湧水の δ18O、δD を測定した結果，両者の関係には線型性がみられたため、以降は

δ18O のみを用いて概要を示す。湧玉池（s5）や白糸の滝（おびん水，s2）などは

δ18O 値が-9‰前後と小さく、富士山の標高の高い地域で涵養された地下水と考えら

れる。一方、標高の低い愛鷹山麓に近い地下水（w8-10）や湧水（s21,s32-36）は-

8‰よりも大きく、隣り合った富士山南麓の湧水（s22-31）が-8～8.5‰を示すことか

ら涵養域（涵養標高）の違いが明らかになった。富士山南西麓に位置する標高 300〜

500m あたりの湧水（s10-17）に関しては，δ18O 値が-8〜-7‰と比較的大きく，富士

山系の地下水にもかかわらず涵養標高が低いことが分かるが、同じ地域の地下水

（w30 等）は-9‰前後と値が小さいことから、高標高で涵養された地下水は深層を

通り、中標高で涵養された地下水が比較的浅い部分を通ってこの地域で湧き出してい

ることが示唆された。富士川と田子の浦に囲まれた地域や富士川右岸では δ18O 値が

富士山麓の地下水よりも大きくなるが、富士川の δ18O 値は-9‰以下と小さくなる特

徴が見られた。 

 

3）主要無機イオン（図 5-3-51～図 5-3-59） 

 この地域は Ca-HCO3 型の湧水や地下水となっている。まず特徴として、田子の浦

沿岸の地下水で Cl, Na 濃度が高いことが挙げられ（図 5-3-52、図 5-3-56）、海水に

よる塩水化の影響を受けていることを示している。また、愛鷹山麓の湧水（s32-

36）の NO3 濃度が顕著に高く（図 5-3-53）、この周辺に多い茶園の施肥の影響と考

えられる。また、δ18O 値が比較的大きい富士山南西麓の湧水（s10-17）においても
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NO3 濃度が高い傾向にあり、この地域の浅層の地下水は人為的な影響を受けている

ことがわかる。田子の浦周辺の河川は各イオン濃度が高く、海水の影響や人為的な負

荷がかかっているとみられるが、富士川は Ca 濃度がやや高いものの溶存イオンが少

ない傾向にある（図 5-3-59）。なお、富士宮市街地に近い断層近辺の水道水源

（w31,32）では、場所が近距離にもかかわらず陰イオン、陽イオン濃度に顕著な違

いがみられることから、断層との関連性が明らかになる可能性がある。 

 

4）微量元素（図 5-3-60～図 5-3-63） 

 微量元素の中で最も地域の特徴を示すような結果が得られたのはバナジウム（V）

である（図 5-3-61）。δ18O 値が小さい富士宮市街や富士山南麓において V 濃度が顕

著に高い一方で、δ18O 値が大きい愛鷹山や富士山南西麓では濃度が低いことから、V

は涵養標高が高い地下水が流下する過程で長期間岩石と接触することにより溶出した

と考えられる。なお、V 濃度は富士川やその右岸側の井戸では濃度が低い。V は富士

山系地下水の特徴を示す元素と考えられ、同様の傾向を示す元素として As も挙げら

れる（図 5-3-62）。 

他の元素の濃度分布は一様ではない。また元素によっては地下水位観測井で濃度

が高くなる傾向にあるが、これは地下水の特徴というよりも井戸固有の特徴とも考え

られることに留意する必要がある。 

前出の断層近辺の水道水源（w31,32）では、特にホウ素（B）濃度に違いがみられ

た（図 5-3-60）。また、ストロンチウム（Sr）は（図 5-3-63）同族元素である Ca と

同様の傾向を示している。Sr 安定同位体比は地質起源の評価に用いられるが、特に

富士川右岸の断層近辺では地下水位観測井間の Sr 濃度差が大きく、Sr 安定同位体比

による比較も断層と地下水質との関連性の解明に有効であると考える。 
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        a)湧水                  b)地下水 

   

        c)河川水 

 

 図 5-3-45 湧水・地下水・河川水の pH 

0 3 6 9 121.5
キロメートル

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                        b)地下水   

   

        c)河川水 

 

 図 5-3-46 湧水・地下水・河川水の電気伝導度（単位：μS/cm） 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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         a)湧水                 b)地下水 

   

        c)河川水 

 

 

 

図 5-3-47 湧水・地下水・河川水の酸化還元電位（単位：mV ） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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              a)湧水                 b)地下水 

  

        c)河川水 

 
図 5-3-48 湧水・地下水・河川水の溶存酸素（単位：mg/L ） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 図 5-3-49  湧水・地下水・河川水の酸素安定同位体比（単位：‰） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 図 5-3-50 湧水・地下水・河川水の水素安定同位体比（単位：‰） 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-51 湧水・地下水・河川水の HCO3濃度（単位：mg/L） 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 



 

358 

 

  

        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-52 湧水・地下水・河川水の Cl濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-53 湧水・地下水・河川水の NO3濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 

図 5-3-54 湧水・地下水・河川水の SO4濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-55 湧水・地下水・河川水の PO4濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 

図 5-3-56 湧水・地下水・河川水の Na濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 

図 5-3-57 湧水・地下水・河川水の K濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

図 5-3-58 湧水・地下水・河川水の Mg濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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         a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-59 湧水・地下水・河川水の Ca濃度（単位：mg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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               a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-60 湧水・地下水・河川水の B濃度（単位：μg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-61 湧水・地下水・河川水の V濃度（単位：μg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

 
図 5-3-62 湧水・地下水・河川水の As濃度（単位：μg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 
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        a)湧水                  b)地下水 

  

        c)河川水 

 

  
図 5-3-63 湧水・地下水・河川水の Sr濃度（単位：μg/L） 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 

(c) Esri Japan 

 



 

370 

 

5-3-2 (3) まとめ 

 水質面からみた駿河湾の海底湧水の起源の解明につながる要素として、以下の事項が挙

げられる。 

(1）小さい δ18O 値、δD 値は富士山系地下水の指標となるが、富士川も同様に小さな値を

とることから、富士川河口域の沿岸において、水の同位体比のみで海底地下水が富士川

の伏流水起源なのか富士山地下水起源なのかを判別するのは難しいと思われる。 

(2) 主に岩石起源と考えられるバナジウム（V）は富士山地下水の指標となっている。富

士川の V 濃度は低いことから、海底地下水の起源判別には有用と思われるが、富士川

河口から田子の浦にかけての地下水（井戸）の水質の情報が不足しており、この地域の

データ蓄積が課題となる。 

(3) 他の微量元素として、ホウ素（B）が断層帯の地下水動向に有用である可能性が示唆

された。断層帯近辺の地下水や湧水に関しては、ストロンチウム（Sr）などの同位体に

よる評価が有効であると考える。 
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6-1 おわりに 

 国の地層処分事業においては，文献調査－概要調査－精密調査と段階的に

絞込みや安全評価がなされることになっている。これを念頭に入れると当該

研究は，地上からの調査と呼ばれる概要調査から精密調査の前半部分に対応

している。今年度は気負う文献にもとづいた予察的な地下水流動解析を行い，

富士山から駿河湾にいたる概略的な地下水の流動（プロセス）や塩淡境界面

の形状を推定した。さらに，これを検証するためのボーリング調査の準備も

開始した。文献調査や予察的な解析によって得られる地下水情報を確実なも

のにするために，物理探査（弾性波地震探査）による地質構造の把握や陸海

の既存地下水情報の整備，海底湧出地下水調査を用いた深部地下水流動状況

の把握にも取りかかった。  

 本研究の前段に行われた「沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開発」に

おいては，わが国の堆積平野沿岸域においては，氷期に形成されたと考えら

れる淡水地下水領域が海底下に張り出しており，この下位には超長期的に安

定した地下水環境が存在する可能性が高いことを示している。今回調査の対

象とした駿河湾地域では，富士火山噴出物（新富士・古富士火山）による堆

積平野が広がっているため，地下水流動速度が大きくコントラストのはっき

りした現象を観測することができる。また，断層に関する地質学的な研究も

盛んに行われており，既に多くの断層が明確に示されている。断層の存在に

よって影響される地下水流動や塩淡境界の形状などをはっきりととらえる

ことができる調査地点であり，富士川断層帯の中に掘削地点を決定し，ボー

リング調査に取り掛かった（地元の同意を得られた）ことは，重要な成果で

あったと考える。  

 

 

6-2 課題と展望 

 本邦の堆積平野は，海水準変動と隆起によって形成されている。多くの場

合沿岸域には断層かあるいは潜在的なそれが存在し，処分サイト選定に影響

を与えることが考えられる。また，堆積層中の断層は教科書では透水性を上

げるものと下げる働きをするものが紹介されているが，実際にはどちらの働

きをするかなど原位置調査に頼るところが大きい。しかし，事前の文献調査

や地下水流動解析において評価ができれば，大きな進歩である。列島を構成

する地質が概観できる状況にある現在，これ（文献に基づく事前地下水流動

解析により，長期的に安定した地下水環境の存在を示すこと）を示すことも
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重要な課題といえる。さらに，海水準変動や隆起現象を組み込んだ長期的な

地下水流動解析手法の整備も重要である。  

 本研究においては，処分場選定のプロセスに基づいた研究展開を行うこと

は勿論，段階（ステージ）が上がっていくのにあわせた評価を意識しつつ，

調査手法や評価手法の確立を目指してゆきたい。  
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評価委員会報告 
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平成２５年度 海域地質環境調査確証技術開発 

 評価委員会 委員名簿 
 

 

 

評価委員  登坂 博行  東京大学 教授 

（委員長）        大学院工学系研究科 

システム創成学専攻 

    

    評価委員  杉田 文   千葉商科大学 教授 

                 商経学部 

     

評価委員  松島 潤   東京大学 准教授 

                 工学系研究科  

                 エネルギー・資源フロンティアセンター 

     

評価委員  今村 聡   大成建設株式会社 技術センター 

                 副センター長兼土木研究所長 

     

評価委員  平山 利晶  国際航業株式会社 東日本事業本部 

                 河川・水域情報グループ 

                 技術部長 

 

 

以上 
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１．研究評価の目的 

独立行政法人産業技術総合研究所は経済産業省資源エネルギー庁から委託を受けて

「平成 25 年度地層処分技術調査等事業（海域地質環境調査確証技術開発）」の研究開

発を行っている。当該委託事業は①高レベル放射性廃棄物等の地層処分における天然

バリアとしての深部地質環境の状況把握と将来変化に係る調査評価技術の信頼性向上、

②特に沿岸域海底下の特徴的な地質・地下水環境の調査・評価手法の確証を行うこと

を目的としている。 

本研究評価は、産業技術総合研究所が実施する上記研究開発に対して、世界的な研

究動向・研究開発の地域特性を把握したうえで、研究の計画・進捗・成果について、

学術的・社会的な観点から評価するものである。 

 

２．評価の方法 

当該分野について高度な専門知識を保有する委員からなる評価委員会（委員長：登

坂博行 東京大学大学院教授）を公益社団法人日本地下水学会内に設置し、計３回の

委員会を開催して評価作業を行った。その後、各評価委員の評価結果を評価票として

まとめた。 

 

３．評価結果 

 

３．１ 総評（東京大学 登坂博行） 

 
＜全体について＞ 

本研究は、地層処分の安全性を評価するための技術の高度化（陸・海域地下水調査、

ボーリング調査、三次元地震探査、地下水流れの数値解析）の高度化が図られている。

このような総合的な研究は関連他機関では行われて居らず、産総研ならではのきわめて

有意義なものと考えられる。 

なお、対象地域として富士山・駿河湾が選定されているが、なぜ地層処分研究をこの

ような地域において行うのかという理由については、一般の方にはわかりにくいと思わ

れるので、ぜひ背景の説明を入れていただきたい。 

 

＜研究内容＞ 

地形・地質の研究では、過去の様々な研究の蓄積を利用し、地下構造が描き出されて

いる。本地域の地下構造は複雑であると予想されるので、今後は、数値解析や地下水調

査の結果と合わせ、その信頼性を検討していただきたい。 

沿岸・海域調査として、地下水の海底流出の調査が行われており、特に Rn等を利用し

た連続的探査には今後の発展が期待される。 

物理探査研究では、三次元探査の適用性の検討が盛り込まれており、大変評価できる。

油田などの深部の地下構造マッピングは三次元探査により大きな信頼性向上があった。

地層処分でもこのような探査の適用が不可欠と思われる。次年度以降の成果に期待した

い。 

ボーリング調査については、場所の制約から海岸付近の地盤利用が計画されているが、

地下状態を乱さない掘削方法などが考えられており、成果を期待したい。今後、水平掘
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りなどの技術を適用すれば、海岸部から海側や内陸の調査も可能であろうから、その辺

の検討もお願いしたい。 

数値解析技術を適用して、富士山から駿河湾までの地下水解析が行われており、一定

の成果が得られている。まだグリッドも粗く、水理パラメータに様々な不確実性がある

から、今後より精細化やパラメータスタディを行っていただきたい。 

 

＜まとめ＞ 

地層処分の安全評価においては、特に文献調査から概要調査段階までがきわめて重要

である。精細調査に入ると後戻りはきわめて難しくなる。そのために、最先端の調査技

術（環境調査、掘削調査、物理探査）、最先端の数値解析技術を結合した安全評価が求め

られる。それを意識しつつ研究を行っていただきたい。次年度以降の成果に期待してい

る。  
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３．２ 総括表 

 評価委員から提出された評価コメント、評点をそれぞれ表 3-1、表 3-2に示す。 

 

 

表３－１　評価コメント総括表

大項目 【肯定的意見】 【問題点・改善すべき点】

１．事業の目的・政策的位置づ
けの妥当性

＜登坂＞

・処分事業では、沿岸域の調査・解析手法の確立が極めて重要で、その開発には国が関与すべきと考えられる。

＜杉田＞

・原子力発電により発生した高レベル放射性廃棄物の処分は、早急かつ確実に進めなければならない状況にある。処分地の調査・選定に利用する沿岸深部の

地層環境調査手法の確証を目的とする本事業は国の事業として適当である。

＜松島＞

・これまで情報が蓄積されてこなかった沿岸域における3次元水理地質モデルを構築するための基盤的な方法論を確立しようとする試みは重要であり、高レベ

ル放射性廃棄物等の地層処分についての地質環境評価手法の確立という観点から、国の事業の目標としては適切である。

・沿岸域における地質環境評価手法を確立し、処分システムの成立性や安全性を評価できることを目指しており、実現できれば世界的な科学・技術的視点から

見ても極めて先導的かつ独創性を有することとなる。

・科学的に安全性を実証できることは、地層処分に対する社会的受容性を高めることに繋がるので、このような取り組みは社会的意義を有している。

＜今村＞

沿岸域地質構造評価技術および会場掘削調査技術ともに、高レベル放射性廃棄物の地層処分サイトの地質構造、地下水流動等の評価するための技術開発

である。高レベル放射性廃棄物処分サイトでは、通常の工学的利用やエネルギー資源探索のための調査とは比較にならない高精度の調査が求められるととも

に、広域かつ長期間の評価を可能にするデータ取得が求められる。

　その観点から、国でしか行えない事業であり、本開発の中で民間の技術向上も図ることができ、来るべき本調査のもととなる事業と考える。現在、原子力発電

を取り巻く環境は厳しいものであるが、ベース電源として安価でかつ莫大なエネルギー源となりうる原子力は必須である。ただ今回のような事故を起こさないた

めにも、原子炉の構造、地震や津波、高潮、竜巻等の自然災害、ヒューマンエラーやテロによる事故、航空機墜落等の事故に備えうるハード・ソフトのシステム

を備えたものにする不断の努力が必要である。廃棄物の問題もトイレなきマンションと揶揄されないように安全なシステム構築の入り口の技術であり社会的、科

学的意義は大きい。

＜平山＞

（１）国の事業として適当であるか、国の関与が必要とされる事業か。

・本件研究は、陸域から海域に連続する地下水の存在形態に関わる研究である。これまで陸域以外の地下水についての調査実績は少なく、また、系統的な研

究は行なわれていない。難易度が高く、且つ、様々な事業分野の基礎となることから、国の事業として妥当と判断する。

・研究全体の企画と全体調整は産総研が担当し、その技術的管理の下で、民間の調査会社や県の機関が調査を実施している。研究の役割分担は、適切であ

る。

（２）事業目的は妥当で、政策的位置づけは明確か。

・地層処分のための基礎研究として、事業の社会的意義は十分にある。

・陸域の地形、地質、地下水の調査、物理探査、ボーリング、数値解析など、全般に新規性、先進性が高く、事業の科学的・技術的意義は高い。

・外部への公表を前提としたとりまとめ方針についても、評価できる。

＜松島＞
・限られた予算・スケジュールで対応している感があり（現実的に仕方が無い側面もあるが）、事業自体の目的の
先鋭化がきちんとなされているか疑問が残る。国が責任をもって関与するのであれば、中長期的な視点を持って、
何を科学的に明らかにしていく必要があり、そのためにどのような技術開発が必要で（予想される困難性も含め
て）、最終的に得られた成果を用いて、社会にどのようにインプリメンテーションしていくのか、きちんとしたロード
マップが必要なのではないか。今回の事業も大きな文脈の中で位置づける必要があるように感じる。明確な文脈
が存在しないと、事業を実際に前線で実施する方々には不安定を伴った困難性を生じさせてしまい、結局効率的な
成果の醸成に至らないのではないかと危惧される。
＜今村＞
・広域かつ数万年におよぶ安定性や地下水流動を高精度に評価することが本当に可能かどうか、それに比肩しう
る規模の技術開発かを考えておくべきである。そうでなければ、戦略的な技術開発のどの部分を行っているかを自
覚し、緻密な計画の下でやってほしい。
＜平山＞
・とくに指摘すべき問題点・改善すべき点はないと考える。本研究で得られた知見や技術は、多方面で応用できる
ことが期待できるので、いろいろな形で公表していただくことを、お願いする。

２．研究開発等の目標の妥当性

＜杉田＞

(1) 地中における物質輸送を担う地下水は、地層処分にとってその安全性を脅かす要因の一つであり、沿岸域におけるその動きを解明しようとする本研究の目

的は適切である。海底湧出水は地下水の地表への出口であり、その位置を把握するという具体的目標は、地下水の流動系を明らかにする上で重要で、妥当で

ある。また、処分候補地の地質調査において不可欠な、物理探査を高度化する目的も妥当と考えられる。

（２）富士山地域は海に近い上、地下水に関する既往研究が多く、またその動きが活発であることが予測される。その意味で、沿岸域をも含めた調査技術確証

の場として適切である。

＜松島＞

・海底下の水理地質環境における調査・評価方法の確証を目的としており、この目標を達成するために、沿岸域地質構造評価技術の開発ならびに海上掘削調

査技術の開発が、研究開発目標として掲げられており、当該目的を達成するためには、目標の内容を鑑みても適切な設定となっている。目標達成のための指

標については、当該分野では定量的な指標が困難であり、定性的になっているが概ね妥当ではないか。

・富士山系駿河湾地域の設定については、水理特性が比較的シンプルな地域であり、方法論を確証するという観点からは適用先としては妥当ではないか。陸

域から流動する地下水が海底下に存在することも想定され、長期的に安定した地下水の存在が確認されれば、過去の例の検証となることも期待される。深地

層研究に貢献するかについては、現時点では判断ができない。

＜今村＞

・陸域から海域にわたっての地質を連続的に把握し、その場での地下水流動、海底地下水湧出機構を解明しようとする研究目的は、将来沿岸域での地層処分

サイトでの評価にとって有益である。現在の科学で実現できる様々な手法を用いて、評価しようとする研究内容は評価できる。

・富士山計駿河湾地域の設定は適切かについては、比較的知見の多いサイトであるし、海底湧水も明らかに存在する地域であるので、研究目的には合致して

いる。

＜平山＞

（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か

・目的達成のために具体的かつ明確な研究開発等の目標及び目標水準を設定しているか

　具体的な研究項目を、陸域の地形・地質・地下水、海底湧水、物理探査による海底下の地質構造、ボーリング調査、広域・長期地下水流動評価とし、成果が

あげられている。成果内容から、適切な目標設定がなされていると判断する。

・目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか：上記のとおり。

（２）富士山系駿河湾地域の設定は適切かつ妥当か

・地域選定は目標達成に妥当か

　火山岩が分布する地域では地下水流動速度が速いという特徴があることから、地層処分の研究目的を達成する基本条件を有している。また、富士山系駿河

湾地域は、富士山や愛鷹山の火山岩噴出物が広域に分布していること、また、海域は駿河トラフを通じて深海につながっている。すなわち、地形および地質的

に特徴を有すると言える。さらに、地質や地下水等に係る既存の調査研究資料も蓄積されている。これらのことから、地域選定は妥当を判断する。

・活用の実績はどうか

　研究成果は、上記に挙げた地域の特質を踏まえており、また既往のリソースを十分に活用している。

・深地層研究に貢献するか

　堆積岩等に比べて地下水流動速度が速い地域を対象にしていることから、深地層研究に貢献することが期待できる。

＜登坂＞
・本地域を選定した理由はいくつかあろう。報告書にはその辺の説明が必要と思われる。
＜杉田＞
技術確証の場としての地域選定は妥当といえるが、実際の処分地となる可能性の無い地域であるため、実際の処
分地における技術の有効性をシミュレートすることには、限界があると考えられる。実際の処分地に、より近い環境
や場所で、技術の適用試験をすることも視野に入れ、今後の研究計画をたてていただきたい。
＜松島＞
・地質構造（物理探査の結果に基づいたもの）と水理構造を統合することは、チャレンジングなテーマであると思わ
れるため、良好な水理地質構造を完成するための方法論を構築することは容易ではないことも想定される。そのよ
うな事項も考慮・想定・明記した上で、成果の不確実性に対する対処を記述しても良いのではないか。
＜今村＞
地下水流動場の評価は、どこまでやればよいかという設定が難しく、予算の範囲でやれるだけのやったという諦観
主義に陥らず、サイトの評価にどこまで迫れたかという目的主義で評価をやってほしい。様々な観点からの調査結
果を総合して、サイトの安定性、核種移行への影響等について、得られた知見を総合的に考察してほしい。

３．成果、目標の達成度の妥当
性

＜杉田＞

（１）沿岸における広域曳航調査では、海底湧出地下水が存在する可能性がある地点・地域が推定された。また、3次元シミュレーションによる物理探査手法の

高度化研究が開始された。そのほか、2次元反射法による探査の実施により、地下水の動きがあると推定される層が示された。研究開始年度としての目標はほ

ぼ達成されたと考えられる。

（２）地域地下水に関する既往研究がまとめられ、広域地下水流動モデルおよび、長期地下水流動モデルがほぼ形づくられた。これらのモデルを今後リファイン

することにより、地域地下水流動系モデルが構築されると推定され、今年度の成果としては、目標が達成された。

＜松島＞

・沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査）においては、実質の研究期間も短かったため、予備的な解析結果・検討に留まっているが、今後の詳細解析に

進めば然るべき成果が出てくるものと期待される。その意味で現時点での結論的な評価は避けたいが、実施項目に対して順調に調査が行われていることを確

認した。3次元弾性波シミュレーションによる探査仕様の検討ならびに沿岸域弾性波反射法探査適用実験とも目標設定としては妥当と判断される。3次元弾性

波シミュレーションによる探査仕様については、今後実施予定の海域3次元探査の仕様を決定するために資するツールの整備の確認ができた。沿岸域弾性波

反射法探査適用実験においては、今後詳細な解析が必要であるが、陸域・海域発振による2次元反射法地震探査記録が無事取得されたことは、価値があると

判断される（このような設定での記録は希少性もある）。

＜今村＞

・富士山・駿河湾域の地質構造評価、地下水流動評価、ひいては地層処分サイトの核種移行バリアとしての特性評価に向けて、今年度は下記の項目を実施し

ている。

１． 地形・地質の既往の研究結果のまとめ・それに基づく三次元水理地質モデルの構築

２． データの少ない海底湧出地下水調査

３． 陸域地下水調査

４． 沿岸域地質構造評価のための物理探査仕様の評価と一部実施

５． 海域ボーリング調査の準備

　いずれも陸域から海域にわたっての連続的評価に重要な項目であり、短い期間の成果として十分まとまっている。

＜平山＞

（１）成果は妥当か

・得られた主な成果：大きく以下のとおりであり、妥当と考える。

　　陸域の地形・地質・地下水：三次元的な水理地質構造

　　海底湧水：水質、海底面の探査などより、海底湧水の地区を絞り込み

　　物理探査による海底下の地質構造：今回は、比較的、深部の構造の把握

　　ボーリング調査：作業スペックの立案

・設定された目標以外に得られた成果はあるか

　今年度の段階では、時間の制約があり、目標以外の成果の波及に至っていない。

・共通指標である、論文の発表、特許の出願、国際標準の形成、プロトタイプの作製等があったか

　当評価委員は、これからの作業と認識している。

（２）目標の達成度は妥当か

・設定された目標の達成度はどうか：概ね、目標を達成しているものと考える。

＜松島＞
・論文の発表、国際標準の形成に繋げるための戦略が必要のように思われる。
＜今村＞
・全体の評価がまとまっていないので、最終的な評価は今後評価したい。
＜平山＞
・契約の関係で、研究開始が昨年、１１月であったことから、時間的な制約で、さらに練るべき部分もあるように見
受けられる。次年度も継続することから、よりよい研究成果となることを期待する。

４．事業化、波及効果について
の妥当性

＜杉田＞
・物理探査手法、ボーリング技術、海底湧出地下水探査手法、広域・長期地下水シミュレーション、において、事業化に向けて具
体的な見通しがある。
＜松島＞
・沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査）においては、詳細解析を進めて品質の確保された結果がでれば、浅海域におけ
る調査手法確立に向けた確実な一歩となり、一定の波及効果はあるのではないか。現在では、当初想定していなかった波及効
果を生じた点を確認できていないが、例えば地震探査データにおける解析技術においては、問題解決のための新手法開発の可
能性は十分期待できる。
＜今村＞
・地層処分サイトの地下水流動評価ひいては核種バリア機能の評価は、処分を実施する際に無くてはならないものであり、通常
の事業化を目的とした研究開発とはことなり、この設問は不適切である。
・波及効果については、実際のサイトの特性調査を行う際に、今回得られたまた得られるであろう成果は十分行かされるという
点では波及効果は大きい。
　地層処分への影響という意味で採点を行った。
＜平山＞
（１）事業化については妥当か
・事業化の見通しは立っているか
　系統的に研究テーマを設定し、長中期的な視点も踏まえて工程設定されていることから、事業化の見通しは立っていると判断
する。
（２）波及効果は妥当か
・成果に基づいた波及効果を生じたか、期待できるか
　本研究は、初期の段階であることから、現時点で波及効果は生じるまでには至っていない。
・当初想定していなかった波及効果を生じたか、期待できるか
　上記のとおり。

＜松島＞
・（最終）成果を国際的な場で発表し、国際的な場で評価されるようなアグレッシブなスタンスを持つことで、良好な
波及効果を勝ち取ることができるのではないか。
＜今村＞
今回の技術開発の中で開発された技術が、通常の工学的な利用や資源探査の中で行かされるかどうかについて
は、革新的な技術は見あたらないので否定的である。また、コストとベネフィットの観点からの評価がなされていな
いので評価できない。

５．研究開発マネジメント・体制・
資金・費用対効果等の妥当性

＜登坂＞
研究体制に関しては適切であったと考えられる。
＜杉田＞
全体を統括するプロジェクトリーダーの下、有機的に効率よく研究が進められている。
＜松島＞
（１）研究開発計画については、実施者は妥当と思われる。
＜今村＞
・研究開発計画は概ね妥当であった。
・実施体制はベストではないかもしれないが、限られた人材、限られた時間、限られた資金のなかで適切に行われている。
・情報の公開性・透明性は抜群。

＜松島＞
（１）研究開発計画については、今年度に限っては沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究）のスケジュー
ルはタイトなものであったと思われる。
（２）沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究）の実施体制が予算や事業目標に対して、不十分なように
感じる。４〜５名体制が必要ではないだろうか。是非改善いただきたい。
（７）情報の公開・透明性：沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究）については、データの公開などの必
要性も検討してほしい（公開することがむしろ信頼を得ることもある）。また、陸上の同種研究グループとの情報交換
も十分に行ってほしい。
＜今村＞
・採択スケジュール等はあまりにも短い。
・漁業組合等の問題は、多くのインフラ整備と同様に敗戦後処理の遺物としての大問題であり、政府の大英断が必
要である。
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６．総合評価

＜登坂＞
地層処分では、探査技術としてのボーリング調査、物理探査の高度利用、そして遠い将来までを予想するために数値シミュレー
ション技術が不可欠あろう。
これらの技術開発のために、本事業の内容は極めて有用なものと考えられる。
＜杉田＞
海域を含め、富士山地域の地下水流動系、および地質構造の解明手法の高度化は、研究として有用である。得られる成果は直
接的とは限らないが、地層処分地の調査に適用でき、地層処分技術開発に貢献していると考えられる。
＜松島＞
沿岸域における地層処分に係る3次元水理地質モデルを構築するための基盤的な方法論を確立することは極めて重要であり、
これを実現できれば大変価値のあることである。その観点で本事業は継続して行うことは意義がある。現時点で、最終的に一定
の成果は期待できる。
＜今村＞
沿岸域地質構造評価技術および会場掘削調査技術ともに、高レベル放射性廃棄物の地層処分サイトの地質構造、地下水流動
等を評価するための技術開発である。高レベル放射性廃棄物処分サイトでは、通常の工学的利用やエネルギー資源探索のた
めの調査とは比較にならない高精度の調査が求められるとともに、広域かつ長期間の評価を可能にするデータ取得が求められ
る。その意味で実サイトにおいて陸域からデータの少ない海域にわたって評価しようとする研究開発は、非常に有用であるととも
に地層処分技術の開発に貢献している。
　現在、原子力発電を取り巻く環境は厳しいものであるが、ベース電源として安価でかつ莫大なエネルギー源となりうる原子力
は必須である。ただ今回のような事故を起こさないためにも、原子炉の構造、地震や津波、高潮、竜巻等の自然災害、ヒューマ
ンエラーやテロによる事故、航空機墜落等の事故に備えうるハード・ソフトのシステムを備えたものにする不断の努力が必要で
ある。廃棄物の問題もトイレなきマンションと揶揄されないように安全なシステム構築の入り口の技術であり社会的、科学的意
義は大きいので、できるだけ成果を上げて国民の理解に役立ってほしい。
＜平山＞
複数の研究テーマを設定し、新たな技術の開発や新たな知見の取得が得られていることから、本事業は研究として有用であり、
地層処分技術の開発に貢献していると評価する。

＜杉田＞
当該評価年度は、研究実施期間が短く、費用に対して十分な成果を得ることが、大変困難な状況であった。　資金
のみでなく、潤沢な時間を配分することも、より良い研究成果を得るためには必要であり、次年度からは改善される
ことを期待したい。
＜松島＞
作業実施体制が分野によって不足している点は、改善する必要がある。
＜今村＞
目的は明確であり、得られるデータも貴重であるが、技術開発という意味では、一歩前進した感がない。また難しい
ことであるが、ある程度原子力に理解ある国民に何がどう進歩したのかというアピールは少ない。世界の地層処分
に貢献するような新技術の開発をしてほしい。
＜平山＞
本研究は、本年度、テーマ毎に高度化を目指している段階と理解する。今後、各テーマ間の連携についても留意
し、よりよい研究成果とすることを期待する。

８．個別研究テーマに関するコメ
ント

【成果に対する評価】 【実用化の見通しに関する評価】

① 沿岸域地質構造評価技術の
開発（物理探査研究）

＜杉田＞
直接的に処分地に適用可能な深部地質構造探査手法として、３Dモデルの開発および、実測とその解析結果が得られており、
事業開始初年度としては十分な成果が得られていると考えられます。
 ＜松島＞
実質の研究期間も短かったため、予備的な解析結果・検討に留まっているが、今後の詳細解析に進めば然るべき成果が出てく
るものと期待している。ただ、そのためには現状の実施体制で十分か検討してほしい。データ取得部分は外注でも良いが、デー
タ解析部分は、多角的な検討をお願いしたい。
＜平山＞
研究手法は適切で、良好な成果が得られている。今後の高度化を期待する。

＜登坂＞
海域での三次元探査の成果を期待したい。
＜杉田＞
今後、実際の処分地を想定した、深度、明らかにしたい地質構造など、焦点を絞った技術開発が望まれます。
＜松島＞
沿岸域での地震探査手法を高度に確立し、水理地質構造モデル構築に如何に貢献できるかが鍵になるので、水
理分野グループとの情報共有を十分に行っていただきたい。
＜今村＞
実用化している。
＜平山＞
地下水学等の学術面、地層処分に関わる事業面での寄与度は大きいと考える。

② 海上掘削調査技術の開発
（地下水研究）

＜杉田＞
曳航調査、採水調査においては、海底における地下水湧水地点が明らかとなりつつあり、事業初年度としては十分な成果が得
られています。また、数値シミュレーションにおいては、先行研究の成果を活かして、短期間でモデルが構築され、一定の結果が
得られており、こちらも初年度としては十分な成果と言えます。
＜今村＞
まだ準備段階なのでわかりませんが。期待している。
＜平山＞
研究手法は適切で、良好な成果が得られている。今後の高度化を期待する。

＜杉田＞
曳航調査、採水調査においてはターゲットとなる深度について、より詳細に吟味する必要があるかもしれません。モ
デルは、今後、地域特性をさらに組み込んでいくことになると思いますが、同時に、具体的な処分地をイメージしな
がらリファインしていくことにより、より実用的なモデルの構築方法が開発されると考えます。ボーリングに関しては
陸上と海上での違いをより綿密に明らかにし、海上での掘削をイメージしながら、実際のボーリング計画をたて、実
施していく必要があると考えられます。
＜今村＞
まだ準備段階なのでわかりませんが。期待している。
＜平山＞
地下水学等の学術面、地層処分に関わる事業面での寄与度は大きいと考える。

【　提　　　言　】

＜杉田＞
実際の地層処分地をイメージし、より焦点を絞った技術確証をおこなっていくべきと考える。
＜松島＞
・今回の事業で一定の成果は期待できれるが、当初の目的を完全に達成できることは現実的には不可能であるので、事業を進めて行く中で、当該事業の貢献性について具体性を持って検討していく必要がある。
＜今村＞
全体として陸域から海域にわたる地形地質、地下水流動評価をやろうとする観点は非常に良いと思う。ただ、この分野での世界に一石を投じるような技術開発はあまり見当たらない。実際に広域のサイトにおける地下水流動場を評価することは
難しく、ましてや数万年にわたる評価となるとさらにハードルは高くなる。既往の技術、既往の知見の集大成をあるサイトで実施するしかないかもしれないが、どっかブレークスル―を見つけようとする執念が必要ではないか。
　また資料を見ているかぎりにおいては、各担当の調査結果・評価結果を総合的に精度高くしようとする努力がすこし足りないように思う。
＜平山＞
　陸域から海域における地下水を対象とした本研究は、地層処分において有効かつ重要であり、本研究の方向性を、大幅に変更する必要はないと考える。さらに研究を高度化し、日本だけでなく世界の地層処分に貢献していただきたい。

７．今後の研究開発の方向性に
関する提言
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表３－２　評点表

A委員 B委員 C委員 D委員 E委員

１．事業の目的・政策的位置づけの妥当性 Ａ A B A A

　（１）国の事業として適当であるか、国の関与が必要とされる事業か。 ａ a a a a

　（２）事業目的は妥当で、政策的位置づけは明確か。 ｂ a c a a

２．研究開発等の目標の妥当性 Ａ A A B A

　（１）研究開発等の目標は適切かつ妥当か。 ｂ a

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） b b b a

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） b N/A b a

　（２）これまでの研究成果の活用は適切かつ妥当か。 b b

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） a b a b

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） a N/A a b

３．成果、目標の達成度の妥当性 Ｂ B B A B

　（１）成果は妥当か。 b b

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） b b b b

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） b N/A c b

　（２）目標の達成度は妥当か。 b b

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） b b b b b

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） b b N/A c b

４．事業化、波及効果についての妥当性 A B A B

　（１）事業化については妥当か。
事業化を定義

しないと何とも

言えない
b

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） c N/A a b

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） c N/A a b

　（２）波及効果は妥当か。 評価できない b

　　　①沿岸域地質構造評価技術の開発（物理探査研究） b b a b

　　　②海上掘削調査技術の開発（地下水研究） b N/A a b

表３－２　評点表(続き)

A委員 B委員 C委員 D委員 E委員

５．研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等の妥当性 Ａ C B B

　（１）研究開発計画は適切かつ妥当か。 ｂ b b b b

　（２）研究開発者の事業体制・運営は適切かつ妥当か。 a a
d

(物理探査の

み対象)

b b

　（３）資金配分は妥当か。
判断するため

の情報がない c b b b

　（４）費用対効果は妥当か。 c c b b b

　（５）変化への対応は妥当か。 c a b a b

　（６）研究の基盤整備は妥当か。 c b b b b

　（７）情報の公開・透明性。 b a b b

６．総合評価 A A B A A
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４．第１回評価委員会 

 

４．１ 議事次第 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

 

第 1回 評価委員会 議事次第 

 

 

日 時：平成 26年 1月 10日（金） 10：00～11：45 

場 所：茨城県つくば市東 1-1-1 

    独立行政法人 産業技術総合研究所 第 7事業所 本館 810会議室 

 

議 事： 

（１）開会および出席者紹介 

（２）挨拶 

・資源エネルギー庁 

・産総研プロジェクトリーダー 

（３）事業の目的および研究計画 

（４）平成 25年度事業の進捗状況 

（５）質疑応答および総合討論 

（６）今後の委員会日程 

（７）その他 

 

 

資 料： 

 資料１ 実施計画書 

 資料 2 広域地下水流動解析（地形・地質概説） 

 資料 3 陸域の地下水調査 

 資料 4 海底湧出地下水調査 

 資料 5 物理探査計画 

 資料 6 ボーリング調査計画  
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４．２ 議事録 

 

平成 26年 1月 15日 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

第 1回 評価委員会 議事録 

 

 

日 時：平成 26年 1月 10日（金） 10：00～12：00 

場 所：茨城県つくば市東 1-1-1  

独立行政法人 産業技術総合研究所 第 7事業所 本館 810会議室 

（なお同日 14：30～16：30に同等内容の説明・審議を同場所で実施し評

価委員全員に周知） 

出席者（順不同敬称略）： 

 評価委員会委員：登坂博行（東京大学）、松島潤（東京大学）、 

杉田文（千葉商科大学）、今村聡（大成建設株式会社）、 

平山利晶（国際航業株式会社） 

 資源エネルギー庁（オブザーバー）：松井裕哉（放射性廃棄物等対策室） 

 産業技術総合研究所：丸井敦尚（PL） 

＜地下水 G＞町田功、井川怜欧、小野昌彦、平野智章、楠瀬勤一郎、 

古宇田亮一、越谷賢、小原直樹、樽沢春菜、 

ｸﾗｳﾃﾞｨｱ･ﾊｰﾄｳﾞｨｯｸﾞ 

＜物理探査 G＞横田俊之 

 日本地下水学会（事務局）：蛯原雅之、友澤孝 

 

 

配布資料： 

評価委員表、議事次第 

資料１ 実施計画書 

資料２ 広域地下水流動解析（地形・地質概説） 

資料３ 陸域の地下水調査 

  資料４ 海底湧出地下水調査 

資料５ 物理探査計画 

  資料６ ボーリング調査計画 
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（１）開会および出席者紹介 

 事務局より評価委員会委員および資源エネルギー庁出席者の紹介を行い、産

業技術総合研究所丸井プロジェクトリーダーより研究メンバーの紹介が行われ

た。 

 出席者全員の賛成により、登坂教授が評価委員長に選任された。 

 

（２）挨拶 

 資源エネルギー庁松井課長補佐、および産業技術総合研究所丸井プロジェク

トリーダーより挨拶があった。 

 

（３）事業の目的および研究計画 

 産業技術総合研究所丸井プロジェクトリーダーより、資料１により事業の目

的および研究計画が説明された。 

（４）平成 25年度事業の進捗状況 

 各研究担当者より、資料２～６により進捗状況が説明された。 

 説明者は以下の通り。 

   資料２ 平野智章 

   資料３ 井川怜欧 

   資料４ 小野昌彦 

   資料５ 横田俊之 

   資料６ 越谷賢 

 

（５）質疑応答および総合討論 

 主な内容は以下の通り。 

 

【資料１ 実施計画書（事業の目的および研究計画）】について 

 

平山委員：「地下水学的な安定性をどう評価するのか」と「活断層の扱い」につ

いて十分に説明して欲しい。また、工期的に厳しいようだが実施可

能か。 

丸井  ：幌延よりも気候的に安定しており、また、現場の地域特性からする

と台風の時期より冬場の方がやりやすい。工期に余裕はないが実施

は可能である。また、活断層については、本来はもう少し時間をか

けて断層調査をしてから地下水調査に進むべきとも考えられるが、

東海トラフの調査等により既存資料がそれなりに有るので、それら

を事前調査として活用する。具体的な調査にはこれから入る段階な

ので、このような調査も必要では、といった助言を頂ければありが

たい。 

 

登坂委員：実施計画書には駿河湾とは明記されていないが、場所は決定事項か。 

丸井  ：産総研として受けている仕様上は、研究テーマは定められているが

場所の指定はない。発注を受けて産総研として場所決めを行った。
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仕様書との対応上、実施計画書に場所を明記していないが駿河湾で

実施する方針である。 

 

平山委員：配付資料では、いくつかのテーマは工程で 3年間を前提としている

が、本事業は何年間で実施する予定か。 

丸井  ：この事業自体は 2年間の予定だが、その後の 3年目は、現場の原状

回復等を行いつつ、幌延の予察的研究へフィードバックするための

追加作業やデータ整理、情報発信等を行う予定であり、その辺も考

慮して 3年間の工程を示している項目もある。 

 

平山委員：各テーマ成果の相互反映プロセスが見えないが、どのように考えて

いるか。 

丸井  ：本来であれば、まず文献調査から入って、断層調査をして、地下水

調査をして、といった流れでやっていくべきものもあるが、今回は 2

年間で同時平行して実施するため通常のプロセスに載らない部分も

ある。その辺の各テーマ間の相互反映や、とりまとめる上での話の

つなげ方などもアドバイス頂ければと考えている。 

平山委員：基本的には各テーマ毎にしっかり研究を進めて、相互の反映等は今

後の課題という認識でよいか。 

丸井  ：そのように認識頂きたい。また、今後の住民への情報発信といった

面も念頭にアドバイス頂きたい。 

 

松島委員：実質 3 年のうちの 1年目ということで、ファーストステージという

印象を受けたが、今後どのように精緻化していくのか。例えば 1号

線のノイズでデータがうまく取れず次のステップに進めないといっ

たリスク等を、どうマネジメントしていくのか。 

丸井  ：2040年までに 4万本を埋めないといけないといった地層処分のプロ

セスの中で、文献調査や現場調査を進めていく際に「確証」するた

めには、要素技術の適切組合せや体系的な整理が不可欠となる。こ

のような背景から本事業は、限られた期間の中で調査・評価手法を

確証することが目的であり、必ずしもステップを踏んで新しい技術

を開発するものではない。 

松島委員：目的からすると、むしろ既存の技術やデータに基づく文献調査で体

系的に整理してしまう方が良い面もある。必ずしも想定をサポート

するような裏付けデータばかりが得られるとは限らない。 

丸井  ：文献調査のみで整理する方がやりやすい面はあるが、できる限りは

現場での確証・実証というところを試みていく。 

今村委員：説明頂いたような全体像と研究の位置づけ・方向性について、1枚に

整理していただくと分かりやすい。 

丸井  ：報告書の冒頭に示すようにする。今後の評価委員会で、分かりやす

い表現の仕方などもアドバイス頂きたい。 
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【資料２ 広域地下水流動解析（地形・地質概説）】について 

 

登坂委員：全体の水収支を考えるなら、計算領域をもう少し広く考え直した方

が良い。私もこの地域の広域解析を行っているので参考にしてはど

うか。SHERと MODFLOWは本来は望ましい組合せではないと考えられ

るので、2年間あるのなら組合せも考えた方が良い。 

平野  ：桂川等への流出はあるものの、北側エリアで影響は閉じており、今

回の研究目的で実施する地下水流動解析としては今のところ妥当な

範囲と考えている。今後、先生の既往解析も改めて参照させて頂く。 

 

平山委員：SEAWAT も三次元で解析するのか。 

平野  ：今年は断面二次元を予定している。 

 

今村委員：SHERモデルと MODFLOWで期間はどう設定する予定か。 

平野  ：両方とも 30年の計算で検証する。 

今村委員：SEAWAT には 30年の検証結果を反映するのか。 

平野  ：そのようになる。SEAWATの長期計算では現在の気象・涵養条件に海

水準変動を考慮する。 

今村委員：長期の計算にどのパラメータが効くのか、といった感度解析はやる

のか？ 

平野  ：透水係数について実施する。 

 

平山委員：古富士火山噴出物よりも下位の地層は水理基盤と解釈しているが、

ここから取水している井戸がないかどうかや主成分のイオンバラン

スを確認した方がよい。 

 

平山委員：解析の説明で連成解析を実施するとのことだが、解析フローでは一

方向の流れのように思える。連成解析を行うのか。 

平野 ：連成解析ではなく、それぞれのモデルで順次解析する。 

 

平山委員：SHERモデルは分布型モデルか。落水線を使うのか。 

平野 ：ブロック要素分割で分布は考慮するが、計算手法としては基本的に集

中型の概念モデルである。落水線は使う。 

平山委員：地中流・側方流の部分がブラックボックスになるので、その辺の数

字の扱いには気をつけた方がよい。 

 

今村委員：MODFLOW のメッシュ分割で鉛直方向を 5分割しかしないのは粗くない

か。 

杉田委員：パラメータもこの粗さで一括で入力するのか。 

丸井  ：当初段階の計算で大まかな流動状況を把握するためのモデルであり、

今後、細かいモデルも予定している。 
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平山委員：境界条件はどのように設定するのか。 

平野  ：境界条件は巻末資料に示してあるのでご参照頂きたい。排水境界で

はドレーンを使い標高値を与えて排水する。 

平山委員：その場合は季節変化はどうなるのか。 

平野 ：年単位の計算なので季節変化は対象外となる。 

平山委員：WET&DRY を使うのか、完全な飽和解析でやるのか検討した方がよい。 

 

【資料３ 陸域の地下水調査】について 

 

登坂委員：「最終氷期に涵養された地下水」の意味を確認したい。 

井川  ：最初の図の「古水」にあたり、これより前に涵養された部分を、海

水準変動の影響を受けない不動領域と呼んでいる。 

登坂委員：解析をまわすと 1万年程度で変化が出てきてしまうと思うので、何

を安定性の指標にするか、やり方などをよく考えた方がよい。 

 

平山委員：この地域の塩水化の経緯や状況は把握されているか。 

井川  ：把握している。 

平山委員：多くの観測地点が示されているが、これらは既存井戸か。 

井川  ：県や市の地盤沈下観測井などであり、スクリーン深度のはっきりし

ている井戸を対象として、それらのデータは全て取る予定である。 

平山委員：マルチの井戸や他の井戸も活用するのか。 

井川  ：岳南地域の協議会の協力を得て、民間井戸で単一帯水層から取水し

ているものを活用する方針である。 

平山委員：実際にはマルチがほとんどで面的な整理は難しいと思われるので、

断面図の中にスクリーン深度と値を示すような整理も考えた方がよ

い。 

 

登坂委員：地下水採水の深さはどの程度か。 

井川  ：数十 m から 300m程度である。 

 

今村委員：トリチウムは有効か。 

丸井  ：60年より古いかどうかの判断には使える。 

 

登坂委員：来年の予定は。 

井川  ：来年は、断層が水みちに果たす役割等に着目し、断層に絞った研究

とする予定である。 

 

【資料４ 海底湧出地下水調査】について 

 

今村委員：河川からの流れもあるし、沿岸流や離岸流の影響もあるので、デー

タの評価が困難ではないか。 
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小野  ：あくまで概略調査として行うものであり、データの評価の際は他の

調査との相互チェックで分析する。河川水と地下水の分離もそこで

考えたい。 

杉田委員：成分は鉛直方向にもかなり混ざるのか。 

小野  ：水平方向に比べると鉛直方向にはあまり混ざらない。 

今村委員：極力風の無い日に実施するのがよいと思う。 

登坂委員：採水調査は何回実施するのか。何日くらいで行う予定か。 

小野  ：今年度は１回の実施予定であり、１週間程度を見込んでいる。 

登坂委員：静岡大学の加藤先生の研究は把握されているか。 

小野  ：田子の浦港の東で出ているという報告は確認している。 

 

平山委員：採水の際のコンタミの防止についてどうするのか。 

小野  ：バンドン採水器を用いる予定で、コンタミはありきで採水し、その

後成分分離を行う。 

松島委員：調査範囲が解析モデルの領域と同じ範囲までとなっているが、もう

少し延ばした方がモデル領域の妥当性を確認できるといったメリッ

トがあるのではないか。解析範囲のバウンダリーの内と外で状況が

異なっているとの想定で調査範囲を設定されたのか。 

丸井  ：あくまで富士山からの湧出水を捉えることが目的であり、曳航調査

でモデル化の境界を決めるのは難しい。調査目的からすれば十分に

広い範囲を対象としている。ただし、調査範囲の拡張で何か他に有

効な結果が得られるようであれば拡張も検討する。 

 

 

【資料５ 物理探査計画】について 

 

登坂委員：三次元の反射法で地質をきっちり把握するというのは非常に重要で

あり、国民への説明にも有用であるので是非しっかりやって欲しい

が、今回の調査だけで十分な測定データといえるのか。 

横田  ：今回のデータだけでは通常の意味での広域解析は難しく、限定的な

評価にならざるを得ない。その部分は今後の課題である。 

 

松島委員：JAEAで陸域での地層処分の探査を研究されているが、そういった研

究との情報共有はされているのか。 

横田  ：まだ本事業の研究当初段階ということもありしていないが今後考え

たい。 

 

松島委員：目標の一つ目については、既存の色々な事例をもとに整理すればよ

い話で、敢えて目標に位置づける必要はないのでは。 

横田  ：一般的な意味では先行研究による整理でもよいが、今回はモデルを

詳細に作った上でやることの意義を明確にするという趣旨がある。 
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松島委員：陸上でも三成分の方がよいのでは。 

横田  ：一部には置く予定だが、１号線のノイズもあり、全部はやらない方

針としている。 

松島委員：情報としての重要性を示すという意味で、シミュレーションで示す

事も含めて検討してはどうか。陸上でとったクオリティと海上でと

ったクオリティの比較などができるのでは。 

横田  ：検討してみる。 

 

 

【資料６ ボーリング調査計画】について 

 

登坂委員：ボーリング調査は陸上だけで実施するのか。 

越谷  ：陸上で実施するが、地下水を対象とする調査である点や擾乱の評価

を行うなど、着目点をしっかり押さえれば結果を海上調査に適用で

きると考えている。 

 

登坂委員：富士川の右岸で淡水ゾーンをうまく捉えることができるか。 

越谷  ：淡水ゾーンというよりも、断層が近いという位置づけで場所を選定

した。 

 

平山委員：遮水はどのようにするのか。 

越谷  ：フルホールで遮水する。 

 

 

（６）今後の委員会日程 

・第２回目：報告書の目次案をベースに、今日の審議結果の反映や成果の流れ、

過不足、つながり等を審議。2月上旬メール審議とする。 

・第３回目（最終委員会）：2月 24～26日の間、於都内で調整。 

 

 

 

以上 
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５．第２回評価委員会 

 

５．１ 議事次第 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

 

第 2回 評価委員会 議事次第 

 

日 時：平成 26年 2月 10日（月）～17日（月） 

方 法：メール審議 

議 事： 

（１）本年度研究内容構成の審議 

    研究報告書ドラフトを精読のうえ、以下の諸点等を中心に報告に盛り

込むべき内容、不足している検討事項等について、審議を行う。 

①研究目的と全体構成の整合性 

      ②研究内容と成果へのつながり 

③第 1回評価委員会での指摘事項への対応 

④その他、付記すべき事項など 

    審議結果については、添付資料（研究報告書ドラフト）の該当場所へ

コメントを入れ、事務局まで返信する。 

（２）今後の予定 

     ①第 3 回評価委員会 

       ＜日時＞平成 26年 2月 24日（月）13：30～17：00 

       ＜場所＞東京八重洲ホール 611号室 

       ＜議事予定＞本年度研究成果の発表及び質疑応答など 

     ②評価票の作成 

       ・各委員作成および事務局提出：2 月 25 日（火）～26 日（水） 

     ③評価委員会報告書の作成：2月 27日（木） 

     ④提出：2月 28日（金） 

 

資 料： 

資料１ H25 海域地質 契約書 

資料２ 実施計画書（静岡 H25） 

資料３ 報告書目次案 

以上 
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５．２ 議事録 

 

平成 26年 2月 18日 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

第 2回 評価委員会 議事録 

 

日 時：平成 26年 2月 10日（月）～17日（月） 

方 法：メール審議 

参加者（順不同敬称略）： 

評価委員会委員：登坂博行（東京大学）、松島潤（東京大学）、 

杉田文（千葉商科大学）、今村聡（大成建設株式会社）、 

平山利晶（国際航業株式会社） 

 産業技術総合研究所：丸井敦尚（PL） 

 日本地下水学会（事務局）：友澤孝 

 

配布資料： 

資料１ H25 海域地質 契約書 

資料２ 実施計画書（静岡 H25） 

資料３ 報告書目次案 

 

（１）審議結果 

  各評価委員からの結果は別紙１の通りであった。 

 

（２）結果の取り扱い   

  産総研は当審議結果で示された評価委員のコメントを参考として、今後の

研究開発および平成 25年度報告書作成に反映することとした。 

 

（３）今後の予定 

  ・第 3回評価委員会 

    ＜日時＞平成 26年 2月 24日（月）13：30～17：00 

    ＜場所＞東京八重洲ホール 611号室 

    ＜議事予定＞本年度研究成果の発表及び質疑応答など 

以上 
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６．第３回評価委員会 

 

６．１ 議事次第 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

 

第 3回 評価委員会 議事次第 

 

 

日 時：平成 26年 2月 24日（月） 13：30～17：00 

場 所：東京都中央区日本橋 3-4-13 新第一ビル 

東京八重洲ホール 611会議室 

 

議 事： 

（１）開会 

（２）挨拶 

・産総研プロジェクトリーダー 

（３）事業報告 

（４）質疑応答および総合討論 

（５）総括 

（６）評価作業 

（７）その他 

 

 

資 料： 

  資料１ 実施計画（丸井：前回説明） 

  資料２ 地形・地質概説（平野：前回説明） 

  資料３ 陸域の地下水調査（町田） 

  資料４ 海底湧出地下水調査（小野） 

 資料５ 物理探査（横田） 

 資料６ ボーリング調査（越谷） 

資料７ 広域・長期地下水流動解析（平野・小原） 

 

以上 
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６．２ 議事録 

 

平成 26年 2月 26日 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 

電力・ガス事業部 放射性廃棄物等対策室 委託事業 

平成 25年度 地層処分技術調査等事業 海域地質環境調査確証技術開発 

第 3回 評価委員会 議事録 

 

 

日 時：平成 26年 2月 24日（月） 13：30～17：00 

場 所：東京都中央区日本橋 3-4-13 新第一ビル 

東京八重洲ホール 611会議室 

出席者（順不同敬称略）： 

 評価委員会委員：登坂博行（東京大学）、松島潤（東京大学）、 

杉田文（千葉商科大学）、平山利晶（国際航業株式会社） 

 産業技術総合研究所：丸井敦尚（PL） 

＜地下水 G＞町田功、小野昌彦、平野智章、越谷賢、小原直樹、 

樽沢春菜 

＜物理探査 G＞横田俊之 

 日本地下水学会（事務局）：蛯原雅之、友澤孝 

 

 

配付資料： 

  資料１ 実施計画（丸井） 

  資料２ 地形・地質概説（平野） 

  資料３ 陸域の地下水調査（町田） 

  資料４ 海底湧出地下水調査（小野） 

  資料５ 物理探査（横田） 

  資料６ ボーリング調査（越谷） 

資料７ 広域・長期地下水流動解析（平野・小原） 
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質疑応答および総合討論 

 主な内容は以下の通り。 

 

【資料１ 実施計画】について 

 

松島委員：資金配分が適切かどうかを評価することになっているが、どのような項目に重

点をおいたのか、といった研究のスタンスについて補足していただきたい。 

丸井 ：全体の資金配分にあたっては、まずはフィールドとなる静岡県の断層および海底

湧出地下水調査に対する必要資金の配分を優先し、次に電気探査等の現場調査

の費用等を積み上げた。できれば設備費や職員の増強も図りたかったが、スタ

ートが１１月となり、限られた工期内で成果を出す必要があったため、外注費

等の外部への資金配分が厚めとなった。 

 

登坂委員：本年度の研究実施期間が 11月から 2月と短いのに対して、比較的額が多いよう

に思うが予算的にも予定通り実施できたのか。 

丸井 ：概ね予定通り予算を執行できた。 

 

【資料２ 地形・地質概説】について 

 

登坂委員：資料２は地形・地質のみの説明か。地下水に関する情報にあまり触れられなか

ったように思う。 

平野 ：基本的には上位の地層は水が豊富で、下位の地層は水が少ないといった状況だが、

地下水に関しては、後ほど別の資料で詳しく説明する。 

 

平山委員：地下の古富士泥流堆積物や小御岳火山噴出物など、地下の構造の把握にあたり、

地質断面図はどのように作成したのか。 

平野 ：文献資料として表層地質図や「富士火山地質図」、重力探査による調査結果などを

用いた。また、東名高速関連の断面図も参照している。 

 

登坂委員：この地質断面図は、どのくらいの精度のものと考えればよいか。 

平野 ：沿岸域は、既往の調査研究資料が多いことから、それなりの精度があると考えて

いる。一方、西北部は重力探査を参照しているものの細かい精度があるとはい

えない。井戸データの密度は関東地方のデータ等と比べると少ない。 

 

松島委員：250m四方というメッシュサイズの設定の考え方は何か。 

平野 ：地下水流動解析で地下水位等を再現する趣旨からはできるだけ細かいメッシュと

したいが、一方で 100m四方だと細かすぎて計算処理に支障をきたす。解析の目

的と作業性を総合的に判断して 250m四方とした。 

 

松島委員：メッシュを細かくすれば良いという話なのか？ 

平野 ：必ずしも細かくすればそれで良いという考えではない。基本データである地形デ

ータは国土地理院の三次メッシュの値を用いている。これは 1km四方単位であ

る。このメッシュサイズだと山地部の急峻な地形や地下水位分布を表現するに

は問題があると判断し、更に４分割して 250m四方とした。 

 

登坂委員：4000m級の立ち上がりを表現する中で、地下も同じくらい深くまで表現している

が、Ｐ１２で赤茶色で均一としている部分はよく分からないということか。 
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平野 ：ご指摘のとおり。詳細が分かっていないため、水理基盤として一括の地層として

処理した。 

 

【資料３ 陸域の地下水調査】について 

 

松島委員：調査結果を地下水流動解析に反映することを考えたときに、Ｐ５のような帯水

層構造の把握をしたとして、一方で鉛直方向のメッシュ分割が粗いものに、ど

う対応させるのか。 

町田 ：鉛直方向の分割が粗い全体モデルは境界条件を決めるために用いて、帯水層構造

に関しては別の独立した小さなモデルを作成することも、今後の対応策の一つ

として考えている。 

 

登坂委員：塩水化の状況については村下さんの資料を参照されるとよい。 

町田 ：確認する。 

 

登坂委員：製紙工場があったのは、どの辺りか。 

平山委員：今、対象としているあたりだが、塩水化はスポット的に生じており、メカニズ

ムはよく分かっていないと思われる。個々の塩水化よりも、もっとマクロな見

方をしてもよいと思われるがどうか。 

登坂委員：目的にもよるが、塩水化を細かくチェックするのか、あるいは海底湧出をメイ

ンに考えるのか？ 

町田 ：沿岸域の塩水化過程から脱塩過程を細かく見ていきたい。この状況を調べること

で周囲の地下水流動や帯水層に関する情報が得られることもある。 

 

【資料４ 海底湧出地下水調査】について 

 

平山委員：Ｐ７，８の図について、海水・湧水・河川水ごとに標準的な濃度は決まってい

るのか。河川水は図の左下に外れているように見えるが問題ないか。 

小野 ：この地域においてはこの程度の濃度という目安としている。河川水は左下に偏っ

ているが、これは、青色で示した混合線より右側には河川水単体では分布しな

いという意味合いで示している。 

 

登坂委員：ラドンを測っている目的は。 

小野 ：ラドンは、地下水中では高濃度だが、河川水や海水中では濃度が低い。このため、

河川水や海水中のラドン濃度は湧水のシグナルとなると判断した。 

 

杉田委員：地下水湧出の影響を受けていないデータのプロットはあるか。 

小野 ：最もラドン濃度が低く、電気伝導度の高い、東側調査領域端部のプロットを海水

の値と見なしている。 

 

登坂委員：赤や黄色の部分で湧水が生じているということか。 

小野 ：そのように解釈している。 

 

登坂委員：海面下の深部の状況は把握されているのか。 

小野 ：水深 30~40m を中心に調査したため 100~200mといったところの詳細は今後の課題

となる。ただし、ＲＯＶで確認した感触としては、深い所の湧水が上昇して影

響を及ぼしているのではと考えている。一方で、水深 11mといった浅い赤丸の

箇所等で湧いている可能性はある。 
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登坂委員：潮の流れの影響はあるか。 

小野 ：影響はあるが、潮の異なる二つの時期に実施して、同様の傾向の結果を得られる

ことを確認した。 

 

松島委員：Ｐ１２の地層探査では、十分に砂や気泡を捉えられるものとは思うが、砂は 30m

も舞い上がるのか。 

小野 ：これは予想外だったため、次年度の課題としたい。 

 

松島委員：オリジナルデータに対してフィルタリング等の処理をすれば何か見えるように

も思うが、その辺の検討はしているか。 

小野 ：今回は、まずはノイズではないことの確認までをしている段階で、今後さらに分

析したい。 

 

松島委員：検証はやはりＲＯＶでやるのか。 

小野 ：ＲＯＶでは淡水が数地点しか見つかっておらず精緻な検証は難しい。 

松島委員：説得力に関わる部分なので、しっかりとした検証をした方が良い。 

小野 ：密度流の可能性もあり、今後の課題として考えていく。また、陸域の帯水層等の

流れやすそうな所との対応もみたい。 

 

登坂委員：エビの群れは淡水の指標になるのか。 

小野 ：淡水というよりも栄養塩とそれに伴うプランクトンの存在により集まっていると

考えられる。 

 

【資料５ 物理探査】について 

 

松島委員：今回の資料はプレリミナリーな紹介とのことだが、Ｐ６の三次元モデルの図は

多層にも見える。本来は要求精度や要求仕様というものがあって、どこまで見

たいかによってエアガンを決めたりするものだが、二次元の方も含めて、どう

いったことを目的にして、どこまで達成できたのか。 

横田 ：断層の走向や形状を調べたいという目的だが、まだプレリミナリーな結果なので、

がたつきの評価などはできていない。 

 

松島委員：浅海域に特有の課題、例えば多重反射とか水自体が反射しているような、クリ

アすべき課題に対してはどうか。 

横田 ：高周波を出すといった工夫などはしているが、多重反射の問題等はシミュレーシ

ョンの方で考えていきたい。現時点では、本来検討すべき部分に対する結論の

ようなものまではない。 

 

松島委員：今後はどういった検討をされるのか。 

横田 ：三次元でうまくデータを取って、断層の形状や浅部構造を把握したい。 

 

松島委員：二次元の結果を見ると必ずしもベストではなかった印象を受けるが、データの

クオリティ自体は想定と比べてどうであったか。あるいは方針の見直し等を考

えられているのか。 

横田 ：これまで多くの方から「難しいのでは」と言われていたので、そのような場所で

あることからすれば、クオリティはこんなものかなと考えている。今後、調査

結果の処理や解釈を詰めていく。 
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平山委員：反射面は、地層構造としてはどのような層に該当するのか。 

横田 ：東側は古第三紀のトップであり基盤より深いため、地下水流動との絡みからは、

もっと浅いところが必要。今回は全体を見ていただいたが、今後、浅い部分に

ついてもデータの解析を進める。 

松島委員：空白域については、相対的な表示の都合で空白のようになっているだけで、タ

ーゲットを絞って表示すればもっと分かるのではないか。空白域のシグナルが

どの程度あって、どれくらい引き出しているかによる。 

横田 ：想定では空白域のあたりにバウンダリーが見えると考えていたので、今後分析を

進める。 

 

松島委員：二次元はもっと調査する予定か。 

横田研 ：とくに予定はない。 

松島委員：1000m内外がもう少し見れると良いのでは。 

横田 ：スペック上はそのように設定しており、データ処理でもう少し見えると考えてい

る。 

 

登坂委員：Ｐ８の三次元の提案は次年度に実施するのか。 

横田 ：やれるとしたら漁業との関係でお盆しかないため、８月中旬にやる方向で準備し

ていく。 

 

登坂委員：データを取る費用はどの程度か。 

横田 ：今回のミニ三次元程度であれば 1億数千万程度だが、フルスペックとなると 10億

程度かかる。 

 

松島委員：Ｐ８に示した 2箇所で実施するのか。 

横田 ：この図は、とりあえずサイズのイメージを示したもので確定ではないが、入山瀬

断層のあたりが面白いだろうとは考えている。 

 

松島委員：物理探査結果の掘削位置選定への反映はどうなっているのか。 

横田 ：本来は物理探査をして掘削位置を選定してという流れだが、本研究に関しては既

に掘削位置を指定されている事情もあり、少し順番がずれている。本番の事業

ではそのような事はない。 

松島委員：掘削位置も含めて三次元の調査をするのか。掘削位置の確証に三次元・二次元

がどれだけ貢献できるのか。 

横田 ：基本的には、今回は要素技術の確証として物理探査を実施している。 

 

【資料６ ボーリング調査】について 

 

登坂委員：調査はどのくらいの深さの予定か。 

越谷 ：500m程度で検討している。 

 

平山委員：波を被る所での実施になるが仮設は大丈夫か。 

越谷 ：時期を台風シーズンの前や後に分けるといった対応を考えている。 

 

平山委員：フルホールセメンティングでの掘削か。 

越谷 ：掘削状況や地下水などによる。比較的浅層の 200m程度まではフルホールでしない

かもしれない。 
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平山委員：コンタミの問題との兼ね合いはどうするのか。フルホールをどこまでとするか

の根拠付けの部分で、考え方を整理する必要があると思う。とくに、季節によ

っては孔口から海水などが浸入する可能性もある。 

越谷 ：今後、整理していきたい。台風を避けるにしても、まとまった期間で避けるのか、

天気予報を見ながら対応するのかといったやり方もある。 

 

登坂委員：ボーリングの予算はどの程度か。 

越谷 ：今年で 1億円程度かかっており、500mの実施で 4億円程度と見込んでいる。 

 

登坂委員：地下水位はどの程度の位置にあるか。 

越谷 ：GL-4m程度で、概ね海水位と一致している。 

 

松島委員：本来は物理探査で掘削位置を決めるところだが、今回の位置は理想的な位置に

なっていると考えて良いのか。 

越谷 ：色々な要素技術を蓄えていくという意味では良い場所と考えている。海水準が下

がると 300m 位下まで影響するため、400~500m程度下で直接サンプルを取ってく

るテクニックを確証できれば有益であり、それができる場所といえる。 

 

松島委員：実際の事業においては、掘削位置を決めるのはそれほど難しいことではないの

か。 

越谷 ：難しいというよりも、例えば場所が先に与えられてしまうような場合も多いと考

えられ、そこでどれだけ掘るか決めないといけないといったケースもある。 

 

平山委員：それなりの掘削能力のある機械が必要と思われるが確保はできているのか。 

越谷 ：これから準備する。脱イオン水の装置も準備を始めている。 

 

【資料７ 広域・長期地下水流動解析】について 

 

平山委員：広域の地下水位分布図に、愛鷹山の形は出るのに、富士山の形が現れていない

のはなぜか。 

平野 ：愛鷹山は全体が水理基盤に相当する地層と考えており、水理基盤の小さな透水係

数が効いていると考えている。 

 

平山委員：各ケースの水理基盤の透水係数は同じである。とすると、水理基盤よりも上位

の地層の透水係数によって山体に沿った地下水の分布が出る、出ないというこ

とになる。この点を、どう考えているか。 

平野 ：帯水層に相当する透水係数によるものと考える。  

 

平山委員：前回、今村委員が話していた「垂直方向のメッシュが大きい」ことが影響して

いるのではないか。用いている計算コード（ＭＯＤＦＬＯＷ）ではグリッド単

位で、透水係数ではなく透水量係数で計算しているため、垂直方向の大きさは

かなり効くと思われる。飽和・不飽和の扱いは、疑似飽和不飽和の条件を用い

ているのか。 

平野 ：指摘のとおり。 
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平山委員：P30の水収支の図は、一旦浸透してから河川に流出しているという状況を意味し

ているが、全体にかん養量が大きいように思われる。計算地下水位が低くなっ

ているために地表から水が入りやすくなっているのでは。 

平野 ：4.78mm/dayという涵養量は、この程度ないと基底流量が維持できない値ともいえ

るが、もう少し精査したい。 

丸井 ：今回の計算は山本荘毅先生の説に近く､1000m位に地下水面があるという状況にな

っている。研究の趣旨として、海底湧水にどのくらい寄与するかという点では

今回の計算でよいと考えているが、実際の現場の理解という点では課題がある

と考えている。 

 

登坂委員：地下浸透したものは再度地表に出るのか。透水係数に異方性は考慮しているか 

平野 ：河川に流出するようになっている。異方性は考慮していない。 

登坂委員：異方性により答えが全然変わってくる場合があるので留意した方が良い。 

 

杉田委員：もう少し地層を増やしてみてはどうか。ほとんど陸地の中の透水係数の大きな

層で抜けてしまっているのでは。 

平野 ：たしかに、計算上は海域ではあまり出ない結果となっている。 

 

登坂委員：計算結果と調査結果との整合はどうか。 

平野 ：一般的には、固い地層の場合は河川流出の 10%程度が海底湧出し、堆積岩であれば

半分から三分の一程度と考えられている。今回は後者と考えていたが、実際は

思ったよりも小さく出た。 

丸井 ：大局的にはよく合っていると思う。新富士を選択的に流れるという場合は表層の

透水係数や涵養量の与え方をもっと考えないといけないが、実際には北側には

河川がないと行った状況とも合致する面もある。 

平山委員：巻末資料の Case4と Case2を見ると、一桁違うだけで富士山の形が出たり出な

かったりしている。表に資料を出した時に「おかしいな」という言われ方をし

ないようにという趣旨で、一つの可能性として、透水量係数や縦方向のメッシ

ュサイズの影響を考えてはどうか。 

平野 ：今後、同じ水理地質構造モデルを共有する中で、色々なやり方で計算して考える

必要がある。 

 

平山委員：広域モデルと長期モデルとでパラメータが異なる。解析手法や目的が異なるの

で、やむを得ない部分はあるが、説明をできるようにしておく必要がある。 

小原 ：現地データが無い中で、幌延と同じようなやり方をやった時に、どのような違い

があるのかという観点で、ケーススタディ的に実施した。今回は、幌延のやり

方の確証という趣旨だが、今後、塩分濃度のプロファイル等を比較する中で、

与えるべき透水係数を考えていく。 

 

松島委員：幌延では電磁探査とシミュレーションの二つのエビデンスで確証されたのに対

して、今回のエリアがどうかを確証するのが目的かと考えていたが、そういう

理解でよいのか。 

小原 ：今回は電磁探査はまだなので、まずシミュレーションをやってみた。 

 

松島委員：シミュレーションで「無い」という結論だとすると、何を確証するのか。 

小原 ：本番の候補地が例えば２箇所あり、それらの透水係数が大きく異なるような場合

に、どちらを先に概要調査するか、といった場面での参考になる。 

松島委員：方法論自体の確証ということか。 
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小原 ：そのような趣旨である。 

 

杉田委員：境界条件の確認だが、地表面はどのような設定となっているのか。 

平野 ：ドレイン条件とし、地下水位が地表面よりも高くなった場合には排水する。涵養

量は地表面全体に与えているが、地表面ではなく地下水面に直接入れている。 

登坂委員：その辺は、もう少し自然に合わせた設定を考える余地がある。 

 

 

【総括】登坂委員長 

・なぜ、この地域（処分地にはなりえない地域）で、こういう研究をやらなければならな

かったかの説明を、第三者が納得できるように報告書には記載して欲しい。 

・物理探査の改善を考えられている（特に三次元）のは評価できる。概要調査くらいから

三次元でやった方が一般の方は納得できるのでは。 

・井戸も適切な位置に掘る必要があるが、これに関してはシミュレーションをしっかりし

て全体の流れを捉える必要がある。 

・そう考えると、地表面の状態と地質から、それなりの流動系を描くことが重要であり、

それから物理探査なりをかけていく。 

・全体として、今後に向けて重要な技術であり、あと 2年間で更に伸ばしてもらいたい。 

 

 

その他（今後の予定） 

・2月 26日（水）までに評価委員は評価票を作成、学会事務局まで送付 

・2月 27日（木）：評価報告書作成 

・2月 28日（金）：産総研提出  

 

 

以上 



402 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海域地質環境調査確証技術開発 

平成 25年度 成果報告書 

 

平成 26年 3 月 31日 発行 

 

編著者 丸井敦尚・光畑裕司・町田功・横田俊之・井川怜欧・上田匠・ 

小野昌彦・平野智章・楠瀬勤一郎・古宇田亮一・小原直樹・ 

越谷賢・樽沢春菜・伊藤成輝・吉澤拓也・西崎聖史 

 （独立行政法人 産業技術総合研究所） 

 

発行者 独立行政法人 産業技術総合研究所 

 地圏資源環境研究部門 http://unit.aist.go.jp/georesenv/ 

 

発行所 独立行政法人 産業技術総合研究所 

 〒305-8567 茨城県つくば市東 1-1-1中央第７ 

 電話 029-861-2605 

 http://www.aist.go.jp/ 

 

著作権者 独立行政法人 産業技術総合研究所 copyright AIST， 2004 

 本誌掲載記事の無断転載を禁じます 

 

印刷製本 独立行政法人 産業技術総合研究所 


